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【GDP平価理論の主旨】

　IMFは，為替の安定により，世界経済の安定成長を図ることを目的とし

ている。

　実体経済のコアに通貨と為替が位置を占めているので，為替の安定のた

めには理論的根拠のある通貨の価値尺度の“理論値”が必須条件である。

　グローバル経済における変動相場制は，通貨の交換価値が“相場”に

よって秒単位に変動し，論理的根拠のある通貨の価値の“理論値”が存在

しないので，「等価交換」ができない制度である。

　本論は，①“理論値”のない為替制度は，貨幣と為替の本質に反する制度

であり，②相場による為替の不安定な変動は，経営の安定と各国の実体経

済の安定成長を阻害することを検証する。その結果，③経済格差および所

得格差を造る要因となり，④豊かな生活や平和を脅かす制度に変貌するこ

とを論証する。

　なお，本論は，経済・社会における商行為が名目 GDPの世界で決済さ

れているので，名目 GDPを使用して検証する。

　₁）　国富論に学ぶ貨幣の価値尺度の理論値

　アダム・スミスの「真実の富」である国富は，“生活必需品と便益品”，

即ち，国内生産財であることを理論的根拠にしている。従って，現在のグ

ローバル経済下の各国の国富は，国内総生産である GDPがそれに相当す

る。また，アダム・スミス時代の金本位の貨幣の価値尺度は，「一物一価の

法則」で判断すると，金の価値が一物，金の価格を一価とし，金との兌換
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を保証する貨幣制度であった。銀もまた，本位貨幣の役割を担っていた

が，アメリカ大陸の発見により，銀が大量に産出されると銀の価値が暴落

した。従って，金の価値もまた，経済成長の規模に見合った金の量が伴わ

ないと金本位の地位を維持できなくなろう。

　世界大戦下で，国家間の信用にヒビが入り，貨幣の信用が無くなると金

本位はその地位を失った。

　本位貨幣の支柱となる兌換財を失った国際経済・社会は，為替の安定を

維持するためには，金に代わる貨幣の価値を表す“理論値”が必須条件で

ある。

　本論は，その“理論値”を GDP平価とし，変動相場制を検証する。

　なお，通貨の価値尺度の“理論値”のない貨幣は，貨幣と見なすことが

できないので，変動相場制下の貨幣は，単に「通貨」と呼ぶことにする。

　₂）　貨幣の価値尺度の理論値 GDP平価

　本論は，グローバル経済に対応できるこの“理論値”を金一財ではなく，

総生産財である GDPに求め，貨幣の「等価交換」の理論値を GDP平価と

する平価制で検証し，グローバル経済の安定成長を図ることを論述する。

　本論は，為替を安定させるために，貨幣の価値尺度をアダム・スミスの

国冨である「真実の富」が，その国の総生産財であるので，それに相当す

る GDPから算定した GDP平価（GDPppとする）を理論値とした GDP平

価制を論証する。そのために，GDPppを基軸に変動相場制の為替レート

（fxrとする）の変動の問題点を検証し，GDPppの安定性と有効性を立証す

る。

　₃）　変動相場制の問題点

　i）問題意識：変動相場制の弊害は，“相場”によって通貨の価値が秒単

位に変動するので，理論的根拠のある通貨の価値尺度の“理論値”がない

に等しく，また，金に代わる兌換の対象となる財もなく，その上“相場”
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にアフタリオンの投機的心理要因が介入するので，fxrがオーバーシュート

する。従って，変動相場制は，経営の安定および実体経済の安定成長を期

し難く，さらに，経済格差並びに貧富の格差を拡大する要因となり，社会

秩序を不安定にする原因になろう。

　通貨と為替が経済・社会のコアに位置を占め，経済・社会秩序を維持す

る役割を担っている。しかしながら，為替の変動は，①非論理的な“相場”

によって変動し，通貨安は輸出を，通貨高は輸入や投資を利するので，②

公正な「競争原理」の秩序を犯し，③経営の安定並びに実体経済の安定成

長を脅かし，撹乱する。④経済社会の安定のためには，通貨の価値尺度が

“理論値”で安定し，「等価交換」できる市場に改革する必要がある。

　ii）GDP平価の役割：本論は，為替を安定させる方法として⑤通貨の価

値尺度の理論的根拠となる“理論値”を，“原値”のままで一人当たりの

GDP（GDPph）算定する。次に，一物一価の法則により，両国の GDPph

を一物，その比から算定した絶対的平価となる GDPppで「等価交換」を

可能とする為替市場を実現する。（表 ₁～表 ₃参照）GDP平価によって，

為替市場は⑥投機の介入の余地が無くなり，⑦ペッグ制やバスケット制等

の為替対策も必要で無くなる。また，⑧貿易等を有利に導くための為替対

策としての規制管理を行なうことは公正の原則を犯すことになり，金融政

策は金利の機能によって，実利ある経済政策が可能となる。その結果，経

済社会は，fxrの不安定な変動に歪曲されることなく，GDP平価による為

替の安定が，金融・経済政策の機能を安定させ，経営の安定および経済の

安定成長を軌道に乗せる。

　iii）通貨価値の“理論値”の役割：GDP平価によって通貨の価値尺度と

なる“理論値”が決まれば，各通貨の公正な「等価交換」が可能となり，

国家が主権を乱用して，不公正な通貨と為替の規制管理操作ができなくな

る。また，統計を改ざんしない限り，公正な“理論値”が存在するので，

統計改ざん行為は，国の信用および通貨の信用を失墜させる。その結果，

国家と通貨の信用を失墜した。通貨は国際取引に使用されなくなり，限り
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なく信用失墜による国益を失うことになろう。

　換言すれば，公正な“理論値”の存在は，公正な国際的「競争原理」を

機能させ，経営と経済の安定成長を軌道に乗せる基本条件である。

　iv）経済・社会への影響：為替の不安定な変動は，自国のみならず他国

の経済にその影響を及ぼし，国家間の経済格差・所得格差を拡大させる。

その結果，内外の人々の豊かな生活を脅かし，テロや紛争或いは殺人・強

盗などの横行により，平和な社会が崩壊する原因となる。

　₄）　購買力平価理論の欠陥の検証

　変動相場制は，理論的根拠を消費者物価指数 cpiに準拠する購買力平価

pppに置いているが，次の問題がある。

　₁₉₇₃年変動相場制発足年の fxr並びに GDPppを基準値にした cpi pppに

よる購買力平価の乖離と連動および収斂の推移は次図の通りである。

　i）fxrの変動のグラフは，金に代わる通貨の価値尺度となる“理論値”が

なく，兌換の“財”がないため，図 ₁の通り“相場”で不安定にオーバー

シュートし，企業の経営を不安定にする。その結果，プラザ合意による通

貨調整以降においても構造協議時代の円高，ITバブル，リーマンショック

およびアベノミックスの円安時代は，ドル高である米国の企業の安定を撹

乱し，ショックやバブルを巻き起こしてきたが，ショック後の fxrはいづ
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れも一桁に収斂・連動している。

　ii）GDPppグラフは，fxrの影響を受けながらも比較的安定して変動して

いる。その原因は，GDPppに対する fxrの影響が短期的には企業が吸収せ

ざるを得ないので影響し難く，長期的に大きく影響する実態を表している。

仮に，fxrが GDPppに代われば，為替が安定し経営が無限に安定するので

実体経済は確実に安定して成長することを表している。

　iii）fxrによる購買力平価 fxr-cpi pppのグラフは，fxrと乖離して推移し

ている。この相対的購買力平価 fxr cpi pppは，fxrと連動せず₁︶，大幅に乖

離しながらも GDPppおよび GDPpp-cpi pppに連動トレンドにある。

　これらの事実は，購買力平価 fxr-cpi pppが fxrの理論的根拠を裏付ける

証拠とならず，理論的に誤りがあることを立証している。

　ⅳ）GDPによる購買力平価GDPpp-cpi pppのグラフは，安定してGDPpp

に連動し収斂している。cpiは，企業の競争原理によって，小売価格を決め

るので，GDPへの影響が小さいく，GDPpp-cpi pppが安定的になってい

る。その原因は，構造協議の円高時代の fxrの影響が時間差を置いてGDPpp

を歪曲し，₁₉₉₅年 fxr/GDPpp乖離に耐え切れず，受入れすると fxrが

GDPppに収斂する実態がグラフに現れている。

　換言すると，₁₉₇₃年の GDPppを基準値とする GDPpp-cpi pppは特に，

プラザ合意以降，円高時代を除き，ほぼ完全に連動トレンドにあるので，

GDPppの理論的根拠になることを立証している。

　これらの事実は，fxrではなく，仮に，GDPppが為替市場における通貨

の「等価交換」の価値尺度となれば，為替市場が安定することを立証して

いる。

　v）購買力平価 pppの問題点₁︶

　①新興国のGDPに占める cpiの比率が₃₅％程度，先進国では₆₀～₇₀％前

後を占めるに過ぎず，いずれの国も₁₀₀％ではない。先進国と新興国の cpi

などの各物価指数の格差が経済社会構造を表している。

 ₁） 参考資料₃₂の₁₃₉頁の図 ₁並びに資料₃₇の図 ₈および図 ₉参照
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　また，② pppは，基準年によって fxrの変動が pppの値を変えるので，

基準年によって pppの基準値が代わる論理的矛盾がある₂︶。

　さらに，③各物価指数による購買力平価は，製造業卸売物価指数（wspi）

による pppが，fxrに収斂・連動せず乖離して変動しており，また，本来，

連動すべき輸出物価指数（expi）による pppは，相手の立場に立って取引

をする日本的商慣習₃︶ の実態および「競争原理」のためと考えられ，最も

低い数値で expi pppは fxrと乖離して推移している。

　一方，④ fxrにほぼ完全に連動している物価指数は，輸入物価指数によ

る購買力平価“impi ppp”が収斂・連動している。従って，変動相場制下に

おける購買力平価として採用する物価指数は，cpi pppではなく，理論的問

題があるが impi pppを採用すべきであろう。

　≪これらの事実は，変動相場制の理論的根拠を購買力平価 cpi pppに置

くのは誤りであることを立証している。と同時に，fxr自体が“相場”で不

安定な変動をするので，通貨の理論的根拠となる“理論値”がないことに

問題がある。それにも関わらず，fxrは，₁₉₈₅年プラザ合意の調整後，長期

的視点ではほぼ₁₂年前後で実体経済を表す GDPppの“理論値”に ₂年前

後で一桁前半の乖離率（₁₉₈₇年，₁₉₉₈年，₂₀₁₁年）で収斂・連動してい

る。通貨調整や金融ショック後，数年で収斂・連動する事実が，通貨の価

 ₂） 参考資料₃₂［修道商学］第₅₃巻第 ₂号Ⅱ項並びに参考資料₃₄［修道商学］第₅₅
巻第 ₂号Ⅳ項の pppの問題点図 ₄を参照。

図 ₂．fxr，fxr-impi ppp，GDPpp，GDPpp-expi pppの推移
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値尺度の“理論値”である GDPppの正しさを立証している≫

　正しい通貨の価値尺度は fxrでも fxr-cpi pppでもなく，本論のGDPpp

による平価が理論的根拠とするのに相応しい理論であり，正しい“理論値”

であることを検証している。通貨の本質および為替理論に反する制度は，

いずれ，理論的矛盾によって崩壊することになる。

　₅）　一人当たりの GDPのドル換算比較の誤り

　IMFは，一人当たりの GDPで各国の経済力をドル換算して比較してい

るが，この手法は，“相場”と言う理論的根拠の薄弱な fxrでドル換算する

ので，各国の真実の経済力GDPph並びにGDPppの“理論値”を表してい

ると言い難い。

　これに対して，本論は，各国の GDPphを原値のまま使用して，各国の

GDPppの“理論値”を算定した。この GDPppの“理論値”は，各国の真

実の実体経済力を表しているので，GDP平価以外にそれに代わる“理論

値”が見当たらない。

　₆）　GDP平価は為替安定の理論値

　本論は，グローバル経済下の通貨の理論値は，金の一財によって決める

ことは不可能であるので，全生産財の“総体値”による平価を通貨の価値

尺度とし，通貨の「等価交換」ができる為替市場を構築する理論とした。

その結果，通貨の価値尺度をアダム・スミスの「真実の富」に相当する

GDPから算定した「真実の平価」で，通貨の「等価交換」ができる為替市

場に改革し，為替の安定を図る「GDP平価制」となろう。

　GDP平価の“理論値”は，国内総生産 GDPを一物，一人当たりの GDP

（以下，GDPphとする）を“総体値”とする“GDPph”を一価として，GDP

平価₄︶ を算定する。即ち，「一物一価の法則」で算定した“GDPpp”が通

 ₃） 参考資料₃₆，『広島修大論集第』₄₉巻第 ₂号のⅠ項，Ⅱ項参照。
 ₄） 参考資料₃₇の GDP平価の定義参照
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貨の価値尺度の“理論値”となる。

　なお，≪IMFはGDPphをドル換算してGDP平価を公表しているが，変

動の激しい fxrでドル換算するので，対象国の実体経済が歪曲される。

　原値のままで GDP平価を算定することが，両国の「真実の実体経済を

表す平価」となる≫。

　また，仮に，GDPppを変動させるとすれば，IMFの GDP成長率の予測

値の範囲内となる。

　₇）　変動相場制の問題点の検証

　i）fxrと GDPppの変動の実態：GDPから算定した平価の“理論値”

GDPppを基本条件にして，【fxr/GDPpp＝乖離率】を基準に，“fxr”の変動

による乖離率の影響度並びに問題点をⅡ～Ⅲ項で検証する。

　ii）実体経済からの乖離率 fxr/GDPpp：この乖離率は，fxrが実体経済

から乖離している比率であり，その乖離率が逆に実体経済を歪曲し，阻害

する原因となることを示唆している。

　換言すれば，fxrが，通貨の価値尺度をコントロールする変動相場制であ

る限り，実体経済は，fxrにより実体経済を自由に操作できる。その結果，

fxrの乖離率が拡大すると実体経済がその影響を受け想定外に変動し，乖離

が拡大すると金融ショックなどの引き金の原因になるので，変動相場制か

ら GDP平価制に代えることが必要条件である。

　為替の変動は，通貨安が輸出，通貨高が輸入および投資を有利にする非

論理的「競争原理」を創出し，各国の実体経済に影響を与えしている。

従って，通貨の価値尺度となる“理論値”が不在である限り，経営並びに

実体経済は安定できない。

　通貨の価値尺度の公正な“理論値”が，実体経済を安定させる基礎条件

であるからである。

　本論の GDP平価による“理論値”が経営の安定を図り，企業の公正な

「競争原理」を機能させ，世界経済の安定成長に資することになろう。
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　₈）　GDP平価の有効性と統一通貨への道程

　i）GDP平価の有効性：絶対的GDP平価は，①国富を「価値尺度」とし

た通貨の「等価交換」の理論値であるので，②投機要因の介入が不可能と

なる。さらに，③国家の通貨と為替の規制管理を排除する理論的根拠とな

る。そのため，④自国に有利な通貨と為替の規制管理ができなくなり，⑤

公正の原則が機能する為替市場が実現する。従って，仮に，⑥ GDP平価制

の金融・経済政策等の調整機能は，金利および適正な通貨発行量が基本政

策となり，⑦為替変動による損出をカバーするデリバティブ等の手法は必

要が無くなる。

　しかしながら，変動相場制下での異次元の金融緩和政策は，過剰流動性

が短期資金となって移動するので，グローバル経済は不安定になる。それ

を規制する国際ルールが課題となろう。

　BISは，過剰流動性等による金融ショック等に対応するために自己資本

比率を ₅％から ₈％に引き上げ，さらに，₁₆％の留保等を検討している

が，「資本主義の原理」を否定する留保規制である。理論的根拠のある通貨

の価値尺度の“理論値”で公正な「等価交換」が行われる為替市場に改革

しない限り，資本主義を終焉させる原因になろう。

　世界大戦が終結した₁₉₄₅年以降の₂₀世紀の金融・経済ショックは，新興

国のショックであったが，₂₁世紀に入り，主要先進国によるショックに発

展し，変動相場制は資本主義の根幹を揺るがし，すでに末期的症状を表し

ている。

　ii）GDP平価による国際統一通貨の機能：各国の GDPppは，各国の経

済力を表す平価であるので，IMFのバスケットに入る主要通貨の GDPpp

で SDR平価を算定した SDRpp  は，統一通貨の機能と役割を果たす。

　従って，SDRを構成する通貨は，信用のある国家の通貨に限定すること

が基本条件である。

　統計の改ざんなどは実体経済を変容させる犯罪行為であり，そのような

₅︶

 ₅） 参考資料₃₃の第 ₂部参照
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国家は，諸外国から信用されない国家となろう。

　₉）　精緻な統計作成の課題

　GDPppの理論的根拠となる統計は，国際比較ができる IMFの IFS統計

を使用している。ただし，IFS統計は，Ⅳ項により検証しているとおり，

統計の誤差脱漏がある。これらの誤差脱漏は，IT技術の進歩により，AI，

IoT，クラウドなどグローバル経済に対応できる統計の環境整備を行うこと

によって精緻な統計に改善されよう。より精緻な統計になれば，GDPの誤

差脱漏がさらに縮小し，公正な貨幣の価値尺度の理論値として，GDP統計

は世界経済の安定成長に寄与することになろう。

　本論は，現在の統計で変動相場制の弊害の検証並びに GDP平価理論の

重要性が立証されているので，通貨の価値尺度の理論的根拠になる平価の

理論値で，為替が安定することに役立つことをすでに検証している。

【fxrと GDPppの解説】

　₁）　fxrの解説：本論の為替レート fxrは，円を₁₀₀分の ₁ にデノミネー

ションし，ドルと小数点の単位を合わせている。従って，fxrを₁₀₀倍すれ

ば円の単位に戻る（GDPppも同じ）。

　参考例：仮に，fxr₁,₂₃₄₅であるとすると，ドル円は，₁ドル＝₁₂₃.₄₅円

である。変動相場制下では，fxrは日米の通貨の価値が対等である。

　また，ドルの価値は，円のクロスレートであるので【₁÷₁.₂₃₄₅＝

₀.₈₁₀₀】， ₁円＝₀.₀₀₈₁ドルである。

　ただし，金本位の「金の価値＝貨幣の価値」で金と貨幣や小切手等有価

証券を兌換できたが，変動相場制は，兌換の対象となる財が存在しない。

そのため，相場で決まる fxrは，理論的根拠となる通貨の価値尺度の“理

論値”と見なすことができない。

　₂）　GDPppの解説：アダム・スミス時代の貨幣の価値尺度の理論値は，

【金 ₁オンスの価値＝貨幣の価値】で兌換できた。しかしながら，変動相場
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制は通貨の価値尺度となる兌換の対象財が不在である。

　本論は，アダム・スミスの「真実の富」である国富が現在の GDPに相当

するので，GDPから通貨の価値尺度の“理論値”を算定した平価である。

　₃）　通貨の価値尺度：金本位の貨幣は金一財との兌換価値が貨幣の価値

尺度である。変動相場制は通貨の価値尺度不在であるので，全生産財であ

る GDPから上記 ₄ の通り【GDP÷総人口＝GDPph】により実体経済の

“総体値”GDPphを算定している。

　₄）　GDPpp算定方法：両国の名目GDPの総体値であるGDPphを尺度に

し，実体経済力を表す両国のGDPの総体値の比【ドル円：日本のGDPph÷

米国の GDPph＝GDPpp】から GDP平価を算定した。

　₅）　GDP平価の理論的根拠：経済・社会における取引行為は，名目GDP

の経済下で行われているので，本論は，名目 GDPを GDP平価の理論値に

して検証している。総生産財（武器などを含む）は，ことの善悪に関わら

ず，当該国の国民が生産した国内総生産（GDP）である。従って，両国の

名目 GDPphの比が絶対的 GDPpp（平価）となる。

　日米の実体経済力が対等であれば，GDPpp＝₁.₀₀₀₀である。また，

GDPpp＞₁.₀₀₀₀の場合は，対象国の実体経済力が弱く，平価がインフレ化

し，また，GDPpp＜₁.₀₀₀₀の場合は同国の経済力が強く，平価がデフレ化

したことを示す。

　参考例：GDP平価 GDPpp₀.₉₈₇₆とすると【 ₁ドル＝₀.₉₈₇₆】は ₁ ドル

₉₈.₇₆円で両国の実体経済力が均衡していることになる。従って，【₁－

₀.₉₈₇₆＝₀.₀₁₂₄】は，日本の実体経済は₁.₂₄円，対米経済格差が強いこと

を表している。

　また，円のクロスレート，ドルは，【₁÷₀.₉₈₇₆＝₁.₀₁₂₆】であるので，

₁.₂₆％ドルが弱いことを表している。

　₆）　fxr/GDPppの乖離率の解説：実体経済力の価値尺度 GDPppを基軸

にした fxrの乖離率は，fxrが実体経済価値尺度の“理論値”から乖離した

変動率を表している。
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　参考例：【fxr₁.₂₃₄₅/GDPpp₀.₉₈₇₆＝乖離率₁.₂₄₉₉】と仮定すると変動相

場制による fxrは ₁ドル＝₁₂₃.₄₅円と実体経済力を表すGDPppは₉₈.₇₆円，

その乖離率【₁.₂₄₉₉－₁＝₀.₂₄₉₉】₂₄.₉₉％である。この₂₄.₉₉％は，実体経

済を表す GDP平価を基準にした GDPppに対する fxrの乖離率を表してい

る。即ち，fxrは，実体経済から₂₄.₉₉％の乖離，この乖離率は，fxrがGDP

平価の“理論値”からオーバーシュートしていることを示している。

　この乖離率₂₄.₉₉％は，変動相場制による fxrの変動の実態並びに実体経

済からの乖離率を表しており，変動相場制の問題点を表している。

　本論は，為替の安定のためには，理論的根拠のある通貨の価値尺度が必

要であるので，理論的根拠により算定した GDP平価を通貨の価値尺度の

“理論値”として，各通貨の「等価交換」を検証している。

　通貨の公正な通貨の「等価交換」は各国経済の安定成長の基本条件であ

るので，世界経済の安定成長を図る基礎条件が整うことになる。

Ⅰ．通貨と為替の本質的機能と役割

　通貨と為替は，実体経済・社会のコアに位置を占めている。

　相場で不安定に変動する fxrは，経済・社会を不安定にする原因になる。

また，グローバル経済の安定成長をはかるためには，為替の安定が基本条

件であることを検証する。そのために，本論は，為替が安定する GDP平

価で，変動相場制の問題点を検証する。

₁．　通貨の本質的機能

　通貨は“金融商品”ではなく，財の計算単位であり，媒介手段であり，

値貯蔵手段である。そのため，本論は，通貨の本質的機能を再検討する。

　利子や配当などの利潤を生む通貨は金融商品であるので，預貯金は準通

貨ではなく，金融商品として扱うべきであり，また，変動相場制下の貨幣

は，価値尺度となる“理論値”がないので，本論では単なる“通貨”とし

て扱っている。
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₂．　為替の本質的機能

　為替の本質的機能は，通貨を「等価交換」することにある。

　変動相場制は，金に代わり兌換の対象となる財がないので，相場により

fxrの価値尺度が秒単位に変動する。そのため，公正な理論的根拠となる通

貨価値の“理論値”がない。そのため，異種通貨が「等価交換」できる為

替制度ではない。

　また，fxrの不安定な変動の影響を受けて実体経済が変容するので，為替

の本質的機能に反する制度である。変容の原因は，理論的根拠のある通貨

の価値尺度となる“理論値”が存在しないため，fxrが不安定に変動するこ

とにある。そのため，為替の本質である通貨の「等価交換」ができない為

替市場になっているので，変動相場制は，正しい為替制度ではない。

₃．　通貨発行量

　通貨の発行は，法的規制がない限り無制限に発行が可能となる。そのた

め，過剰流動性は実体経済のインフレ要因或いは金融商品の価値尺度並び

に経済・財政及び国民の生活に無限の影響を与える。また，過剰流動性が

短期資金となって国際間を移動するとき，招かざる資金は流入国の経済・

財政を不安定にし，IMFの目的である世界経済の安定成長を困難にする原

因になる。他国に想定外の影響を与える過剰流動性は，世界経済の安定成

長のために国際ルールが必要となろう。

₄．　変動相場制の弊害

　為替の本質である「等価交換」を否定する理論であると同時に，貿易算

の契約価格と決済価格が“相場”で異なり，契約・慣習法を歪める制度で

ある。あたかも“法”が知的犯罪を容認する制度に等しい。

　さらに，アフタリオンの投機的心理要因が介入し，巨額の資金移動で，

為替レートがオーバーシュートする実態は，まるでカジノ市場と化してい

る。FX取引や仮想通貨に巨額の資金が流入する空儒取引市場は，通貨と為
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替の本質に反する制度である。これらの為替の不安定な変動は経営の安定

と世界経済の安定成長を撹乱し阻害する制度に変貌する。

　また，巨額の金融資金が短期に移動する外国為替市場では，短期資金で

売買する内外の株式市場をはじめとする金融市場並びに資源をはじめとす

る商品市場に為替変動の影響が波及し，各市場の安定を想定外に揺るがす

制度である。

　上記の事実は，為替が経営の安定並びに世界経済の安定成長を撹乱し阻

害する原因である。

　≪為替市場は，金融商品市場ではない。通貨の価値尺度が，投機の介入

によって変動する市場であってはならないのである≫

₅．　国際収支の役割と影響

　通貨と為替が世界経済のコアに位置を占めているので，貿易収支，サー

ビス収支，所得収支の総計である経常収支並びに長期資本取引及び短期資

本取引の資本収支の総額は，何れも「ゼロサム」である。契約額と決済額

が相場による変動で一致しない変動相場制は正しい制度ではない。

₆．　“相場”による投機と「欲望本能」

　変動相場制は，“相場”により，「欲望本能」を刺激すると fxrが投機に

よってオーバーシュートし，実体経済を歪曲する。

　当該国の実体経済は，その影響を受け，しだいに国家間の経済格差およ

び自国内の所得格差が拡大するので，富裕層と貧困層の格差拡大の遠因に

なる。その結果，豊かな生活が次第に侵食され，経済・社会不安の要因に

なり，平和への願いが閉ざされることになる。

　≪グローバル経済における変動相場制は，勝者と敗者を造り，経済・社

会を不安定にし，豊かな生活や平和を破壊する恐れがある制度である≫
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₇．　過剰流動性の影響

　金融政策は，国債の発行によって通貨の供給が自由にできるので，過剰

流動性が安易に生じ，実体経済を不安定にする。と同時に，過剰流動性が

巨額の負債になるとき，国の財政破綻の原因になり，国民の生活を脅か

す。さらに，過剰流動性は，短期資本移動となって，移動国の実体経済を

不安定にする。招かざる客となる。

　また，通貨の発行が自由にできるため，金融政策及び財政収支は大義名

分を立てて為政者の思惑に利用されやすい。

　本論は，上記の問題点を論証するためにⅡ～Ⅲ項において，為替の fxr/

GDPpp乖離率が実体経済に与える影響度を検証する。

　為替を安定させるためには，理論的根拠のある通貨の価値尺度で「等価

交換」できる制度が，為替安定の必須条件であり，実体経済を安定成長さ

せる基本条件であることを論証することにある。

Ⅱ．fxrの日別，月別，年別の変動の検証

　fxrの変動の実態を①一日単位の変動，②月間単位の変動，③年間単位の

変動の実態を検証し，fxrの変動の実態並びに問題点を論証する。

₁．　日間の為替の変動の実態

　₂₀₁₈年 ₁ 月 ₁ 日から ₃ 月₃₀日までの歴年第 ₁四半期の ₁日の間の fxrの

始値，高値，安値，終値の変動は表 ₅－ ₁の通りである。

　₂₀₁₈年 ₁月～ ₃月変動期の ₃カ月間の ₁日の平均変動幅と変動率：

　　【始値－終値の変動幅＋₀.₀₉円，対変動率₀.₀₈₃％円安】，

　　【高値－安値の変動幅₀.₈₃円，対変動率₀.₇₇％】，

　　【第 ₁四半期の変動幅₈.₉₂円，最高値／最安値＝変動率₈.₃₃％円高】

　　【前日の終値－当日の終値の変動幅₀.₁₀円】

　₂₀₁₇年 ₄月～ ₆月安定期の ₃カ月間の ₁日の平均変動幅と変動率：

　　【始値－終値の変動幅ー₁₆銭，対変動率－₀.₁₄％円高】，
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　　【高値－安値の変動幅₈₃銭，対変動率₀.₇₅％】，

　　【第 ₂四半期の変動幅₆.₂₂円，最高値／最安値＝変動率₅.₇₅％円安】

　　【前日の終値－当日終値の変動幅₀.₀₁円】

　変動期の一日の始値と終値の月間平均変動幅は四半期平均で ₉銭程度円

安傾向，安定期で－₁₆銭円高傾向である。また，四半期の高値と安値の平

均変動幅は安定期・変動期共に偶然に₈₃銭，₀.₇₅％程度で安定している。

しかしながら，変動期の第 ₁ 四半期の最高値と最安値の同変動幅は₈.₇₂

円，₈.₃₃％は円高トレンドの中で生じているのでその影響度は大きいが，

安定期の同変動幅₆.₂₂円，₅.₇₅％は円安傾向の変動トレンドであった。

　fxrの変動は，一日値単位で見ると変動期も安定期も僅かな変動であって

も，変動する事実が，通貨と為替の本質に反する。また，一日の始値と終

値と高値と安値の変動幅は，約₁₀倍変動しており，四半期の変動はさらに

その約₁₀倍（変動期₈.₃₃％円高トレンド，安定期₅.₇₅％円安トレンド）変

動している。特に，輸出国日本は円安トレンドが企業にとって歓迎される

が，円高トレンドの ₅％の影響は企業の純利益率をマイナスにする影響が

あるだけではなく，その影響は金融商品に及んでいる。

　日経平均の例でみると株式市場の₇₀％は，外国資本が入っているので，

₁ 月 ₈ 日 fxr₁₁₃,₃₆円，日経平均₂₃,₉₅₂.₆₁円から ₃ 月₂₃日₁₀₄.₆₄円，

₈.₃₃％円高になると日経平均は₂₀,₃₄₇.₄₉円，₁₇.₇％下落し，日経平均は通

貨の価値尺度 fxrの変動に連動しており，その他の原因があるとしても，

fxrの影響が最も大きいと考えられよう。

　変動相場制は通貨と為替の本質に反する理論であり制度であるのである。

　また，日銀総裁の一言で，“₁₅分後に₁.₅円”，円高に変動した事実があ

る₆︶。これらの事実が変動相場制の本質を表している。

　変動相場制下の fxrの変動は，上記の検証の通りであるが，この変動は

理論的根拠のある正しい変動であると言えるのであろうか。

 ₆） 日経新聞₂₀₁₅年 ₆月₁₁日，日銀総裁「さらなる円安ない」と発言しただけで，
₁₅分でドル円レートは₁.₅円急騰した。
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　消費者物価の小売市場価格やサービス価格は，一日の中で価格変動は基

本的にあり得ない。生鮮食料品であっても当日の価格は，セール価格によ

る損出及び廃棄処分等のコストを見込んで当日の小売価格が設定されてい

るのが実体経済である。

　これに対して変動相場制下の通貨の価値尺度 fxrは，ナノ単位に変動し

ている。この事実は通貨の本質に反している。fxrの変動率がゼロコンマ以

下であるので，正常と考える人は，既に，通貨の「等価交換」の本質に反

していることに気付くべきである。

　通貨の役割は，財貨の媒介手段であるので，秒単位で変動すること事態

が，通貨の本質に反していると考えるべきであろう。

　平成₂₇年度の全中小企業の経常利益率は₂.₆₅％（ただし，法人の中小企

業の経常利益率は₃.₁₈％），貿易関係企業を除くと中小企業の為替の影響は

間接的であるが，前記四半期の安定期の fxrの変動率の約 ₂倍，変動期の

fxrは約 ₃倍変動している₇︶。

　また，全上場企業（金融を除く）の本年 ₃月期の売上高に対する純利益

率は，アベノミックスの円安政策により，過去最高益（概算₅.₂₇％₈︶）で

ある。それにも拘らず，安定期の四半期の fxrの最大変動₅.₇₅％は，年間

の過去最高益を超える変動の激しさを示している。

　一方，アベノミックス下の日本は円安であるので，全上場企業は過去最

高益を記録したが，米国はドル高で逆風が吹いているので，トランプ大統

領のアメリカフアースト政策を理解することができる。

　為替を安定させることが，経営と世界経済の安定の必須条件であること

を企業の利益率が検証している。

 ₇） 中小企業庁によるニュースリリース「中小企業実態調査」平成₂₉年 ₃月 ₂日公
表より算定した。

 ₈） 平成₃₀年 ₅月 ₂日付，日経新聞一面「純利益最高　 ₅年で ₃倍」より算定した。
 　また，同紙の ₅月₁₉日₁₃面，「上場企業，純利益率₃₅％増」より₅.₂₇％と算定
した。
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　為替安定の重要性は，通貨の価値尺度が，理論的根拠のある「真実の価

値尺度」で，各通貨を「等価交換」する為替制度に改める必要性があるこ

とを立証している。

₂．　月間の為替の変動の実態

　安定期の月間の高値と安値の最大値・最小値の変動幅は次の通りである。

　₂₀₁₇年，為替の安定期における月別の最大変動値と最小変動値の乖離幅

は， ₃月₅.₃₈円₄,₈₉％， ₄月₃.₆₂円₃.₂₄％， ₅月₄.₀₉円₃.₇₁％であり，毎

月の最大変動幅が全て ₃％を超える変動をしている。

　また，【日間最高値－最安値＝月間平均変動幅⑤】に対する【月間の最

大変動値－最小変動値＝変動幅③】の月平均乖離率【③／⑤】は， ₃ 月

₅₂₅.₅％， ₄月₃₁₆.₁％， ₅月₃₉₈.₈％，大幅に変動している。

　これらの事実は，日間および月間の fxrの変動の問題点を立証している。

　さらに，₃カ月間（四半期）における【最大変動値₁₁₅.₅円－最小変動値

₁₀₈.₁₄円＝変動幅は₇.₃₆円（変動率₆.₈₁％）】は，₂₀₁₅年大企業の売上高に

対する営業利益率平均₃.₉％，同年中小企業の営業利益率平均₂.₄₁％（₂₀₁₇

年　同₂.₆₅％），各利益率の数値を上回る（₁.₇～₂.₈倍）変動率である。

最大変動値① 最小変動値② 変動幅③と比率④
日間高値－安値
の月平均変動幅

⑤

最大変動幅③／
平均変動幅⑤

₃月₁₀日 ₁₁₅.₅₀円 ₂₇日 ₁₁₀.₁₂円 ₅.₃₈円 ₄.₈₉％ ₀.₈₆円 乖離率₅₂₅.₅％

₄月₂₆日 ₁₁₁.₇₆円 ₁₇日 ₁₀₈.₁₄円 ₃.₆₂円 ₃.₂₄％ ₀.₈₇円 乖離率₃₁₆.₁％

₅月₁₁日 ₁₁₄.₃₆円 ₁₈日 ₁₁₀.₂₇円 ₄.₀₉円 ₃.₇₁％ ₀.₈₂円 乖離率₃₉₈.₈％

出所：大和証券の日別為替レートから作成。
注：⑤は， ₁日の中で高値と安値の ₁カ月間の平均乖離幅と乖離率を示す

表₅-₂．₁₇年 ₃～ ₅月の fxrの最大値と最小値の変動幅と乖離率
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₃．　₁₉₉₅年以降の fxrの年別の為替の変動の実態

　表₃-₃の通り，₁₉₉₅年以降，中期の為替の変動を年別の平均値の fxrの始

値・終値および高値・安値の変動幅と乖離率の推移を分析し，変動相場制

の問題点を検証する。

　₁₉₉₅～₂₀₁₂年の₁₈年間の fxrと GDPppの変動は表 ₃の通りである。

　₁₉₉₅年，【fxr₀.₉₄₀₆/GDPpp₁.₄₄₇₁＝₀.₆₅₀₀（乖離率 ₃₅％円高）】₂₀₁₂

年，【fxr₀.₇₉₇₉/GDPpp₀.₇₄₇₅＝₁.₀₆₇₄（乖離率₆.₇₄％円安）】この₁₈年

間，fxr の 変 動 は，【₉₄.₀₆ 円÷₇₉,₇₉ 円＝₁.₁₇₈₈，₁.₁₇₈₈/₁₈×₁₀₀＝₆.₅₅

（₆.₅₅％）】，年平均₆.₅₅％円高に乱高下しながら推移した。

　一方，同期間の GDPpp の変動は，【₁₄₄.₇₁ 円÷₇₄.₇₅ 円＝₁.₉₃₅₉，

₁.₉₃₅₉/₁₈×₁₀₀＝₁₀.₇₆％，年平均₁₀.₇₆％円高に安定的に推移した。その

結果，同期間の fxrは，GDPppを基軸にして，同乖離率が，₁₉₉₅年₃₅％円

西　暦 始値平均値① 高値平均値② 安値平均値③ 終値平均値④

₉₅－₁₇年平均値 ₁₀₇.₇₈ ₁₁₆.₆₇  ₉₈.₉₇ ₁₀₈.₃₁
₉₅－₉₈年平均値 ₁₁₂.₃₄ ₁₂₅.₀₇ ₁₀₁.₂₂ ₁₁₅.₇₇
₉₉－₀₈年平均値 ₁₁₃.₈₆ ₁₂₂.₁₀ ₁₀₄.₄₉ ₁₁₁.₅₆
₀₉－₁₂年平均値  ₈₅.₄₇  ₉₂.₁₈  ₇₉.₁₄  ₈₄.₄₆
₁₃－₁₇年平均 ₁₀₉.₈₅ ₁₁₈.₆₈ ₁₀₁.₉₈ ₁₁₄.₉₂

表₃-₃． 各期間の fxrの始値・終値および同期間内の高値・安値および同期間内の
平均変動幅と乖離率の推移

変動幅
①－④

乖離率
①/④－₁

変動幅
②－③

乖離率
②/③－₁ 備　考

－₀.₅₃ －₄.₈₉％ ₁₇.₇₀ ₁₇.₈₈% 平均的変動値
－₃.₄₃ －₂.₉₆％ ₂₃.₈₅ ₂₃.₅₆% 通貨高後の収斂の値
　₂.₃₀ 　₂.₀₆％ ₁₇.₆₁ ₁₆.₈₅% 通貨高の拡大時の値
　₁.₀₁ 　₁.₂₀％ ₁₃.₀₄ ₁₆.₃₅% ショック後の収斂時の値
－₅.₀₇ －₄.₄₁％ ₁₆.₇₀ ₁₆.₃₈% 異次元の金融緩和

出所：＜出典＞Principal Global Indicatorsである。
注： 各年間の平均値の fxrの始値・終値および同期間内の高値・安値の各 fxrの値
から変動幅と乖離率を作成した。なお－は円安の変動を表わす。
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高から₂₀₁₂年₆.₇₄％一桁の円安に収斂，即ち，fxrが GDPppを基軸に

GDPppに収斂連動したことを立証している。

　特に，₁₉₉₅年～₂₀₁₂年間の年平均 fxrの長期変動率は₆.₅₅％（表 ₃参照）

であり，Ⅰ項－ ₅の大企業の年平均売上高営業利益率₃.₉％に対し，fxrの

変動が₁.₆₈倍の変動している。

　一方，₂₀₁₈年 ₃ 月期の全上場企業（金融を除く）の売上高に占める純利

益率が過去最高の₅.₂₇％を₁.₂₄倍，fxrの変動が上回っている₉︶。

　仮に，GDPppを中心に判断して米国など通貨高の国の fxrの変動は，国

の実体経済が脅かされ，その国の企業の経営の安定並びに経済の安定成長

が脅かされ阻害される変動であることを認識する必要がる。

　変動相場制下の fxrの変動は，純利益率を超えない範囲内での変動であ

れば，正常であるというものではない。fxrの不安定な変動は，為替の論理

に反しているのである。

　アベノミックス以前の中小・零細企業の平均純利益率は，通常 ₁％台，

大企業は ₂％台であるので，fxrが ₂％変動しても各国の実体経済を脅かす

変動である。実体経済に対して正しい為替制度ではないのである。為替の

本質は「等価交換」にあるので，“理論値”のない変動を認めるべきではな

いのである。

　≪GDP平価の基準値で各国通貨が，公正な“均衡値”で，通貨の「等

価交換」ができる新しい為替制度に代える必要がある≫

　仮に，平価理論で通貨の交換価値尺度を決めることになれば，fxrの非論

理性並びに投機的心理要因が介入する余地が無くなり，為替の変動は平価

（GDPpp）の基準値に安定し，経営および経済が安定成長する経済構造が

実現する。

　その結果，『経常収支および資本収支並びに金融商品相場がGDP平価に

より安定し，公正な国際収支並びに金融市場が実現する。』

　仮に，実質GDP成長率でGDPppを算定すれば，デフレーターの比率だけ

 ₉） 日経新聞 ₅月 ₂日一面「純利益最高　 ₅年で ₃倍」参照。
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実体経済における平価の値が狂うので，実体経済を反映しないことになる。

　上記 ₁～ ₃の検証の結果は，“相場”による fxrの変動の実態を検証して

おり，これらの変動の原因は，内外の政治・経済・社会で起きた不安要因

により fxrをオーバーシュートさせているので，相場理論は投機的心理要

因を煽り，fxrが不安定にオーバーシュートする非論理的変動であることを

立証している。

　fxrの不安定な変動は，実体経済を撹乱し，ねじれ現象を起こすが，通貨

の価値尺度の理論値があれば，ねじれることもなく，実体経済は安定成長

をする。

Ⅲ．fxrと GDPppの長期変動の検証

　fxrと GDPppの長期変動の検証を次の通り検証する。

　₁₉₅₂－₂₀₁₆年間の各期間の長期変動の平均乖離率は，①ドル円（¥/$）並

びに②円ドル（$/¥）の通貨の「価値尺度」で変動した fxrおよび GDPpp

の年平均変動率から算定した同期間の平均乖離率【fxr/DPpp＝乖離率】の

推移は，表 ₃から作成した表₃-₄の通りである。

西　　暦 ❶（¥/$） ❷（$/¥） ❶－₁（％） ❷－₁（％）

₁₉₅₂－₁₉₇₂年平均乖離率 ₂.₃₁₈₁ ₀.₄₃₁₄ ₁₃₁.₈₁ －₅₆.₈₆

₁₉₇₃－₂₀₁₂年平均乖離率 ₁.₁₆₈₄ ₀.₈₅₅₉  ₁₆.₈₄ －₁₄.₄₁

₂₀₁₃－₂₀₁₆年平均乖離率 ₁.₄₇₅₈ ₀.₆₇₇₆  ₄₇.₅₈ －₃₂.₂₄

出所： IMFの IFS統計の年平均値から表 ₃を作成した。
注：①❶（¥/$）は，対ドル円の fxrと GDPppの同期間の平均変動率から算定し

た平均乖離率（¥/$）【fxr/GDPpp】である。
　　②❷（$/¥）は，対円ドルの fxrと GDPppの同期間の平均変動率から算定し

た平均乖離率（¥/$）【fxr/GDPpp】である。
　　③「❶－ ₁」のプラスは対ドル円安，マイナスは対ドル円高，同期間の平均値

の比率％を表す。
　　④「❷－ ₁」のマイナスは対円ドル高，プラスは対ドル円安，同期間の平均値

の比率％を表す。

表₃-₄．長期間の対ドル円および対円ドルの fxr/GDPpp平均乖離率
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₁．　固定相場制時代の変動と乖離の検証

　固定相場制は，【 ₁ドル＝₃₆₁円】でスタートした。

　₁₉₅₂年，【fxr₃.₆₁₀₀/GDPpp₃.₀₄₄₁＝乖離率₁.₁₈₅₉】fxrとGDPppの【乖

離率₁₈.₅₉％円安】実体経済に対し fxrの乖離が₁₈.₅₉％である。

　₁₉₇₂年，【fxr₃.₀₃₁₁/GDPpp₁.₄₅₁₅＝乖離率₂.₀₈₈₃】同乖離率が₁₀₈.₈₃％円

安に拡大する過程で，ドルから金への兌換が始まり，金兌換停止（ニクソ

ンショック）により固定相場制は終焉した。

　その理論的原因は，各国通貨がドルに対して円は₃₆₀円に固定されていた

が，実体経済は GDPppの変動の通り₁₉₅₂～₇₂年間，前年比年平均₁.₆₉％

円高に推移し，fxrとの乖離率は₂.₃倍に達していた。ドルに対する主要国

通貨の潜在的価値が経済成長により上昇したことによる。固定相場制下の

主要国の fxrの固定が，実体経済の成長に伴い，fxr/GDPpp乖離率，年平

均₂.₃倍に達し，ドルショックの原因となった。

　日本は，₁₉₆₆年まで，GDPpp＞₁.₀₀₀₀の視点で判断すると新興国であっ

たことが検証できる。

　即ち，同年の fxrとGDPppが【fxr/GDPpp＝₃.₅₄₇₇（₂₅₄.₇₇％円安）】最

大の乖離率₂₅₄.₇₇％，約₃.₅倍乖離したが，同年の実体経済を示す GDP平

価は GDPpp₁.₀₁₄₇であり，米国との経済格差 GDPgapが₁.₄₇％差に縮小，

即ち，経済はほぼ対等に成長していたことを検証している。日本は，新興

国経済から信じがたい円安乖離率（₂₄₅％）に支えられて，経済成長を遂

げ，米国と対等の経済水準GDPpp₁.₀₁₄₇に経済成長したことを検証してい

るのである。（注：GDPgapの逆数⇔ GDPppはクロスレート）

　₁₉₆₇年，日本の実体経済はGDPppのクロスレートGDPgapがGDPpp₁ に

クロスし，GDPpp₁.₀₂₃₇，₂.₃₇％，名目 GDP平価の価値尺度が米国の水準

を超え，日本は，円安に支えられて同年米国と対等の水準に経済成長を遂

げたことをGDP平価の価値尺度GDPpp₁.₀₂₃₇が立証している。（修道商学

第₅₈巻第 ₁号， ₂号参照）そして，アジアで初めてのオリンピック及び万

国博の開催国となった。
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　固定相場制時代の₂₁年間，fxr/DPpp乖離率は，実体経済力平価GDPpp

に対し，fxrが年平均で対ドル円₁₃₁.₈₁％円安，対円ドル₅₆.₈₆％ドル高と

なり，fxrは実体経済との異常な乖離で変動し，推移してきたことを表 ₃は

表している。

　₁₉₇₂年，対ドル円（¥/$）の GDPppに対する fxrの乖離率は，

　【（¥/$）fxr₃.₀₃₁₁/（¥/$）GDPpp₁.₄₅₁₅＝乖離率₂.₀₈₈₃（₁₀₈.₈₃％円

安）】，固定相場制下の対ドル円の fxr/GDPpp乖離率₁₀₈.₈₃％，実体経済の

₂倍を超える円安で終わり，変動相場制に移行した。

　₁₉₇₂年，対円ドル（$/¥）の GDPppに対する fxrの乖離率は，

　【（$/¥）fxr₀.₃₂₉₉/GDPpp₀.₆₈₉₀＝乖離率₀.₄₇₈₉（₅₂.₁₁％ドル高）】，

固定相場制時代の対円ドルの乖離率₅₀％を超える異常なドル高がドル

ショックの原因であり，固定相場制の終焉の原因となった。

　この異常な対ドル円の円安並びに対円ドルのドル高の推移は，主要国に

おいても前基軸通貨のポンドを除き，円安と同様の傾向があり，ドル兌換

がショックの原因となり，固定相場制終焉の実態を表している₁₀︶。

　固定相場制終焉の原因は，fxrが ₁ドル＝₃₆₀円に固定されているため，

大戦後の各国経済が成長をするに伴い，固定レート fxrとGDPppとの乖離

が拡大するなかで，米国の実体経済はドル高，他通貨（円，マルク，フラ

ンスフラン）安に推移した。元基軸通貨であったポンドは，異次元の通貨

高を調整するためポンド安に推移した。通貨高の国は，ドルと金の兌換を

始め，兌換を停止するとドルショックが起こり，固定相場制が終焉した。

　当時，理論的根拠のある公正な通貨の価値尺度の“理論値”が存在して

いたなら，変動相場制に移行することはなかったであろう。

₂．　変動相場制の fxrと GDPppの変動と乖離率の実態

　₁₉₇₃年～₂₀₁₂年間の fxrの年平均値の変動の実態は次の通りである。

₁₀） 参考資料₂₈の第Ⅲ項の「主要国の fxrと GDPpar均衡値平価と為替相場理論の
論証」を参照



神田：理論的根拠のある通貨の価値尺度「GDP平価」が為替を安定させる

─　　─151

　₁₉₇₃年，変動相場制は，【fxr₂.₇₁₇₀/GDPpp₁.₅₇₁₇＝₁.₇₂₈₇（乖離率

₇₂.₈₇％円安）】₂₇₁.₇₀円でスタートした。

　₂₀₁₂年【fxr₀.₇₉₇₉/GDPpp₀.₇₄₇₅＝₁.₀₆₇₄（乖離率₆.₇₄％円安）】，この

₄₀年間，年平均 fxrは（₂.₇₁₇₀－₀.₇₉₇₉）÷₄₀年＝₆.₇₉円，円高に推移した

ことになる。一方，GDPpph（₁.₅₇₁₇－₀.₇₄₇₅）÷₄₀年＝₂.₀₆円，円高に推

移した。fxrは GDPppの ₃倍を超える円高であった。

　この事実は，上場企業の売上高に占める営業利益率を超える GDPppに

対する fxrの変動率である。₁₉₈₅年プラザ合意時代の山（円安）や₉₅年日

米構造協議時代の谷（円高）を超え，₂₀₀₈年リーマンショックに揺さ振ら

れながら国際競争力を高めた実力を実証している。この間，米国の fxrお

よび GDPppのクロスレートはドル安で推移している。

　この期間の対ドル，ユーロ，ポンド，円の fxr，GDPpp，fxr/DPpp乖

離の変動の実態は，資料₁₁︶のⅣ項の四通貨の fxrと GDPppの変動並びに

次の同乖離の検証を参照されたい。

₁）　変動相場制下の fxrと GDPppの変動と乖離の特徴

　₁₉₇₃年～₂₀₁₂年間の年平均変動率は表 ₃の通りである。

i）同期間の対ドル円の平均乖離率の算定：

　【fxr₁.₆₀₀₀/GDPpp₁.₃₅₀₆＝₁.₁₆₈₄】，従って，【年平均 ₁.₁₆₈₄－₁＝

₀.₁₆₈₄】，同期間の年平均乖離率は，₁₆.₈₄％で推移したことになる。

ii）同期間の対円ドルの平均乖離率の算定：

　対ドル円の平均乖離率₁.₁₆₈₄のクロスレート（逆数）が対円・ドルの平

均乖離率の比率となる。

　【₁÷₁.₁₆₈₄＝₀.₈₅₅₈₇】，従って，【₁－₀.₈₅₅₈₇＝₀.₁₄₄₁₂₈】，∴₁₄.₄％。

₁₁） 資料₃₇のⅣ項，「 ₄通貨の fxrと GDPppの変動並びにその乖離の検証を参照。
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同期間の対円ドルの年平均乖離率は年平均₁₄.₄％で推移したことを検証し

ている。

　上記乖離率は，対ドル円は円高のもとで乖離率₁₆.₈₄％並びに対円ドルは

ドル安のもとで乖離率₁₄.₄％で推移し，実体経済に対する乖離率の数値が

異なっていても実体経済に与える比重は対等の比重である。

　仮に，GDP平価制であったとすれば，この乖離率だけ経営および実体

経済は安定するだけではなく，特に，通貨高の国に対する影響は，計り得

ないプラス効果の影響がある。

₂）　変動相場制下の長期サイクルの変動と乖離と収斂の検証

i）プラザ合意時の乖離率と収斂

　₁₉₇₃年スタートした変動相場制は，固定相場制の影響をはじめ，第 ₁

次～ ₂次のオイルショック，レーガノミックスによるドル高政策により，

₁₉₈₅年には fxr/DPppの乖離率が拡拡大し，世界経済の安定成長のために

調整が必要になっていた。

　₁₉₈₅年，G₅ によるプラザ合意によって，₈₆年の乖離率は表₄-₂の通り調

整され，その結果，対ドル・円の乖離率の調整が GDPppに₁₁.₁％の乖離

に収斂し，さらに，₈₇年，₃.₀₈％円高（₃.₁₈％ドル安）の一桁に連動した。

　ドイツマルクは，円と同様に乖離率₂₇.₁₄％の調整であったが，基軸通貨

であったポンドは，₅₄％ポンド高から₄₆.₇％ポンド高に調整した。しかし

ながら，何れの通貨も通貨の価値尺度が無かったため，実体経済との乖離

₁₉₈₅年 ₁₉₈₆年 調整率

対ドル・円の乖離率： ₅₆.₃₀％から ₁₁.₁₀％， ₄₅.₂％円安調整。

対ドル・マルクの乖離率： ₇₃.₆₅％から ₂₇.₁₄％， ₄₆.₅％マルク安。

対ドル・ポンドの乖離率： ₅₄.₀₀％から ₄₆.₇₀％， ₇.₃₀％ポンド高。

表₄-₂．プラザ合意による fxr/GDPppの調整率



神田：理論的根拠のある通貨の価値尺度「GDP平価」が為替を安定させる

─　　─153

率が調整後も“理論値”になっていない。GDP平価理論の重要性並びに公

正原則の重要性が立証されている。

　これらの事実は，通貨の「真実の価値尺度」である GDP平価の価値尺

度で算定しない限り立証できなかったであろう。

　≪通貨の理論的根拠のある「価値尺度」の重要性を教示している≫

ii）対日構造協議による変動と乖離と収斂の検証

　大戦後の日本企業は，円安に支えられて，合理化や海外への工場移転な

どで高い競争力を維持し，米国の対日貿易赤字は膨らみ，₁₉₈₉年，米国は

対日構造協議の交渉を始めた。現在の対中貿易交渉と同じである。

　その背景には，日本人の勤勉さもあるが，₁₉₉₅年表 ₃の通り，通貨の価

値尺度が，「₀.₆₅₀₀（₃₅％）の異常な円高，₁.₅₃₀₆（₅₃.₀₆％）ドル安」に

なっていた原因がある。

　₁₉₇₀年代の繊維，オレンジ，牛肉の交渉，₁₉₈₀年代は自動車交渉があ

り，TVで日本車の焼き討ちの映像が放映された。

　₁₉₈₉年，米国は，日米貿易不均衡が是正されない原因が日本の市場の閉

鎖性（非関税障壁）にある。その具体的原因は，日本の系列的商習慣や流

通構造など，国のあり方や文化にまで範囲を広げ，日本の異質な経済構造

改革および市場の開放などを迫る対日構造協議が続いた。

　₁₉₉₃年，米国は，日本の対米貿易黒字（対日貿易赤字）が原因で，米国

経済の成長が伸び悩み，雇用が奪われた要因は，対日貿易赤字にあるの

で，日本の閉鎖的市場を開放するよう，日米包括協議に名称を変えて交渉

が始まった。

　米国は，日本の経済政策を内需主導による経済成長に転換するよう要請

し，大店法規制緩和などの要求をしてきた。即ち，「貿易につながる産業分

野への投資を公共分野の投資に変更を求められ，日本は₁₀年間で総額₄₃₀兆

円という「公共投資基本計画」を策定した。しかし，その後，アメリカ側

から公共事業の目標の上積み要望により，₁₉₉₄年，社会資本整備費の総投
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資額を₆₃₀兆円に増額した。GDPを超える社会資本整備は，近代化を促進

したが，現在まで尾を引きずっている。

　通貨の理論的根拠のある価値尺度の不在が，固定相場時代の₅₀％を超え

るドル高並びにプラザ合意までの₃₀％を超えるドル高の実態を公正な理論

値で検証できず，実体経済のネジレ現象となった。その原因は公正な実体

経済を表す通貨の「価値尺度」不在のため，通貨高或いは通貨安による国

際収支の実態を把握できないことが，自国の金融・経済政策をはじめ，外

交交渉を左右する原因になったと考えるのは誤りであろうか。

　円高による失われた₂₀年と言われているが，GDPppから判断すると ₅％

を超える円高は，表 ₃の通り，₁₉₈₈～₁₉₉₇年₁₀年間に過ぎず，₁₉₉₈～₂₀₁₆

年₁₉年間は円安，年平均円安率は₂₀.₄₂％を記録している。この事実は，通

貨の価値尺度不在による円高検証ができないことを立証している。

　ドルは，同期間₁₅.₁₉％ドル高で推移している事実を銘記すべきである。

穿った見方をすれば，この間，米国は国民のために₁₅％恩恵を与える政治

を実行してきたことになろう。

　通貨の価値尺度の理論値 GDPppの存在が明確であれば，戦後のドル高

による推移が日本の輸出競争力を想定外に高めたと想定される。通貨の価

値尺度不在が貿易収支・資本収支を優位にしたと想定され，通貨の価値尺

度が明確であれば，貿易収支が GDP平価で調整され，対日構造協議の交

渉がなかったであろう。

　日米経済包括協議の交渉が難航したが，「円高」にすれば交渉がまとまる

とピアソン米国経済研究所長が提言し，₁₉₉₅年，fxrは史上最高値₉₄.₀₆円

【fxr/GDPDPpp＝乖離率₃₅％円高】を記録，日本は円高に耐え切れず，長

年続いた米国の要求を受け入れた。

　その結果，日米構造協議は，GDP平価理論で検証すると fxr/DPpp乖離

率が₉₅年₃₅％，“円高パンチ”が効いて，市場開放をした結果，₉₈年には

₂.₄₄％，一桁の円安に収斂連動した。この収斂の事実は，GDP平価理論の

有効性を検証している。
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　日銀の GDP統計は，₁₉₉₅年の GDPが₅₁₆.₇兆円（対ドル GDPppが

₁₁₄.₇₁円），₉₇年同₅₃₃.₁兆円（同₁₃₇.₅₁円）を記録しており，₂₀₀₂年同

₅₁₄.₆兆円（同₁₂₅.₃₉円）に減少したが，₀₇年同₅₃₁兆円（同₈₅.₀₉円）に回

復，リーマンショックにより₀₉年同₄₉₂兆円（同₈₀.₈₂円）に低下後，アベ

ノミックス効果により₂₀₁₆年同₅₃₇.₆兆円，₂₀₁₀年以降の人口減少の中で

（同₇₂.₉₃円）を記録している。

　GDPppの変動の背景には，日米の金融・経済政策の結果が実体経済力

GDPに表れている。

iii）構造協議が与えた円高の影響

　構造協議による影響は，₁₉₉₆年市場開放の結果，日本の実体経済・社会

は，日本の終身雇用体制，年功序列賃金体制，系列取引慣習などが崩壊

し，欧米並みの「競争原理」が機能する経済構造に変革した。その結果，

残念ながら山一証券や北海道拓殖銀行の倒産をはじめ，日本の主要銀行₁₃

行が ₃行に吸収合併した。

　その後の賃金体系は，正規職員が減少，派遣職員や臨時職員が増加し，

所得格差拡大の原因になっている。

　欧米諸国では，自分の意思でする転職は，賃金上昇による転職が常識で

あるが，日本における転職は，能力よりも信用が重視される経済・社会で

あるために，その逆の現象が多い。米国では，同一労働・同一賃金の原則

で，能力給で賃金が決まり，能力のある人材は転職により一層高い賃金が

獲得できる経済社会構造に成っている。米国には，日本の“正職員の概念”

がない。経済・社会慣習が完全に変革し難い事例である。

　₂₀₀₀年には，対日経済包括協議により，大規模小売店舗法を廃止したた

め，郊外に大型量販店（スーパーマーケットやアウトレットなど）が建設

され，地方都市中心部などの商店街の客足が途絶え，商店街はシャッター

を下ろす商店が相次いで生じ，街中の商店街がさびれる事態が起きてきた。

しかしながら，₂₀₁₈年現在，スーパーマーケットや大型量販店が日本の日
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常の消費経済を支えている。

　これらの事実は，通貨の「価値尺度」の基準値がなければ通貨高を論理

的根拠に公正に判断することができず，理論値を感覚で判断する以外にな

い。

　通貨高が実体経済に与える影響の大きさを立証していると云えよう。

iv）リーマンショック

　構造協議の結果が一段落すると₁₉₉₈年，fxrと GDPppの乖離率が₂.₄₄％

に収斂した。一方，ヨーロッパでは念願の統一通貨ユーロの足並みがそろ

い，₁₉₉₉年統一通貨ユーロがスタートした。

　₁₉₉₉年，統一通貨ユーロとのバランスの影響もあって，ドル円は，

【fxr₁.₁₃₉₁/GDPpp₁.₁₅₃₄＝乖離率₀.₉₈₇₆，（₁.₂₄％円高に乖離）】ユーロと

のバランスを保ち推移したが，しだいに円安ドル高が拡大し，₂₀₀₆年には

【fxr₁.₁₆₃₀/GDPpp₀.₈₈₁₈＝乖離率₁.₃₁₈₉】，対ドル円，（₃₁.₈₉％円安），

対円ドル₀.₇₅₈₂（₂₄.₁₈％ドル高）に拡大した。

　₂₀₀₇年，【fxr₁.₁₇₇₅/GDPpp₀.₈₅₉₀＝乖離率₁.₃₇₀₇】，乖離率は，円安

₃₇.₀₇％・ドル高₂₇.₀₅％に拡大し，ショックの基礎条件がそろったと考え

ることができる。このような条件の中で，リーマンブラザースのサブプラ

イムローンの返済・滞納問題が顕在化した。

　巨額のサブプライムローンは，証券化され海外に販売されていた。

　₂₀₀₈年，サブプライムローン問題が引き金になって金融ショックが起こ

り，欧米諸国の金融機関に対する影響を安定させるために米国は金融緩和

政策に踏み切った。

　₂₀₀₉年には米国連邦政府の財政赤字並びに連邦政府債務残高は₇₀％を超

えて増え続け，₂₀₁₇年末現在，ほぼ₁₁₀％に達したが，まだリーマンショッ

クの処理が終わっていない₁₂︶。

₁₂） 資料₃₈の p₇₂参照
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　₂₀₁₁年，【fxr₀.₇₉₈₁/GDPpp₀.₇₄₇₅＝乖離率₁.₀₄₁₂】，米国の金融緩和政

策によって，₄.₁₂％円安，₃.₉₆％ドル高，一桁に収斂した。

　fxrの₇₉.₈₁円は，円高と錯覚している専門家が殆んどであるが，表 ₃の

通り，GDPppは₇₄.₇₅円であるので，実体経済は円高ではなく₄.₁₂％円

安，₃.₉₆％ドル高であることを銘記すべきである。

　理論的根拠のない為替レート fxrが正しいと断言できるのであろうか。

GDP平価が間違っていると断言できるのであろうか。

　ジェトロ勤務時代，企業は，貿易懇談会の席上で，『円高であろうと円安

であろうと為替が安定するのであれば，我々は対応できる。何とか為替を

安定させる方法がないものか。』と長野県の中小企業の経営者は異口同音に

訴えたが，当時，答えることができなかったことを思い出す。

　筆者の回答は，理論的根拠にある通貨の値尺度で「等価交換」できる為

替市場に代えること以外に方法がないという結論である。

v）アベノミックスの行方

　₂₀₁₃～₂₀₁₇年の ₅ 年間の fxrの変動は，表₇-₃の通り，アベノミックス

は，異次元の金融緩和政策の影響により fxrの【始値₁₀₉.₈₄₆－終値

₁₁.₄.₉₁₆＝年平均変動幅は₅.₀₇円】，同期間の年平均変動率₅.₇₄％に対し

て，【高値平均値₁₁₈.₆₈／安値平均値₁₀₁.₉₈＝同変動率₁₆.₈₅％】，fxrの始

値と終値の年平均変動率₅.₇₄％は，高値の変動率₁₆.₈₅％，約₂.₉倍である。

　実体経済の視点から検証すると，表 ₃の通り，【対ドル円 fxr/GDPpp＝

₄₇.₅₈％】実体経済から円安，また，対円ドルは₃₂.₂₄％ドル高に乖離して

いることが検証されている。

　また，表 ₃の通り ₄年間の fxrの年平均変動率₈.₃₅％は，年平均高値・

安値の平均乖離率₅.₇₄が，約₁.₅倍円安に変動している。

　≪通貨の価値尺度は，理論的根拠に基づく公正な“基準値”が存在すれ

ば，この乖離率が生じない。従って，公正な基準値で通貨の「等価交換」

が可能となる。変動相場制の欠陥（通貨の価値尺度不在）が，世界経済の
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安定成長を阻害する原因であることを立証している≫

　次に，金融・経済政策に視点を代えると異次元の金融緩和により fxrの

同期間年平均変動率₈.₃₅％は，先進国の目標とするGDP成長率年平均 ₃％

の₂.₇倍を超える変動を毎年繰り返しており，fxrが経営および実体経済を

翻弄すると同時に金融市場にショックの影響を与える原因であると判断で

きよう。

　fxrの変動の実態は，世界経済にとって正しい制度であると言えない。

　また，異次元の金融緩和にもかかわらず，インフレタックスの目標値で

ある ₂％は ₅年を経過しても達成されない。貨幣数量説など，従来の金融

理論は適応しないことを立証している。

　その主たる原因は，①マクロの視点で判断すると GDPは人口の増減プ

ラス輸出額で決まるので，総需要が無限の前提条件が崩れ，無限ではなく

有限に代わっている。また，②過剰流動性による短期資本移動は fxrの動

向および金利差によって決まるが，特に，短期資本移動は実体経済に定着

し難く，目先の利益を求めて移動するので，利益が少ないとなると即時に

移動する。従って，過剰流動性は実体経済を撹乱させるので，国際ルール

が必要である。ただし，GDP平価に代われば，為替レートが“理論値”で

安定するので，fxrによる短期資金移動が生じない。

　③通貨を“相場”で変動させる制度は，勝者と敗者を創出し，「強者の論

理」で不安定な変動を増幅する制度であると見なすことができる。

　経営の視点で考えると上記で分析してきた fxrの変動は，実体経済力を

理論値とする GDPppとの乖離率が，₂₀₁₃～₁₆年平均で対ドル円で₄₇.₅₈％

円安，対円ドルで₃₁.₈₀％ドル高に乖離している。

　この事実は，通貨の「価値尺度」が相場で左右され「真実の価値尺度」

との乖離が，全上場企業の₂₀₁₈年の営業利益，過去最高₁₃︶ の ₅ ％台（概算

₁₃） 日経新聞₁₃面 ₂ 年連続で利益率最高を更新「初の ₅％台」，₂₀₁₈年 ₅ 月₂₀日
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₅.₂₇％）に対して ₆倍～ ₈倍を超える異常な変動を立証している。

　≪変動相場制は，経営を破壊し，資本主義を崩壊させる理論であり制度

であることを検証していると言えよう≫

　変動相場制は，貿易取引および資本取引を不公正にするだけでなく資本

主義の原理を破壊する威力を秘めていると考えるのは間違っていると言え

るのであろうか。

　変動相場制の弊害が各国経済を撹乱し，世界経済を阻害する要因とな

り，資本主義に代わる新制度が求められていると考えるのは筆者のみであ

ろうか。

　上記の fxrと GDPppの変動および乖離の原因は，経済の中心に位置を

占める通貨の「価値尺度」の理論的基準値が，変動相場制では算定できな

いことにある。即ち，通貨の「価値尺度」となる「理論値」不在が，変動

相場制の誤りを立証している。

　本論は，変動相場制をGDP平価理論により，各国通貨の「真実の理論値」

で公正に「等価交換」できる為替市場に代える必要性を立証している。

　仮に GDP平価制に代われば，実体経済は理論的根拠に基づく為替レー

トで経営・経済が安定し，IMFの理念である為替の安定による世界経済の

安定成長が達成されるであろう。

　筆者は，トランプ大統領をはじめ，先進国の首脳が GDP平価制に気づ

き，変動相場制から GDP平価制に代わることを期待している₁₄︶。

₃）　約₁₂年周期の為替変動の原罪

　人間は，欲望本能を知性で制御できないとすれば，fxrのオーバーシュー

トを知性でコントロールすることができない。

　実体経済力 GDPppを基軸にした fxrの変動およびその乖離率（fxr/

GDPpp＝乖離率）が拡大すると，通貨高の国においてほぼ₁₂年周期で，プ

₁₄） 「修道商学」第₅₈巻第 ₂号Ⅳ項アベノミックスの検証 p₇₈－₈₅参照。
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ラザ合意や構造改革などの調整や改革或いは内需拡大などの制度改革並び

に金融ショック等を繰り返している。

　GDP平価理論は，為替の安定によって創出する総需要増加の基本条件を

備えており，さらに為替の安定が，豊かな生活と平和な経済・社会を実現

する必要条件を備えていることを論証してきた。

　しかしながら，変動相場制は，欲望本能を知性で制御できない限り，fxr

の安定を図ることは困難であるので，変動相場制が崩壊するまで，欲望本

能は，多くの人の人生設計を狂わし，豊かな生活や平和を犯す「原罪」と

なる。

　fxrの日間の短期変動は経済・社会を破壊するエネルギーを秘めていると

誰も思っていない。しかしながら，中期変動を知る経済人は，その恐ろし

いエネルギーを認知し始める。そして，企業は，営業利益率を超える fxr

の長期変動が，企業の生存を奪い，シャープや東芝などグローバル企業を

非論理的で不公正な為替変動で競争力を失い，企業が「生死」に直面する

ことを実感している。

　fxrの変動は，このような想定外のエネルギーがあることを検証してきた

が，人々はそれに気づく必要がある。

　為替の本質は通貨の「等価交換」であるので，実需取引を主体に空儒取

引を排除すれば，相場による投機要因が無くなり，GDP平価に近づくこ

とになるが，相場理論の不安定な変動を払拭することができない。誤った

理論で成り立つ制度は，何れ崩壊するが，その過程で人々の豊かな生活と

平和な経済・社会環境を奪うことになろう。

　テロや紛争や殺人強盗などの社会不安は，豊かな生活を脅かす経済社会

制度が崩壊する前兆である。

　公正で，理論的根拠のある通貨の「価値尺度」で，通貨の「等価交換」

ができる制度が実現すれば，フエアーな経済・社会が復活する基礎条件が

整い，人間の欲望本能が介入できない，正しい論理的根拠に基づく為替制

度が復活する。
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　GDP平価制など，通貨の「等価交換」ができる新しい為替制度が，国家

間の経済格差・国民の所得格差が生じない経済・社会制度を確立する基礎

条件となる。

　経済社会の中心には，“通貨と為替が位置を占め”，公正な通貨の価値尺

度により，公正な商行為が成立する経済社会制度を形成する。“公正な通貨

の価値尺度”が，人々が安心して生活できる経済社会制度の基礎条件を造

るのである。

Ⅳ．『統計の環境整備の重要性』

　本論は，IMFの IFS統計が正しい統計であることを前提にして分析を

行った結果，GDPppを基軸にして fxrが収斂連動を繰り返している事実

は，GDP平価理論が正しいことを検証している。

　総需要は GDPに集約されている。ことの善悪は別として，武器弾薬か

らミサイルや水爆まで，或いは宇宙開発や研究開発など，すべて人間が生

存をかけて求めているモノの総計が“GDP”であろう。

　従って，統計の環境整備が将来にわたり重要課題であり，制度が高まる

ほど GDP平価は公正で理論的根拠のある平価の価値尺度となる。

　変動相場制が，理論的根拠とする購買力平価は先進国においてもGDPの

₇₀％を反映するに過ぎず，また，fxrの変動と pppの変動は乖離し，理論的

根拠がないことを立証している。（Ⅰ項₅－₂）－ⅱ）参照）

　GDP統計の精度を高める環境整備が重要課題であり，制度が高まる程，

実体経済力を象徴する GDP平価の“理論値”の精度が高まる。

　IMFの IFS統計の₂₀₁₁年版と₂₀₁₄年版並びに₂₀₁₆年版と₂₀₁₇年版の

yearbookにある GDP統計から作成した表₆-₁～表₆-₅の統計の誤差は次の

通りである。

₁）　₂₀₁₁年版と₂₀₁₄年版の誤差

　日本の GDPの誤差－₀.₇₃％，米国の GDPの誤差－₂.₈₆％，日米の

格差米－₂.₁₃となる。日本の人口の誤差₀.₀₂％，米国の人口の誤差
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₁.₅₄％，日米の格差₁.₅₂となる。

₂）　₂₀₁₆年版と₁₇年版の誤差

　日本の GDPの誤差－₃.₉₇％，米国の GDPの誤差₀.₀₈％，日米の格差

－₃.₈₉となる。日本の人口の誤差₁.₀₂％，米国の人口の誤差－₀.₄₃％，

日米の格差＋₀.₅₉となる。

　これらの統計誤差が GDPppで安定すれば脱漏が大巾に縮小する。さら

に，IA・IoT時代に対応した統計手法によって，ゼロに限りなく近づくよ

うに統計収集の精度が改善されることを期待したい。

　大学の講義で，英国の統計の精度が優れていると言う教授の言葉が₆₀年

を過ぎた現在も忘れられない。

　英国のポンドが世界大戦まで基軸通貨の地位を占めてきたこと，₂₀₁₈年

現在においても，ロンドンの為替市場の取引高が，ニユーヨーク市場の取

引高を超えている事実がある。その背景には，信用を確立した原点として

精緻な統計は，実体経済を正確に把握して金融・経済政策が実行でき，精

緻な統計が「見えざる手」によって国の信用を確立した原点であり，英国

が世界一の為替市場の地位を今も確立している。

　中国など，統計の改ざん₁₅︶ が行われている国並びに通貨は信用されな

い。そのような通貨は国際通貨としての信用がなく，さらに IMFの SDR

に入る通貨としての資格がないはずである。そのような国は，国家の信用

とその通貨の信用力を維持することが困難であると想定され，将来，国際

的ショックに際し，禍根を残すことに成り兼ねず，それによって資本主

義・民主主義崩壊の要因になる。

　経済の原点に通貨が位置を占め，精緻な統計によって国家の「信用度」

は，高まり，通貨の「価値」に表れる。

　国並びに通貨の信用度の原点には，信用度を正確に判断できる価値尺度

の理論値が必要であるが，変動相場制には存在しない。従って，通貨の変

₁₅） 中国の統計の改ざん：日経新聞
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動リスクを正確に判断し検証し，ショック等の危機を感知することができ

ない。GDPppにはその「理論値」がある。

　近い将来，通貨の「価値尺度」が理論値で決まる“GDP平価”になれ

ば，「見えざる手」が機能することになろう。GDP平価に表れる公正な“基

準値”が国家の公正な信用力を認識させる基本的条件となり，「見えざる

手」によって公正な判断が導かれる基楚条件となる。

　≪精緻な統計並びに公正で理論的根拠による「通貨の価値尺度」の理論

値の重要性を再確認すべきであろう≫

　統計の精緻な数値は，それぞれの時代の真実の姿を再現し，生き生きと

その国の実体経済を語り掛ける。が，改ざんされた数値は，実体経済から

乖離し，経済理論から逸脱する。統計の信憑性は，国家の信認を剥奪する

ことになろう。

Ⅴ．日本経済の抱える問題点

　アベノミックスによる異次元金融緩和政策により fxrは，₂₀₁₃年 ₁ドル＝

₉₇.₆₀円，₂₀₁₅年₁₂₁.₄円から₂₀₁₈年 ₃ 月₁₀₆円台で推移している。

　ただし，実体経済力を象徴する GDPppの視点から検証すると₂₀₁₃年

₇₄.₁₃円【fxr₀.₉₇₆₀/GDPpp₀.₇₄₁₃＝₁.₃₁₆₅】，乖実体経済との乖離率

₃₁.₆₅％円安から₂₀₁₆年 ₇₂.₉₃円【fxr₁.₀₈₇₉/GDPpp₀.₇₂₉₃＝₁.₄₉₁₈】，

₄₉.₁₈％円安に推移している。₂₀₁₇年度の全上場企業の純利益は過去最高の

純利益を計上すると報じているが₅.₂₇％に過ぎないので，fxrと GDPppの

乖離率₄₇.₅₈％の ₉倍を超える fxrと実体経済を表わす GDPppの乖離の実

態は異常としか言いようがない。アベノミックスの異次元の金融緩和によ

り₂₀₁₆年₄₉.₁₈％円安であるが，対象国通貨は通貨高（₃₂.₉₇％ドル高）で

あるので，対象国経済（米国経済）に与える影響は無視できないであろう。

　≪為替の変動は，実体経済の総体値を通貨の価値尺度としない限り，不

公正を容認することにより，「公平の原則」に反する制度になることを認識

する必要がある。変動相場制は金融ショック等を惹き起こし，不公正を助
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長する制度なのである≫

　視点を代えると日本経済が抱える問題点を次の ₃点から分析し，将来の

通貨と為替の対策を検証する必要がある。

₁．　日本の財政収支と国債問題

　平成₃₀年度の一般会計の歳出総額は，₉₇.₇₁₂₈兆円は名目GDP₅₄₆兆円の

約₁₇.₉％に相当，その内，国債費の利払費および債務返済費は₂₃.₃₀₂₀兆

円，₂₃.₈％，基礎的財政収支対象経費は₇₄.₄₁₀₈兆円₇₆.₂％である。

　歳入総額のうち国公債関係費の依存度は₃₃.₆₉₂₂兆円，₃₄.₅％，そのう

ち，赤字国債である特別公債が₂₇.₅₉₈₂兆円，₂₈.₂％である。

　これに対して，税収等は₅₉.₀₇₉₀兆円₆₀.₅％に過ぎず，プライマリーバラ

ンス₁₀.₄₉₀₂兆円₁₀.₇％の赤字，GDPの₁.₉％に相当する。

　なお，₂₀₁₈年消費税₁₇.₅₅₈₀兆円₁₈.₀％は GDPの₃.₂₂％，この消費税を

₂₀₁₉年₁₀月，₁₀％に引き上げても₄.₃₈₉₅兆円増収に過ぎない。

₁）　プライマリーバランス問題：仮に，EU並みに₂₀％に引き上げると₄₃.₈₉₅

兆円となり，₂₆.₃₃₇兆円（₁₂％）の増収となるが，特例公債₂₇.₅₉₈₂兆円

に充当したとしても₁.₂₆₁₂兆円不足する。しかも，GDPの ₂倍に相当す

る国債発行残高はそのまま残っている。その重荷は先進国ナンバーワン

のままであろう。

₂）　政府債務残高対策問題：₂₀₁₇年末の政府債務残高は₁₀₈₅.₇₅兆円₁₆︶，

名目 GDP比約 ₂ 倍の借金が残っている。欧米並みの政府債務残高にす

るためには，少なく見積もっても GDPの範囲内₅₀₀兆円の償還が必要が

あるので，消費税を欧州並み₂₀％台に引き上げる必要がある。

₃）　マイナス成長率 ₂％問題：仮に，GDP₅₄₃兆円のインフレ ₂％が持続

的に達成できるとすれば，毎年約₁₀.₉₂兆円のインフレタックス効果によ

る国債償還効果がある。それでも約₁₀₀年近くかかる借金返済である。

₁₆） 財務省 HP：https//www.mof.go.Jp/jgbs/reference/gbb/₂₉₁₂.html
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 　ただし現実は，異次元の金融政策によりGDP平価の価値尺度で検証し

て，“₄₇％を超える円安”にも拘わらず ₅年を経た現在，₂％インフレが

達成されていないので，不可能な政策となろう。仮に， ₂％インフレが

実現すると国民の実質所得減になり，実体経済はマイナス成長になり，

その結果，人口減少によるデフレ経済では不可能に近い政策であろう。

 　不幸にして円高が進むと異次元の金融緩和は，国の危機を招きかねな

い政策となるかも知れない。

 　総需要が減少する中で，GDP平価の価値尺度で検証すると円高トレン

ドの日本では，金融緩和による ₂％インフレが困難である。金融・経済

政策には，理論的根拠のある通貨の価値尺度で，実体経済の動向を判断

する必要があるが，変動相場制には判断基準の通貨の価値尺度がない。

₄）　もう一つのマイナス成長要因：筆者の説ではあるが，①ウラルアルタ

イ語族に属する日本語の言語構造₁₇︶ は，動詞が最後に来る協調型言語構

造である。そのため，日本人の多くは協調的思考・行動に特徴があり，

信用をベースにした商慣習を発展させた。その特徴は，相手の立場で考

える言語構造であるので，個性的ではなく協調的精神構造による行動様

式を備え，精神文明を発展させてきた。

 　従って，日本人の協調的特性は，物価安定のデフレを好み，人生設計

を優先するので，投機を避ける精神構造である。特に，インフレには敏

感であり，インフレ政策は成功し難い国民性を有している。

 　②インドヨーロッパ語族の言語構造は，動詞が真ん中に位置を占める

理論型言語構造であるので，論理的思考・行動の特徴がある。そのた

め，商取引は，契約をベースにした取引慣習を発展させた。その特性は

科学を発達させ物質文明を発展させてきた。

₁₇） 資料₃₅「自然環境並びに言語構造による思考方法と行動様式が貿易契約および
文化等に及ぼす影響」並びに「脳と言語──言語構造プログラムによる脳内ニュ
ウーラルネットワークの形成──」の動詞が最後に来る言語構造の民増の思考思
考方法と行動様式を参照
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 　③セムハム語族は，動詞がトップにあるので，人類が言葉を造った最

も古い言語構造である。思考より行動が優先する行動型言語構造であ

り，その特徴は，実益をベースの取引慣習である。その特性は交易文明

を発展させたと言えよう。

 　このように，民族の思考・行動様式の相違は，言語構造の動詞の位置

で決まる。動詞は，脳の潜在意識のコアに位置を占め，民族の思考と行

動に影響を与え，商慣習や文明を創造してきたと考えている。

 　日本人の多くは投資的行動を避けて安定志向になり，余剰所得は将来

に備える貯蓄を優先するので，日本経済はインフレになり難い特性があ

る。

₅）　過剰流動性問題：主要通貨（$，￡，€，¥）国の過剰流動性は，諸外

国，特に新興国に与える影響が大きい。リーマンショック，ギリシャ

ショック或いは日本の異次元の金融緩和などによる過剰流動性資金は，

短期資金であるので，流入国の経済に根を下さず，金利格差や経済情勢

が悪化すると瞬時に流出する。そのため，対応する時間差がなく，実体

経済が対応できず歪曲する。

 　この資金移動の影響は，「強者の論理」で，許しがたいものがある。国

際ルールによる過剰流動性の基本対策が重要課題である。先進国におい

てもスイスは，₂₀₁₄年₁₂月 ₁ユーロ＝₁.₂スイスフランでの無制限のユー

ロ買い・スイスフラン売りの為替介入を実施し，さらに，過剰流動性対

策としてマイナス金利を導入している。過剰流動性が他国経済に悪影響

を与えない国際ルール或いは BIS規制を検討する必要があるのではなか

ろうか。

₆）　金利差の問題：金利は，金融政策として国内の景気動向を調整する。

しかしながら，グローバル経済下では金利差によって短期資金が移動す

るので，移動先の経済に大きな影響を与える。従って，過剰資金問題

は，国際的視点で，GDPの範囲を超えないよう規制，または一定の条件

を超えると勧告するなどの国際ルールが必要である。現在，リーマン
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ショックを収束させるために，米国が放出した過剰流動性資金の出口政

策として，金利引き上げによる金利差が生じ，資金流出は瞬時に起きる

ので，資金流出国の実体経済への対応は困難を極め，新興国経済に想定

外の影響を与え，窮地に追い込む危険をはらんでいる。

₇）　BIS規制問題：国際金融機関の内部留保問題は，現在 ₈％になってい

るが，リーマンショックのようなショックに対応するために₁₆％に増額

することを検討している。資本の自己増殖に必要な限界利潤 ₂％を下回

るマイナス金利並びに ₄％を超える内部留保は資本の論理に反すると考

えるのは間違いであろうか。

 　留保率₁₆％は資本主義の原理に赤信号を点灯させることに等しいであ

ろう。

₈）　仮想通貨対策：変動相場制下では，為替取引は相場で行われるので，

仮想通貨は為替の本質に反すると言えないのかも知れない。しかし，仮

想通貨の価値が乱高下し，「等価交換」が不可能なシステムは通貨と為替

の本質に反する。変動の激しい仮想通貨或いは FX取引は，通貨ではな

く，金融商品として規制管理の対象とすべきであり，通貨として扱うべ

きではない。

 　五つの仮想通貨の取扱高は，₂₀₁₈年 ₃ 月時点で，取引額が₆₉兆円，前

年比₂₀倍に拡大している。コインチェック同社の営業利益が，概算で前

期比₇₅倍の₅₃₇億円利益率₈₆％に達したと報じている₁₈︶。次の国際的金

融ショックは，仮想通貨により起こるかも知れない。

₉）　信用格付と国債償還問題：国の信用格付は，財政収支および国債発行

残高などを基準に各格付機関が信用格付をしている。

　　日本は主要先進国の中でもプライマリーバランスおよび国債発行残高

などの債務によりトリプル Aからシングル A格に下がってきている。異

次元の金融緩和が成功しない場合，B格に下がる可能性も否定できない。

₁₈） 「仮想通貨」日経新聞₁₁面，₂₀₁₈年 ₅ 月 ₁ 日
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　現在，私的格付機関が無数にあるが，国家の信用度（通貨の信用度）を

格付するには問題がある。格付は，通貨の価値尺度に影響を与え，国家の

経済を左右するので，IMF或いは BISなどの国際機関で，公正な理論的根

拠によって統一した格付判断を行う必要がある。

₂．　日銀の国債発行残高の問題点

　主要先進国中央銀行の GDPに占める資産は，日銀が₂₀₁₆年 GDP ₅₃₆.₉₆

兆円の₉₃％に増加したのに対し，米国 FRBは₂₃％，欧州 ECBは₃₈％であ

り，日銀は ECBの₂.₄₅倍，FRBの ₄倍に相当する異常な資産残高である。

　₂₀₁₇年末の日銀の資産は₅₀₀.₈兆円を超えたとNHKが報じている。その

原因は，主に新発国債が日銀に売却されたと考えられる。

　日銀の国債所有高は₂₀₁₂年₁₁₃.₆₇兆円～₁₆年₄₁₀.₅兆円，GDPの₇₆.₄％

に相当し，₄年間で₂₉₆.₈₃兆円増加，毎年平均₇₂.₂₁兆円増加している。こ

の事実は，異次元の金融緩和による年₈₀兆円の₉₀％に相当する資金が国債

発行と同時に日銀に回帰したことを示しており，市場で消化された資金は

年平均₁₀％に過ぎない。

　さらに，日本の人口は，₂₀₁₀年から減少トレンドに入り，₁₃年から ₄年

間の年平均₀.₁₃％減少，米国は，人口は同₀.₇％増加しているため，日本の

名目 GDPは同年平均₂.₀₅％増加しているが，米国の GDPは同₃.₅₄％ほぼ

日本の₁.₇倍増加している。その結果，日米の実体経済力で算定したGDPpp

は，₂₀₁₂年₇₄.₇₅円から₁₆年₇₂.₉₃円，デフレトレンドが底流となって推移

している。そのなかで，持続的インフレ ₂％の政策目標値は達成し難いで

あろう。

　その上，日本の国内総生産は，所得格差拡大および人口減少により，総

需要が減少する実態を考えると，国内での販売競争が激化し，物価上昇は

期待できないので，インフレ政策は一層困難になると判断せざるを得ない。

デフレトレンドを前提にした政策に切り替える必要があるのではなかろう

か。
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₃．　異次元金融緩和の出口政策

　新規国債発行の利息は₀.₁％である。また，現状のマイナス金利政策では

日本の金融機関の採算が合わず，将来，買い控えが生じることが予測され

る。

　現在，日本の₁₀年以上の長期国債は，マイナス金利によって国債価格が

上昇しており，売却すると利益が出るので，償還国債の新発国債入札が国

内金融機関で消化されてきた。₂₀₁₂年から国債の額面＜担保価格が約₁.₅％

上昇し始め，₂₀₁₆年で ₃％余り利益が出ている。

　しかしながら，新規国債は入札後，₁₀％程度は市場で需要があり，約

₉₀％は日銀に売却されるので，インフレ効果が出ると言い難い。

　そのため，将来，異次元の金融緩和の出口政策に入るとき，金利の上昇

は国債価格の下落により，日銀の抱えている新発国債は額面を割り込むの

で途中売却は損出が出ることになる。

　単純計算ではあるが，主要先進国，特に米国との長期国債の金利差が

₃％程度は生じるので，仮に₁₀₀₀兆円の長期国債があるとすると金利差

₃％は₃₀兆円に相当する。金利の上昇によって，国の財政は，₃₀兆円の負

担増の影響を受けることになりかねない。

　そのため，インフレ ₂％によるインフレタックス効果は，財政収支およ

び国債費負担軽減が不可能な状況下では，少なくとも消費税は欧州並みの

₂₀％台にせざるを得ない可能性を秘めている。そのため，金融・経済政策

は，デフレトレンドを回避することが不可能な経済体質であることを認識

して，デフレ容認政策を検討する必要があるのではなかろうか。そのため

の必須条件は，人口対策及び教育・研究開発による付加価値生産性で総需

要の拡大を図る必要があろう。

　穿った見方をすれば，現在，日本の金融機関の採算がマイナス金利に

よって疲弊しているので，新発国債の市場での消化が困難となるかも知れ

ない。仮に，外国の金融機関或いは投資家に依存するとなれば，①米国と

の金利差 ₃％以上の金利上昇は避けることができず，②為替は円高が進む
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ことになろう。

　一方，日本の財政事情悪化の改善並びに国債残高が縮小しない場合は，

③国の信用格付が BBB格以下に下がると投資不適格国となり，赤信号が

点灯する。④信用不安が生じると VIX指数が上昇し，国債入札不安が高ま

り，国債金利が異常に上昇し始める可能性が待ち構えている。GDP平価に

よる通貨の価値尺度が検証している通り，⑤アベノミックスの検証は₁₉︶，

円高デフレを予測している。

　実体経済のコアに通貨の価値尺度並びに為替変動の行方を見定めて金

融・経済政策を実行する必要がある。

　ただし，通貨の価値尺度は，理論的根拠のある理論値で「等価交換」で

きる市場に代わらない限り，デフレ政策は困難を極めることになろう。

　視点を代えると，変動相場制から GDP平価理論への改革は，経営およ

び実体経済が安定成長する基盤を整えることになる。その理由は，GDP平

価制は，公正な「通貨の価値尺度」により「等価交換」されるため，経営

および経済の変動が振れず，安定する基礎が整う。グローバル経済下にお

ける経営および経済が安定することによって，公正な「競争原理」の基盤

が整い，GDP平価が機能することによって，デフレが経営および経済を安

定させる基礎条件となろう。

　日本のデフレ経済構造は，人口減少対策および教育・研究開発が成功せ

ず，経済成長が持続しない場合，貿易収支が赤字に向かう可能性を秘めて

いる。仮に，貿易収支赤字により経常収支赤字の事態になれば，外貨保有

高および対外資産残高が減少することになり，上記②～④の事態が待ち構

えている。

　上記①～⑤に対応するためには，異次元の金融緩和政策を見直し，デフ

レトレンドに対応する政策を実施することが課題であろう。

₁₉） 資料₃₈のⅣ項アベノミックスノ検証参照
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₄．　国際資金循環における日本の地位

　上記 ₁～ ₃で日本の財政・債務残高による国の借金は先進国の中で第 ₁

位であり，その信頼度は日本の格付をトリプル A格付からシングル Aに低

下させてきた。

　一方，視点を対外金融資産に置くと表₉-₁の國際資金循環の通り，日本の

対外資産の地位は世界第 ₁位である。ただし，海外に循環している対外資

金のうち，直接投資資金は，企業が進出している限り，海外に長期にわ

たって滞留する資金であるので国内に召喚し難い。また，IMFの外貨準備

高の資金は，外貨不足など緊急時に使用できる資金であるので，平時の財

政赤字を補てんできる資金ではない。また，証券投資資金並びに金融派生

商品投資資金は，企業或いは個人に所属し，比較的短期に移動する資金で

ある。これらの資金は，金融ショック時に国家の借入金を補てんできる資

金ではない。

　ただし，これらの対外金融資産は，国民の努力の結果によるもので，世

界第 ₁位の資産残高は，日本の通貨円の信用を支える「与信リスク」と言

対外債務 対外資産 対外資産合計
IMF外貨 
準備高 誤差脱漏 総合計

中　国 ₄,₂₉₉,₆₇₄ ₁,₅₁₉,₂₄₈ －₂,₇₈₀,₄₂₆ ₃,₄₀₆,₁₁₂ ₉₇₀,₇₆₇ ₁,₅₉₆,₄₅₃

ドイツ ₅,₂₇₁,₈₂₃ ₅,₂₅₀,₅₆₄ －₂₁,₂₅₉ ₁₇₃,₆₈₄ ₁,₄₆₁,₀₂₅ ₁,₆₁₃,₄₅₀

日　本 ₄,₅₂₃,₉₉₃ ₅,₄₁₈,₅₇₇ ₈₉₄,₅₈₅ ₁,₂₃₂,₇₅₆ ₆₈₈,₀₆₂ ₂,₈₁₅,₄₀₂

英　国 ₆,₈₀₇,₆₇₇ ₈,₅₇₀,₆₇₄ ₁,₇₆₂,₉₉₈ ₁₂₉,₅₃₆ －₂,₂₉₁,₅₀₆ －₃₉₈,₉₇₂

米　国 ₁₅,₂₆₅,₅₉₃ ₁₈,₈₃₈,₁₄₀ ₃,₅₇₂,₅₄₇ ₃₈₃,₆₀₁ －₁₁,₂₃₆,₇₈₅ －₇,₂₈₀,₆₃₇

世　界
総合計 ₉₁,₃₂₁,₉₁₀ ₉₁,₃₂₁,₉₁₀ ₀ ― ― ―

資料： ①張南著「経済科学研究」第₂₁巻第 ₁・ ₂号合併号（₂₀₁₈年 ₂ 月）広島修道大学，₁₈
ページより表 ₉を作成し，上記表₉-₂はその一部と国の格付を省略した。

注：誤差脱漏は，派生金融商品を含むので巨額な資金になっている。

表₉‒₂．国際資金循環主要₁₁か国のマトリックス（₂₀₁₅年末）
単位：百万米ドル
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えよう。

　統一通貨ユーロへの参加条件は，国の債務残高が GDPの₆₀％以内を条

件としているので，本論は国の債務残高₆₀％を国際的基準値とする。

　この対外金融資産の黒字は，通貨の信用度を象徴しているので，ハイ

パーインフレに入るリスクを支えることに役立つであろう。₂₀₁₈年現在，

企業の採算レートは₁₀₅～₁₁₀円であるので，仮に₁₁₀円で試算すると₂.₈₁₅₄

兆ドルの₁₁₀円＝₃₀₉.₇兆円，日本の₂₀₁₇年GDPを約₅₅₀兆円とするとGDP

の約₇₇％に相当する資金量である。

　しかしながら国の財務残高は GDPの ₂ 倍ある。仮に，対外資産₇₇％を

差し引いたとしても₁₂₀％以上の債務残高に相当するので，日本の信用格付

が Aに低下したのであろう（米国は約₁₁₀％，ドイツは約₇₀％）。

　日本の債務残高は GDPの約 ₂倍であり，日銀の国債保有高はほぼ GDP

に相当するので，それを差し引くと₂₀％前後の余裕しかなく，危険水位に

入っていると言えよう。

　いずれにしても，日本の債務残高は，対外金融資産に頼ってはならない

のであり，財政・債務残高 GDPの ₂倍は，国家の自助努力により解消す

る義務があり，対外資産に頼るべきではないのである。

　国の格付は，私企業の格付機関で判断することは公正ではない。現在，

格付機関によって評価が異なっているので，IMF或いはOECDまたは BIS

などの国際機関を設立し，統一判断基準によるように改めるべきである。

【GDP平価の結論】

　本論は，変動相場制の弊害を検証するために，通貨と為替の本質に反す

ることを検証してきたが，その本質を再確認し，GDP平価理論への第一歩

とする。

₁．　通貨と為替の本質と機能の再確認

　グローバル経済・社会のコアに通貨と為替が位置を占めている。実体経
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済が安定成長を図るためには，為替市場は，通貨の「等価交換」を可能に

するために，通貨の価値尺度の“理論値”が必要条件であることを論じて

きた。その条件を満たすために次のことを再確認する。

　₁）　通貨の機能は，①財の計算単位であり，②財の媒介手段であり，③

価値貯蔵手段であると定義されている。従って，金本位貨幣は，④貨幣の

価値が金の価値と「等価」である。と同時に，経済・社会における貨幣は，

⑤全ての財の価格が，財の価値尺度である。従って，貨幣は，財の価格を

貨幣の単位で，財を媒介（等価交換）する機能と役割を課せられている。

　変動相場制は，金に代わる価値尺度が無くなり，需要供給による“相場”

で「価値尺度」が決まるため，まるで台風の目のように，高気圧と低気圧

にはさまれて fxrは激しく渦を巻いて変動する。fxrは，実体経済を表す

GDPppと大幅に乖離するとき，台風のエネルギーは経済・社会を破壊す

る。次のショックは，通貨と為替の本質に反する仮想通貨，或いは空需取

引のFX取引，またはマイナス金利政策による金融機関の倒産によるショッ

クかもしれない。

　この相場の本質が，為替市場で自国通貨と他国通貨の「等価交換」を不

可能にするだけでなく，台風となって実体経済を破壊する。

　変動相場制は，理論的根拠となる通貨の価値尺度の“理論値”が不在の

ため，fxrは台風の目となり，通貨と為替の本質に反する制度となって実体

経済を破壊する制度に変る。

　₂）　通貨の価値尺度は，通貨安によって株など金融放品が上昇し，通貨

高で下落するが，金融商品の価値は変わっていないのである。従って，理

論的根拠のある通貨の価値尺度となる“理論値”存在する筈である。

　本論は，GDPppを理論値として，検証してきた。変動相場制はその“理

論値”が確認できず，金に代わる通貨の価値尺度となる財がなく，経営お

よび経済の判断基準となる理論的根拠がない。金に代わる“理論値”不在

は実体経済の安定成長を阻害する原因になっている。

　₃）　変動相場制による通貨の「価値尺度」不在の影響は，為替を通じて
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国の経済格差を拡大する要因になり，その影響が所得格差を拡大して豊か

な生活を侵し，経済・社会の秩序が乱れる原因になる。その影響の結果，

総需要である GDPは伸び悩み，委縮する要因になっている。

　₄）　通貨量は，金のような兌換の対象となる財がないので，法的規制等

が無ければ，無限に発行が可能であり，過剰流動性が生じる。その過剰流

動性は，企業および実体経済の損益を増幅せる原因になっている。

　₅）　過剰流動性は，短期資本となって金融市場や商品市場に流入または

流出すると各市場は乱高下する原因になり，経済格差並びに所得格差を拡

大する要因になる。

　₆）　マイナス金利：インフレ率 ₂％を達成するために，巨額の過剰流動

性の拡大効果を促進するゼロ金利政策，マイナス金利政策を執ることなる。

資本の自己増殖 ₂％を下回る金利水準は，資本の論理を無視し，否定する

政策である。

　また，BISによる金融機関の内部留保は， ₄％から ₈％になり，将来の

ショックに対応するために₁₆％に引き上げの検討に入っている。

　これらマイナス金利の政策や BISの対策は，資本の論理を否定し，資本

主義の崩壊を助長する政策であると考えるのは誤りであろうか。

　₇）　仮想通貨₂₀︶：ビットコインなどの主要 ₅仮想通貨の取引量は，₁₆年

度比₂₀倍の₆₉兆円の取引量，ビットコイン価格は ₁ドルが₁₄,₀₀₀ドルを超

えている。その一方で，EMS不正流出事件により価値が約半額に下落する

など，通貨の本質に反する無秩序な変動を繰り返し，あたかもカジノの

チップと同じ性質のようであり，通貨として認めるべきではない。

　通貨として認めた場合，通貨の秩序が破壊され，無秩序となり，投機的

心理要因が介入してオーバーシュートする。通貨の価値尺度の基準値が見

えない仮想通貨は，通貨の本質に反する通貨であるので，中国のように禁

止すべきであろう。

₂₀） 「仮想通貨」日経新聞₂₀₁₈年 ₅ 月 ₁ 日を参照
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　本論は，リーマンショックに次ぐ金融ショックが，仮想通貨により起こ

る恐れがあると想定している。

₂．　GDP平価の実体経済に与える影響

　本論による GDP平価理論は，変動相場制から GDP平価制に代わるこ

とによって，「通貨の価値尺度」の公正な“理論値”が設定され，それに

よって次の事項が期待される。

　₁）　GDP平価による理論値で，為替市場は「等価交換」が実施されるの

で，為替の変動による振れは無くなり，経営の安定と実体経済の安定成長

が可能となる。

　₂）　GDP平価の価値尺度の理論値が存在すると，インフレ・デフレの振

れを無くす効果が期待できる。同時に，各国の金融・経済政策の効果が増

すであろう。

　₃）　国の金利政策は，国の実体経済を調整する機能を果す。

　₄）　金融緩和による過剰流動性は国際ルールが必要である。GDPの総体

値により算定される GDPppによる平価制が定着すれば，通貨の正常値が

決まり，過剰流動制政策を執らない限り「見えざる手」によって通貨量が

コントロールされるようになろう。

　その結果，国と通貨の信用度および格付は安定し，国の財政収支も安定

に向う。国の債務残高は，₆₀％程度に，多くとも GDPの範囲内に収める

べきであろう。

　₄）　GDP平価は，「通貨の価値尺度」の“理論値”が平価で決まるので，

貿易決済通貨の先物取引の必要が無くなり，さらに，通貨の FX先物取引，

オプション取引などは，GDPppで通貨の「等価交換」ができるので，金利

差の支払いで対応できる。また，為替が安定するので，ヘッジを掛ける必

要が無くなる。

　通貨のデリバティブ取引の必要性が無くなれば，為替市場は GDP平価

の価値尺度で，為替の本質である「等価交換」が可能となるので，為替の
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本質的機能が回復し，通貨の「空儒取引」が無くなり，「実需取引」の市場

に戻ることができる。

　₅）　通貨の最終目的は，国際統一通貨にある。とすれば，その第一段階

として，GDP平価を応用し，IMFのバスケットに入る主要通貨の GDPpp

で SDR平価 SDRppが算定できるので，各国の通貨は統一通貨と同じ効果

が期待できる。

　₆）　通貨の価値尺度が GDP平価で決まることによって，各国通貨が安

定し，公正な「競争原理」が機能し，各種の取引が可能となることが期待

できる。その結果として，GDP平価による為替の安定は，各国の安定した

経済成長により経済格差を縮小するので，所得格差を縮小する手段となり，

国民の生活が安定し，世界平和の確立が期待できる。

　為替市場の安定が実現可能となる根拠は，「通貨の価値尺度」の理論値で

ある，“GDP平価”によって為替が安定するからである。

お　わ　り　に

　本論は，理論的根拠のある「通貨の価値尺度」の“理論値”が実在する

新しい為替制度が実現することによって，IMFの目的である，為替の安定

により世界経済の安定成長が実現することを論述してきた。

　歴史は繰り返す。相場で通貨の価値が秒単位に変動し，「等価交換」がで

きない変動相場制は，それが原因となって崩壊する。そして，理論的根拠

のある通貨の価値尺度の“理論値”で「等価交換」が実現する新しい制度

に代わるであろう。

　GDP平価理論は，実体経済のコアにある通貨と為替の価値尺度の“理

論値”が実在することが，全ての経営並びに経済行為を安定させる基本条

件となり，経済を安定成長に導き，豊かで平和な社会への第一歩となるこ

とを論述してきた。

　基軸通貨もまた，信用を確立した通貨に交代するであろう。次世代の基

軸通貨は GDPが米国を超える国，民主的国家で貧富の格差が少なく，世
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界の経済成長を支える国の通貨であろう。ただし，GDPが最大であって

も，通貨が信用に欠け，国内の経済格差が ₂倍を超える国は，分裂する可

能性が高く，基軸通貨国となり得ないであろう。

　基軸通貨の地位を得る国は，近未来の中国やインドに期待するが，或い

は資源国家または技術国家かも知れない。そして，地球上の人類の生命を

支える最後の国家は，農業・牧畜・海洋などの食の資源を開発する国家で

あろう。

　世界統一通貨が出現するのは，人類発祥のアフリカが経済発展を遂げ，

世界各国の経済格差が無くなるとき，豊かで平和なグローバル経済社会が

拓けており，世界統一通貨が流通する夢をみる。

　筆者は，人間の英知によって，理論的根拠のある通貨の“理論値”で

「等価交換」される為替制度が，実現すれば，数年の調整期の混乱がある

が，各国の経済格差或いは所得格差を縮小する基礎条件となり，豊かで平

和な経済社会で，統一通貨が流通する夢と期待を描いる。しかしながら，

人間の「欲望本能」はその期待を裏切るかも知れない。人間の英知でそれ

を克服する必要がある。

　GDP平価理論が，統一通貨の夢と期待を実現する基本条件となり，GDP

平価による SDR平価の機能が，世界統一通貨への第一段階の役割を果すこ

とを期待して，変動相場制の問題点を検証してきた。

　本論は，理論的根拠のある各国通貨の“理論値”で，「等価交換」できる

新しい為替制度の夢と期待の立証を試みたのである。『GDP平価制』で経

営の安定と世界経済の安定成長を図る夢と期待を実現することにある。

　最後に，本論のⅤ項－ ₄ および表₈-₁『國際資金循環主要₁₁か国のマト

リックス（₂₀₁₅年末）』については，統計の専門家である本大学の張南先生

のご指導とご助言により，資料₃₈の論文の₁₈ページ国際資金循環マトリッ

クスより作成したことを付記する。ここに先生のご助言に対し，感謝の意

を表す次第である。
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のインコタームズ連動のための FOB系から FCA系へ法改正を──」第₄₄巻第
₂号広島修道大学商経学会発行₂₀₀₄年 ₂ 月

₂₆．神田善弘著『修道商学』「GDPによる為替平価理論と為替レート分析の考察──
相場理論から平価理論へ──」第₄₉巻第 ₁号広島修道大学₂₀₀₈年 ₉ 月

₂₇．神田善弘著『修道商学』「IMFの SDRのバスケット方式に GDPgapの導入を考
察──為替のフアンダメンタルズ基礎条件夫検証──」第₄₈巻第 ₂号広島修道
大学₂₀₀₈年 ₂ 月発行

₂₈．神田善弘著『修道商学』「GDPparによる動態的為替平価理論の実証」第₅₀巻第
₂号広島修道大学₂₀₁₀年 ₂ 月

₂₉．神田善弘著『修道商学』「GDP平価理論および BRICsの為替相場の分析」第₅₁
巻第Ⅰ号広島修道大学₂₀₁₀年 ₉ 月

₃₀．神田善弘著『修道商学』「通貨の価値尺度の検証── SDRはミクロの相場理論
からマクロのGDP平価理論に立脚せよ──」第₅₂巻第Ⅰ号広島修道大学₂₀₁₀年
₉ 月

₃₁．神田善弘著『修道商学』「人口減少による GDPマイナス成長率は円高ドル安要
因── GDPparityによる為替レートの予測値と経済対策──」第₅₂巻第 ₂号広
島修道大学₂₀₁₂年 ₂ 月

₃₂．神田善弘著『修道商学』「平価理論による通貨の対外価値尺度 GDPpp・ppp・
SDRレート── pppとGDP power parityの平価理論の相違──」第₅₃巻第 ₂号
広島修道大学₂₀₁₃年 ₂ 月

₃₃．神田善弘著『修道商学』「相場理論と平価理論による通貨の価値尺度と国際通貨
の条件──ドル円および人民元をモデルに──」第₅₄巻第 ₂号広島修道大学₂₀₁₄
年 ₂ 月

₃₄．神田善弘著『修道商学』第 ₁部「通貨の価値尺度がない“相場理論”が資本主
義を危機にさらす，第 ₂部「SDRによる国際通貨の価値尺度が統一通貨の役割
を果たす」第₅₅巻第 ₂号修道大学₂₀₁₅年 ₂ 月

₃₅．神田善弘著『修道商学』「自然環境並びに言語構造による思考方法と行動様式が
貿易契約および文化等に及ぼす影響」第₄₈巻第 ₁号広島修道大学₂₀₀₇年 ₂ 月
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₃₆．神田善弘著『広島修大論集』「脳と言語──言語構造プログラムによる脳内ニュ
ウーラルネットワークの形成──」第₄₉巻第 ₂号，広島修道大学，₂₀₀₉年 ₂ 月

₃₇．神田善弘著『修道商学』「変動相場制は実体経済を撹乱し阻害する──グローバ
ル経済の安定成長は「GDP変動平価制」で安定する──」第₅₇巻第Ⅰ号修道大
学₂₀₁₆年 ₉ 月

₃₈．神田善弘著『修道商学』「不安定な為替の変動は企業の安定と人々の豊かな生活
を脅かす──企業採算および経済成長の安定をGDP平価で検証──」第₅₈巻第
₂号広島修道大学₂₀₁₈年 ₂ 月

₃₉．デリバティブ取引は，金融派生商品や FX先物取引など，空需の取引であり，
【貸借対照表に載らないオフバランス取引】と呼ばれる。

₄₀．日経新聞₂₀₁₄年 ₂ 月₁₀日，「FX国内売買高最高に」貿易額（₁₅₁兆円）の₂₈年分
₄₂₇₀兆円に達すると報じている。デリバティブ取引は【貸借対照表に載らない
オフバランス取引】と呼ばれる。また，デリバティブ取引には，先物取引のよ
うに，取引が公設の取引所に限定されているものと，自由に相対で取引される
店頭（OTC　Over the Counter）取引とがある。BISによれば，世界の OTC取
引残高は₅₉₂.₀兆ドル，日本の OTC取引残高は₂₈.₄兆ドル，取引所取引残高は
₅.₉兆ドルである（いずれも₂₀₀₈年末時点の想定元本）

₄₁．「ビッグデーター解析」日経新聞，₂₀₁₅年 ₉ 月₂₂日
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表 ₈ ．日米の各種の物価指数による ppp並びに fxrと GDPppの推移
単位：円

cpi ppp wpi ppp expi ppp impi.ppp fxr GDPpp
GDPpp 
-cpippp 

₁₉₇₃ ₂₇₁.₇₀ ₂₇₁.₇₀ ₂₇₁.₇₀ ₂₇₁.₇₀ ₂₇₁.₇₀ ₁₅₇.₁₇ ₁₅₇.₁₇ 
₁₉₇₄ ₃₀₁.₅₁ ₂₉₁.₆₄ ₂₈₄.₈₉ ₃₀₇.₃₆ ₂₉₂.₀₈ ₁₇₃.₆₂ ₁₇₄.₄₂ 
₁₉₇₅ ₃₀₉.₇₃ ₂₇₄.₉₃ ₂₄₄.₁₇ ₃₀₃.₀₇ ₂₉₆.₇₉ ₁₇₅.₅₉ ₁₇₉.₁₇ 
₁₉₇₆ ₃₁₉.₇₈ ₂₇₆.₇₇ ₂₃₄.₇₃ ₃₀₉.₃₄ ₂₉₆.₅₅ ₁₇₆.₇₇ ₁₈₄.₉₈ 
₁₉₇₇ ₃₂₄.₇₉ ₂₆₉.₇₂ ₂₁₅.₉₂ ₂₇₂.₅₉ ₂₆₈.₅₁ ₁₇₆.₇₅ ₁₈₇.₈₈ 
₁₉₇₈ ₃₁₄.₉₄ ₂₄₉.₀₇ ₁₈₈.₅₂ ₂₀₈.₄₀ ₂₁₀.₄₄ ₁₇₂.₄₇ ₁₈₂.₁₈ 
₁₉₇₉ ₂₉₃.₅₄ ₂₃₂.₀₆ ₁₈₃.₉₆ ₂₂₄.₈₁ ₂₁₉.₁₄ ₁₆₇.₆₈ ₁₆₉.₈₁ 
₁₉₈₀ ₂₇₈.₃₄ ₂₃₃.₈₄ ₁₇₅.₇₈ ₂₅₉.₄₇ ₂₂₆.₇₄ ₁₆₉.₆₅ ₁₆₁.₀₁ 
₁₉₈₁ ₂₆₄.₇₉ ₂₁₇.₁₅ ₁₆₂.₈₉ ₂₅₀.₀₁ ₂₂₀.₅₄ ₁₆₂.₉₁ ₁₅₃.₁₇ 
₁₉₈₂ ₂₅₆.₂₈ ₂₁₄.₀₅ ₁₆₇.₃₁ ₂₇₄.₁₀ ₂₄₉.₀₈ ₁₆₄.₇₇ ₁₄₈.₂₅ 
₁₉₈₃ ₂₅₂.₈₈ ₂₁₀.₀₈ ₁₅₅.₈₁ ₂₆₃.₆₀ ₂₃₇.₅₁ ₁₅₈.₆₅ ₁₄₆.₂₈ 
₁₉₈₄ ₂₄₇.₉₉ ₂₀₅.₂₁ ₁₅₄.₆₂ ₂₅₀.₃₈ ₂₃₇.₅₂ ₁₅₂.₅₉ ₁₄₃.₄₆ 
₁₉₈₅ ₂₄₄.₃₂ ₂₀₄.₇₀ ₁₅₃.₅₀ ₂₅₀.₂₁ ₂₃₈.₅₄ ₁₅₂.₆₂ ₁₄₁.₃₃ 
₁₉₈₆ ₂₄₁.₅₅ ₂₀₀.₈₂ ₁₂₉.₀₇ ₁₆₆.₂₈ ₁₆₈.₅₂ ₁₅₁.₆₉ ₁₃₉.₇₃ 
₁₉₈₇ ₂₃₃.₀₇ ₁₈₉.₇₀ ₁₂₀.₄₈ ₁₄₂.₃₇ ₁₄₄.₆₄ ₁₄₉.₂₄ ₁₃₄.₈₂ 
₁₉₈₈ ₂₂₅.₅₈ ₁₈₁.₃₂ ₁₁₀.₀₇ ₁₂₉.₅₅ ₁₂₈.₁₅ ₁₄₉.₃₃ ₁₃₀.₄₉ 
₁₉₈₉ ₂₁₉.₉₀ ₁₇₅.₉₂ ₁₁₁.₈₁ ₁₃₅.₁₆ ₁₃₇.₉₆ ₁₄₉.₉₇ ₁₂₇.₂₁ 
₁₉₉₀ ₂₁₅.₃₂ ₁₇₂.₅₃ ₁₁₃.₁₉ ₁₄₂.₂₄ ₁₄₄.₇₉ ₁₅₄.₁₄ ₁₂₄.₅₅ 
₁₉₉₁ ₂₁₃.₀₃ ₁₇₃.₈₁ ₁₀₆.₂₁ ₁₃₀.₆₂ ₁₃₄.₇₁ ₁₆₃.₃₈ ₁₂₃.₂₃ 
₁₉₉₂ ₂₁₀.₄₃ ₁₇₁.₄₁ ₁₀₂.₂₅ ₁₂₁.₇₂ ₁₂₆.₆₅ ₁₆₀.₀₆ ₁₂₁.₇₂ 
₁₉₉₃ ₂₀₆.₉₃ ₁₆₆.₂₉  ₉₃.₆₀ ₁₀₉.₂₉ ₁₁₁.₂₀ ₁₅₅.₀₅ ₁₁₉.₇₀ 
₁₉₉₄ ₂₀₃.₀₃ ₁₆₁.₃₅  ₈₉.₀₂ ₁₀₁.₅₇ ₁₀₂.₂₁ ₁₄₈.₇₈ ₁₁₇.₄₅ 
₁₉₉₅ ₁₉₇.₃₅ ₁₅₄.₄₆  ₈₂.₉₂  ₉₇.₁₁ ₉₄.₀₆ ₁₄₄.₇₁ ₁₁₄.₁₆ 
₁₉₉₆ ₁₉₁.₉₈ ₁₄₈.₅₇  ₈₆.₄₇ ₁₀₅.₄₇ ₁₀₈.₇₈ ₁₄₁.₈₁ ₁₁₁.₀₆ 
₁₉₉₇ ₁₉₀.₉₈ ₁₄₉.₄₈  ₈₉.₁₉ ₁₁₆.₂₄ ₁₂₀.₉₉ ₁₃₇.₅₁ ₁₁₀.₄₈ 
₁₉₉₈ ₁₈₉.₀₅ ₁₅₁.₀₅  ₉₃.₅₆ ₁₁₇.₅₆ ₁₃₀.₉₁ ₁₂₇.₇₉ ₁₀₉.₃₆ 
₁₉₉₉ ₁₈₄.₅₃ ₁₄₇.₄₀  ₈₅.₁₁ ₁₀₅.₇₄ ₁₁₃.₉₁ ₁₁₅.₃₄ ₁₀₆.₇₅ 
₂₀₀₀ ₁₇₇.₂₇ ₁₃₉.₅₁  ₇₉.₉₁ ₁₀₃.₉₅ ₁₀₇.₇₇ ₁₁₄.₈₂ ₁₀₂.₅₄ 
₂₀₀₁ ₁₇₁.₂₀ ₁₃₆.₈₁  ₈₇.₁₉ ₁₁₄.₃₂ ₁₂₁.₅₃ ₁₁₀.₉₅  ₉₉.₀₃ 
₂₀₀₂ ₁₆₇.₁₂ ₁₃₆.₉₁  ₈₇.₁₂ ₁₁₅.₅₂ ₁₂₅.₃₉ ₁₀₆.₇₉  ₉₆.₆₇ 
₂₀₀₃ ₁₆₃.₀₆ ₁₃₆.₈₇  ₈₂.₂₆ ₁₁₁.₁₈ ₁₁₅.₉₃ ₁₀₂.₆₇  ₉₄.₃₂ 
₂₀₀₄ ₁₅₈.₈₄ ₁₃₆.₈₉  ₇₈.₁₆ ₁₀₉.₆₇ ₁₀₈.₁₉  ₉₈.₈₃  ₉₁.₈₉ 
₂₀₀₅ ₁₅₃.₁₃ ₁₃₆.₈₅  ₇₇.₂₁ ₁₁₅.₃₈ ₁₁₀.₂₂  ₉₃.₃₆  ₈₈.₅₈ 
₂₀₀₆ ₁₄₈.₆₉ ₁₃₆.₈₇  ₇₆.₈₃ ₁₂₅.₂₇ ₁₁₆.₃₀  ₈₉.₄₄  ₈₆.₀₁ 
₂₀₀₇ ₁₄₄.₆₃ ₁₃₆.₈₈  ₇₄.₉₃ ₁₂₉.₃₁ ₁₁₇.₇₅  ₈₈.₆₃  ₈₃.₆₇ 
₂₀₀₈ ₁₄₁.₃₂ ₁₃₆.₈₁  ₆₆.₃₅ ₁₂₅.₈₈ ₁₀₃.₃₆  ₈₄.₄₉  ₈₁.₇₅ 
₂₀₀₉ ₁₃₉.₇₆ ₁₃₆.₈₃  ₆₂.₃₀ ₁₀₆.₁₈  ₉₃.₅₇  ₇₉.₄₁  ₈₀.₈₅ 
₂₀₁₀ ₁₃₆.₅₅ ₁₃₆.₈₉  ₅₇.₉₁ ₁₀₆.₃₇  ₈₇.₇₈  ₇₉.₀₄  ₇₈.₉₉ 
₂₀₁₁ ₁₃₆.₅₅ ₁₂₇.₅₈  ₅₂.₃₉  ₇₄.₆₆  ₇₉.₈₁  ₇₆.₆₅  ₇₈.₉₉ 
₂₀₁₂ ₁₂₉.₂₉ ₁₂₅.₈₈  ₅₁.₁₈  ₇₄.₂₅  ₇₉.₇₉  ₇₄.₇₅  ₇₄.₇₉ 
₂₀₁₃ ₁₂₇.₈₅ ₁₂₆.₅₇  ₅₇.₃₂  ₈₅.₉₈  ₉₇.₆₀  ₇₄.₁₃  ₇₃.₉₆ 
₂₀₁₄ ₁₂₉.₂₆ ₁₂₉.₄₉  ₅₉.₄₇  ₈₅.₉₈ ₁₀₅.₉₅  ₇₃.₂₂  ₇₄.₇₇ 
₂₀₁₅ ₁₃₀.₁₄ ₁₃₆.₃₆  ₆₄.₃₀  ₈₅.₉₈ ₁₂₁.₀₄  ₇₃.₄₆  ₇₅.₂₈ 
₂₀₁₆ ₁₂₈.₃₆ ₁₃₅.₂₅  ₆₀.₂₃  ₇₇.₄₃ ₁₀₈.₇₉  ₇₂.₉₃  ₇₄.₂₅ 

修道商学第₅₃巻第 ₂号，₂₀₁₃年 ₂ 月発行の表Ⅰ－ ₁参照および表 ₁－ ₂を転載。



修道商学　第 59 巻　第 1号

─　　─182

表 ₁ ．日米の GDP，人口の推移

日本 GDP 日本人口 米国 GDP 米国人口
前年比率 前年比率 前年比率 前年比率

₁₉₅₀ ₀.₈₃₅₉ ₂₈₄₈ ₁.₅₂₂₇
₁₉₅₁ ₀.₈₄₉₆ ₃₂₈₇ ₁.₅₄₈₈
₁₉₅₂   ₆₂₁₇₀ ₁.₀₀₀₀ ₀.₈₆₂₅ ₁.₀₀₀₀ ₃₄₅₇ ₁.₀₀₀₀ ₁.₅₇₅₅ ₁.₀₀₀₀
₁₉₅₃   ₇₀₁₆₀ ₀.₁₂₈₅ ₀.₈₇₄₅ ₀.₀₁₃₉ ₃₆₄₆ ₀.₀₅₄₇ ₁.₆₀₁₈ ₀.₀₁₆₇
₁₉₅₄   ₇₇₉₇₀ ₀.₁₁₁₃ ₀.₈₈₇₆ ₀.₀₁₅₀ ₃₆₄₅ －₀.₀₀₀₃ ₁.₆₃₀₃ ₀.₀₁₇₈
₁₉₅₅   ₈₅₉₆₀ ₀.₁₀₂₅ ₀.₈₉₈₂ ₀.₀₁₁₉ ₃₉₇₃ ₀.₀₉₀₀ ₁.₆₅₉₃ ₀.₀₁₇₈
₁₉₅₆   ₈₇₀₆₀ ₀.₀₁₂₈ ₀.₉₀₇₆ ₀.₀₁₀₅ ₄₁₈₅ ₀.₀₅₃₄ ₁.₆₈₉　 ₀.₀₁₇₉
₁₉₅₇  ₁₁₀₇₄₀ ₀.₂₇₂₀ ₀.₉₁₅₆ ₀.₀₀₈₈ ₄₄₀₅ ₀.₀₅₂₆ ₁.₇₁₉₈ ₀.₀₁₈₂
₁₉₅₈  ₁₁₅₈₁₀ ₀.₀₄₅₈ ₀.₉₂₃₆ ₀.₀₀₈₇ ₄₄₆₆ ₀.₀₁₃₈ ₁.₇₄₈₈ ₀.₀₁₆₉
₁₉₅₉  ₁₂₉₃₃₀ ₀.₁₁₆₇ ₀.₉₃₂₉ ₀.₀₁₀₁ ₄₈₄₀ ₀.₀₈₃₇ ₁.₇₇₈₃ ₀.₀₁₆₉
₁₉₆₀  ₁₅₅₀₄₀ ₀.₁₉₈₈ ₀.₉₄₁₀ ₀.₀₀₈₇ ₅₀₃₅ ₀.₀₄₀₃ ₁.₈₀₆₈ ₀.₀₁₆₀
₁₉₆₁  ₁₉₁₆₁₀ ₀.₂₃₅₉ ₀.₉₄₉₅ ₀.₀₀₉₀ ₅₂₀₂ ₀.₀₃₃₂ ₁.₈₃₆₉ ₀.₀₁₆₇
₁₉₆₂  ₂₁₂₅₂₀ ₀.₁₀₉₁ ₀.₉₅₈₃ ₀.₀₀₉₃ ₅₆₀₂ ₀.₀₇₆₉ ₁.₈₆₅₄ ₀.₀₁₅₅
₁₉₆₃  ₂₄₅₄₁₀ ₀.₁₅₄₈ ₀.₉₆₈₁ ₀.₀₁₀₂ ₅₉₁₁ ₀.₀₅₅₂ ₁.₈₉₂₄ ₀.₀₁₄₅
₁₉₆₄  ₂₉₀₁₄₀ ₀.₁₈₂₃ ₀.₉₇₈₃ ₀.₀₁₀₅ ₆₃₁₄ ₀.₀₆₈₂ ₁.₉₁₈₉ ₀.₀₁₄₀
₁₉₆₅  ₃₂₁₆₃₀ ₀.₁₀₈₅ ₀.₉₈₈₈ ₀.₀₁₀₇ ₆₈₃₄ ₀.₀₈₂₄ ₁.₉₄₃　 ₀.₀₁₂₆
₁₉₆₆  ₃₇₄₆₃₀ ₀.₁₆₄₈ ₀.₉₉₇₉ ₀.₀₀₉₂ ₇₄₈₈ ₀.₀₉₅₇ ₁.₉₆₅₆ ₀.₀₁₁₆
₁₉₆₇  ₄₄₁₇₉₀ ₀.₁₇₉₃ ₁.₀₈₃₀ ₀.₀₈₅₃ ₇₉₁₈ ₀.₀₅₇₄ ₁.₉₈₇₁ ₀.₀₁₀₉
₁₉₆₈  ₅₂₇₅₃₀ ₀.₁₉₄₁ ₁.₀₁₉₆ －₀.₀₅₈₅ ₈₆₃₇ ₀.₀₉₀₈ ₂.₀₀₇₁ ₀.₀₁₀₁
₁₉₆₉  ₆₁₇₇₉₀ ₀.₁₇₁₁ ₁.₀₃₁₇ ₀.₀₁₁₉ ₉₃₁₁ ₀.₀₇₈₀ ₂.₀₂₆₈ ₀.₀₀₉₈
₁₉₇₀  ₇₃₆₅₉₀ ₀.₁₉₂₃ ₁.₀₄₃₄ ₀.₀₁₁₃ ₉₇₇₈ ₀.₀₅₀₂ ₂.₀₄₈₈ ₀.₀₁₀₉
₁₉₇₁  ₈₁₀₂₄₀ ₀.₁₀₀₀ ₁.₀₅₆₉ ₀.₀₁₂₉ ₁₁₂₈₆ ₀.₁₅₄₂ ₂.₀₇₀₅ ₀.₀₁₀₆
₁₉₇₂  ₉₂₃₉₄₀ ₀.₁₄₀₃ ₁.₀₇₁₈ ₀.₀₁₄₁ ₁₂₄₀₄ ₀.₀₉₉₁ ₂.₀₈₈₅ ₀.₀₀₈₇
₁₉₇₃ ₁₁₂₄₉₈₀ ₀.₂₁₇₆ ₁.₀₈₇₀ ₀.₀₁₄₂ ₁₃₈₅₅ ₀.₁₁₇₀ ₂.₁₀₄₁ ₀.₀₀₇₅
₁₉₇₄ ₁₃₄₂₄₄₀ ₀.₁₉₃₃ ₁.₁₀₁₆ ₀.₀₁₃₄ ₁₅₀₁₀ ₀.₀₈₃₄ ₂.₁₃₈₅ ₀.₀₁₆₃
₁₉₇₅ ₁₄₈₃₂₇₀ ₀.₁₀₄₉ ₁.₁₁₅₇ ₀.₀₁₂₈ ₁₆₃₅₂ ₀.₀₈₉₄ ₂.₁₅₉₇ ₀.₀₀₉₉
₁₉₇₆ ₁₆₆₇₅₃₀ ₀.₁₂₄₂ ₁.₁₂₇₇ ₀.₀₁₀₈ ₁₈₂₃₉ ₀.₁₁₅₄ ₂.₁₈₀₄ ₀.₀₀₉₆
₁₉₇₇ ₁₈₅₆₂₂₀ ₀.₁₁₃₂ ₁.₁₃₈₆ ₀.₀₀₉₇ ₂₀₃₁₄ ₀.₁₁₃₈ ₂.₂₀₂₄ ₀.₀₁₀₁
₁₉₇₈ ₂₀₄₄₀₄₀ ₀.₁₀₁₂ ₁.₁₄₉₀ ₀.₀₀₉₁ ₂₂₉₅₉ ₀.₁₃₀₂ ₂.₂₂₅₉ ₀.₀₁₀₇
₁₉₇₉ ₂₂₁₅₄₇₀ ₀.₀₈₃₉ ₁.₁₅₈₇ ₀.₀₀₈₄ ₂₅₆₆₄ ₀.₁₁₇₈ ₂.₂₅₀₆ ₀.₀₁₁₁
₁₉₈₀ ₂₄₃₂₃₅₀ ₀.₀₉₇₉ ₁.₁₆₈₁ ₀.₀₀₈₁ ₂₇₉₅₆ ₀.₀₈₉₃ ₂.₂₇₇₆ ₀.₀₁₂₀
₁₉₈₁ ₂₆₁₀₂₈₀ ₀.₀₇₃₂ ₁.₁₇₆₆ ₀.₀₀₇₃ ₃₁₃₁₃ ₀.₁₂₀₁ ₂.₂₉₉₄ ₀.₀₀₉₆
₁₉₈₂ ₂₇₄₀₅₀₀ ₀.₀₄₉₉ ₁.₁₈₄₈ ₀.₀₀₇₀ ₃₂₅₉₂ ₀.₀₄₀₈ ₂.₃₂₁₇ ₀.₀₀₉₇
₁₉₈₃ ₂₈₅₅₇₉₀ ₀.₀₄₂₁ ₁.₁₉₃₁ ₀.₀₀₇₀ ₃₅₃₄₉ ₀.₀₈₄₆ ₂.₃₄₃　 ₀.₀₀₉₂
₁₉₈₄ ₃₀₄₈₅₉₀ ₀.₀₆₇₅ ₁.₂₀₀₈ ₀.₀₀₆₅ ₃₉₃₂₇ ₀.₁₁₂₅ ₂.₃₆₃₇ ₀.₀₀₈₈
₁₉₈₅ ₃₂₅₇₉₂₀ ₀.₀₆₈₇ ₁.₂₀₈₄ ₀.₀₀₆₃ ₄₂₁₃₀ ₀.₀₇₁₃ ₂.₃₈₄₉ ₀.₀₀₉₀
₁₉₈₆ ₃₄₀₉₄₈₀ ₀.₀₄₆₅ ₁.₂₁₄₉ ₀.₀₀₅₄ ₄₄₅₂₉ ₀.₀₅₆₉ ₂.₄₀₆₈ ₀.₀₀₉₂
₁₉₈₇ ₃₅₅₈₃₇₀ ₀.₀₄₃₇ ₁.₂₂₀₉ ₀.₀₀₄₉ ₄₇₄₂₅ ₀.₀₆₅₀ ₂.₄₂₈₄ ₀.₀₀₉₀
₁₉₈₈ ₃₈₁₅₇₉₀ ₀.₀₇₂₃ ₁.₂₂₅₈ ₀.₀₀₄₀ ₅₁₀₈₃ ₀.₀₇₇₁ ₂.₄₅₀₆ ₀.₀₀₉₁
₁₉₈₉ ₄₀₉₆₀₂₀ ₀.₀₇₃₄ ₁.₂₃₀₇ ₀.₀₀₄₀ ₅₄₈₉₁ ₀.₀₇₄₅ ₂.₄₇₃₄ ₀.₀₀₉₃
₁₉₉₀ ₄₄₁₉₁₅₀ ₀.₀₇₈₉ ₁.₂₃₄₈ ₀.₀₀₃₃ ₅₈₀₃₂ ₀.₀₅₇₂ ₂.₄₉₉₅ ₀.₀₁₀₆
₁₉₉₁ ₄₆₉₂₃₀₀ ₀.₀₆₁₈ ₁.₂₃₉₇ ₀.₀₀₄₀ ₅₉₈₆₂ ₀.₀₃₁₅ ₂.₅₈₄　 ₀.₀₃₃₈
₁₉₉₂ ₄₈₁₅₈₂₀ ₀.₀₂₆₃ ₁.₂₄₃₇ ₀.₀₀₃₂ ₆₃₁₈₉ ₀.₀₅₅₆ ₂.₆₁₁₉ ₀.₀₁₀₈
₁₉₉₃ ₄₈₆₅₁₉₀ ₀.₀₁₀₃ ₁.₂₄₇₅ ₀.₀₀₃₁ ₆₆₄₂₃ ₀.₀₅₁₂ ₂.₆₄₀₇ ₀.₀₁₁₀
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₁₉₉₄ ₄₉₁₈₃₅₀ ₀.₀₁₀₉ ₁.₂₅₁₂ ₀.₀₀₃₀ ₇₀₅₄₃ ₀.₀₆₂₀ ₂.₆₆₉₉ ₀.₀₁₁₁
₁₉₉₅ ₄₉₇₇₃₉₀ ₀.₀₁₂₀ ₁.₂₅₄₇ ₀.₀₀₂₈ ₇₄₀₀₅ ₀.₀₄₉₁ ₂.₆₉₉₅ ₀.₀₁₁₁
₁₉₉₆ ₅₁₀₈₀₂₀ ₀.₀₂₆₂ ₁.₂₅₈₂ ₀.₀₀₂₈ ₇₈₁₃₂ ₀.₀₅₅₈ ₂.₇₂₉₂ ₀.₀₁₁₀
₁₉₉₇ ₅₂₁₈₆₂₀ ₀.₀₂₁₇ ₁.₂₆₁₅ ₀.₀₀₂₆ ₈₃₀₀₈ ₀.₀₆₂₄ ₂.₇₅₉₃ ₀.₀₁₁₀
₁₉₉₈ ₅₀₄₉₀₅₀ －₀.₀₃₂₅ ₁.₂₆₂₉ ₀.₀₀₁₁ ₈₇₉₃₅ ₀.₀₅₉₄ ₂.₈₁₀₈ ₀.₀₁₈₇
₁₉₉₉ ₄₇₉₆₂₉₀ －₀.₀₅₀₁ ₁.₂₆₅₀ ₀.₀₀₁₇ ₉₃₅₃₅ ₀.₀₆₃₇ ₂.₈₄₅₃ ₀.₀₁₂₃
₂₀₀₀ ₅₀₉₈₆₀₀ ₀.₀₆₃₀ ₁.₂₅₇₂ －₀.₀₀₆₂ ₉₉₅₁₅ ₀.₀₆₃₉ ₂.₈₂₅　 （₀.₀₀₇₁）
₂₀₀₁ ₅₀₅₅₄₃₀ －₀.₀₀₈₅ ₁.₂₅₈₉ ₀.₀₀₁₄ ₁₀₂₈₆₂ ₀.₀₃₃₆ ₂.₈₇₅₃ ₀.₀₁₇₈
₂₀₀₂ ₄₉₉₁₄₇₀ －₀.₀₁₂₇ ₁.₂₆₂₅ ₀.₀₀₂₉ ₁₀₆₄₂₃ ₀.₀₃₄₆ ₂.₉₀₂₇ ₀.₀₀₉₅
₂₀₀₃ ₄₉₈₈₅₅₀ －₀.₀₀₀₆ ₁.₂₆₅₂ ₀.₀₀₂₁ ₁₁₅₁₀₇ ₀.₀₈₁₆ ₂.₉₂₈₈ ₀.₀₀₉₀
₂₀₀₄ ₅₀₃₇₂₅₀ ₀.₀₀₉₈ ₁.₂₆₇₇ ₀.₀₀₂₀ ₁₂₂₇₄₉ ₀.₀₆₆₄ ₂.₉₅₄₉ ₀.₀₀₈₉
₂₀₀₅ ₅₂₄₁₃₃₀ ₀.₀₄₀₅ ₁.₂₈₃₄ ₀.₀₁₂₄ ₁₃₀₉₃₇ ₀.₀₆₆₇ ₂.₉₅₁₃ （₀.₀₀₁₂）
₂₀₀₆ ₅₂₆₈₈₀₀ ₀.₀₀₅₂ ₁.₂₈₄₃ ₀.₀₀₀₇ ₁₃₈₅₅₉ ₀.₀₅₈₂ ₂.₉₇₈₃ ₀.₀₀₉₁
₂₀₀₇ ₅₃₁₆₈₈₀ ₀.₀₀₉₁ ₁.₂₈₅₁ ₀.₀₀₀₆ ₁₄₄₇₇₆ ₀.₀₄₄₉ ₃.₀₀₆　 ₀.₀₀₉₃
₂₀₀₈ ₅₂₀₇₁₆₀ －₀.₀₂₀₆ ₁.₂₈₅₅ ₀.₀₀₀₃ ₁₄₇₁₈₆ ₀.₀₁₆₆ ₃.₀₃₃₇ ₀.₀₀₉₂
₂₀₀₉ ₄₈₉₅₀₁₀ －₀.₀₅₉₉ ₁.₂₈₅₇ ₀.₀₀₀₂ ₁₄₄₁₈₇ －₀.₀₂₀₄ ₃.₀₆₀₈ ₀.₀₀₈₉
₂₀₁₀ ₄₉₄₉₅₇₀ ₀.₀₁₁₁ ₁.₂₈₅₅ －₀.₀₀₀₂ ₁₄₉₆₄₄ ₀.₀₃₇₈ ₃.₀₈₆₄ ₀.₀₀₈₄
₂₀₁₁ ₄₉₁₄₀₉₀ －₀.₀₀₇₂ ₁.₂₈₅₁ －₀.₀₀₀₃ ₁₅₅₁₇₉ ₀.₀₃₇₀ ₃.₁₁₀₅ ₀.₀₀₇₈
₂₀₁₂ ₄₉₄₉₅₇₀ ₀.₀₀₇₂ ₁.₂₈₄₃ －₀.₀₀₀₆ ₁₆₁₅₅₃ ₀.₀₄₁₁ ₃.₁₃₃₄ ₀.₀₀₇₄
₂₀₁₃ ₅₀₃₁₇₆₀ ₀.₀₁₆₆ ₁.₂₈₃₁ －₀.₀₀₀₉ ₁₆₆₉₁₅ ₀.₀₃₃₂ ₃.₁₅₅₄ ₀.₀₀₇₀
₂₀₁₄ ₅₁₃₆₉₈₀ ₀.₀₂₀₉ ₁.₂₈₁₆ －₀.₀₀₁₂ ₁₇₃₉₃₁ ₀.₀₄₂₀ ₃.₁₇₇₂ ₀.₀₀₆₉
₂₀₁₅ ₅₂₉₉₅₄₀ ₀.₀₃₁₆ ₁.₂₇₉₇ －₀.₀₀₁₅ ₁₈₀₃₆₇ ₀.₀₃₇₀ ₃.₁₉₉₃ ₀.₀₀₇₀
₂₀₁₆ ₅₃₆₉₆₅₀ ₀.₀₁₃₂ ₁.₂₇₇₅ －₀.₀₀₁₇ ₁₈₅₆₉₁ ₀.₀₂₉₅ ₃.₂₂₁₈ ₀.₀₀₇₀
₅₂－₇₂
平均値 － ₀.₁₈₆₇ ₀.₀₅₈₃ ₀.₁₁₀₉ ₀.₀₆₁₁

₅₂－₆₆
平均値 － ₀.₁₉₆₃ ₀.₀₇₆₄ ₀.₁₂₀₀ ₀.₀₈₁₅

₆₇－₇₂
平均値 － ₀.₁₆₂₈ ₀.₀₁₂₈ ₀.₀₈₈₃ ₀.₀₁₀₂

₇₃－₁₂
平均値 － ₀.₀₄₄₄ ₀.₀₀₄₅ ₀.₀₆₆₇ ₀.₀₁₀₂

₇₃－₈₅
平均値 － ₀.₁₀₂₉ ₀.₀₀₉₃ ₀.₀₉₈₉ ₀.₀₁₀₃

₈₆－₉₅
平均値 － ₀.₀₄₃₆ ₀.₀₀₃₈ ₀.₀₅₈₀ ₀.₀₁₂₅

₉₆－₀₇
平均値 － ₀.₀₀₅₉ ₀.₀₀₂₀ ₀.₀₅₇₆ ₀.₀₀₉₀

₀₈－₁₂
平均値 － －₀.₀₁₃₉ －₀.₀₀₀₁ ₀.₀₂₂₄ ₀.₀₀₈₃

₁₃－₁₆
平均値 ₅₂₀₉₄₈₂.₅ ₀.₀₂₀₆ －₀.₀₀₁₃ ₀.₀₃₅₄ ₀.₀₀₇₀

₉₅－₁₂
平均値 －₀.₀₀₀₉ ₀.₀₀₇₄

出所：①IFS統計₁₉₇₉ yearbook より₁₉₅₀－₁₉₇₀年までの統計を採用
　　　②IFS統計₂₀₀₁ yearbook より₁₉₇₁－₁₉₉₈年までの統計を採用
　　　③IFS統計₂₀₁₁ yearbook より₁₉₉₉－₂₀₀₃年までの統計を採用
　　　④IFS統計₂₀₁₅ yearbook より₂₀₀₃－₂₀₀₄年までの統計を採用
　　　⑤IFS統計₂₀₁₇ yearbook より₂₀₀₅－₂₀₁₆年までの統計を採用
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$GDPph ¥GDPph 前年比 前年比

$GDPph ¥GDPph

₁₉₅₀ ₁₈₇₀ ₁.₀₀₀₀
₁₉₅₁ ₂₁₂₂ ₁.₁₃₄₇
₁₉₅₂ ₂₁₉₄ ₇₂₁ ₁.₀₃₃₉ ₁.₀₀₀₀
₁₉₅₃ ₂₂₇₆ ₈₀₂ ₁.₀₃₇₄ ₁.₁₁₃₀
₁₉₅₄ ₂₂₃₆ ₈₇₈ ₀.₉₈₂₂ ₁.₀₉₄₉
₁₉₅₅ ₂₃₉₄ ₉₅₇ ₁.₀₇₀₉ ₁.₀₈₉₅
₁₉₅₆ ₂₄₇₈ ₉₅₉ ₁.₀₃₄₈ ₁.₀₀₂₃
₁₉₅₇ ₂₅₆₁ ₁₂₀₉ ₁.₀₃₃₇ ₁.₂₆₀₉
₁₉₅₈ ₂₅₅₄ ₁₂₅₄ ₀.₉₉₇₀ ₁.₀₃₆₇
₁₉₅₉ ₂₇₂₂ ₁₃₈₆ ₁.₀₆₅₈ ₁.₁₀₅₆
₁₉₆₀ ₂₇₈₇ ₁₆₄₈ ₁.₀₂₃₉ ₁.₁₈₈₅
₁₉₆₁ ₂₈₃₂ ₂₀₁₈ ₁.₀₁₆₂ ₁.₂₂₄₈
₁₉₆₂ ₃₀₀₃ ₂₂₁₈ ₁.₀₆₀₄ ₁.₀₉₈₉
₁₉₆₃ ₃₁₂₄ ₂₅₃₅ ₁.₀₄₀₁ ₁.₁₄₃₁
₁₉₆₄ ₃₂₉₀ ₂₉₆₆ ₁.₀₅₃₄ ₁.₁₆₉₉
₁₉₆₅ ₃₅₁₇ ₃₂₅₃ ₁.₀₆₈₉ ₁.₀₉₆₈
₁₉₆₆ ₃₈₁₀ ₃₇₅₄ ₁.₀₆₈₉ ₁.₁₅₄₂
₁₉₆₇ ₃₉₈₅ ₄₀₇₉ ₁.₀₈₃₁ ₁.₀₈₆₆
₁₉₆₈ ₄₃₀₃ ₅₁₇₄ ₁.₀₄₆₀ ₁.₂₆₈₃
₁₉₆₉ ₄₅₉₄ ₅₉₈₈ ₁.₀₇₉₉ ₁.₁₅₇₄
₁₉₇₀ ₄₇₇₃ ₇₀₆₀ ₁.₀₃₈₉ ₁.₁₇₈₉
₁₉₇₁ ₅₄₅₁ ₇₆₆₆ ₁.₁₄₂₁ ₁.₀₈₅₉
₁₉₇₂ ₅₉₃₉ ₈₆₂₀ ₁.₀₈₉₆ ₁.₁₂₄₅
₁₉₇₃ ₆₅₈₅ ₁₀₃₄₉ ₁.₁₀₈₇ ₁.₂₀₀₆
₁₉₇₄ ₇₀₁₉ ₁₂₁₈₆ ₁.₀₆₅₉ ₁.₁₇₇₅
₁₉₇₅ ₇₅₇₁ ₁₃₂₉₅ ₁.₀₇₈₇ ₁.₀₉₀₉
₁₉₇₆ ₈₃₆₅ ₁₄₇₈₇ ₁.₁₀₄₈ ₁.₁₁₂₃
₁₉₇₇ ₉₂₂₄ ₁₆₃₀₃ ₁.₁₀₂₆ ₁.₁₀₂₅
₁₉₇₈ ₁₀₃₁₄ ₁₇₇₉₀ ₁.₁₁₈₃ ₁.₀₉₁₂
₁₉₇₉ ₁₁₄₀₃ ₁₉₁₂₀ ₁.₁₀₅₆ ₁.₀₇₄₈
₁₉₈₀ ₁₂₂₇₄ ₂₀₈₂₃ ₁.₀₇₆₄ ₁.₀₈₉₁
₁₉₈₁ ₁₃₆₁₈ ₂₂₁₈₅ ₁.₁₀₉₅ ₁.₀₆₅₄
₁₉₈₂ ₁₄₀₃₈ ₂₃₁₃₀ ₁.₀₃₀₈ ₁.₀₄₂₆
₁₉₈₃ ₁₅₀₈₇ ₂₃₉₃₆ ₁.₀₇₄₇ ₁.₀₃₄₈
₁₉₈₄ ₁₆₆₃₈ ₂₅₃₈₈ ₁.₁₀₂₈ ₁.₀₆₀₇
₁₉₈₅ ₁₇₆₆₅ ₂₆₉₆₁ ₁.₀₆₁₈ ₁.₀₆₁₉
₁₉₈₆ ₁₈₅₀₁ ₂₈₀₆₄ ₁.₀₄₇₃ ₁.₀₄₀₉
₁₉₈₇ ₁₉₅₂₉ ₂₉₁₄₅ ₁.₀₅₅₆ ₁.₀₃₈₅
₁₉₈₈ ₂₀₈₄₅ ₃₁₁₂₉ ₁.₀₆₇₄ ₁.₀₆₈₁
₁₉₈₉ ₂₂₁₉₃ ₃₃₂₈₂ ₁.₀₆₄₆ ₁.₀₆₉₂
₁₉₉₀ ₂₃₂₁₇ ₃₅₇₈₈ ₁.₀₄₆₂ ₁.₀₇₅₃

表 ₂ ．日米の ¥GDPph，$GDPphおよびその前年比の推移

₁₉₉₁ ₂₃₁₆₆ ₃₇₈₅₀ ₀.₉₉₇₈ ₁.₀₅₇₆
₁₉₉₂ ₂₄₁₉₃ ₃₈₇₂₂ ₁.₀₄₄₃ ₁.₀₂₃₀
₁₉₉₃ ₂₅₁₅₄ ₃₉₀₀₀ ₁.₀₃₉₇ ₁.₀₀₇₂
₁₉₉₄ ₂₆₄₂₂ ₃₉₃₀₉ ₁.₀₅₀₄ ₁.₀₀₇₉
₁₉₉₅ ₂₇₄₁₄ ₃₉₆₇₀ ₁.₀₃₇₆ ₁.₀₀₉₂
₁₉₉₆ ₂₈₆₂₈ ₄₀₅₉₈ ₁.₀₄₄₃ ₁.₀₂₃₄
₁₉₉₇ ₃₀₀₈₃ ₄₁₃₆₈ ₁.₀₅₀₈ ₁.₀₁₉₀
₁₉₉₈ ₃₁₂₈₅ ₃₉₉₈₀ ₁.₀₃₉₉ ₀.₉₆₆₄
₁₉₉₉ ₃₂₈₇₄ ₃₇₉₁₅ ₁.₀₅₀₈ ₀.₉₄₈₄
₂₀₀₀ ₃₅₂₂₇ ₄₀₅₅₅ ₁.₀₇₁₆ ₁.₀₆₉₆
₂₀₀₁ ₃₅₇₇₄ ₄₀₁₅₈ ₁.₀₁₅₆ ₀.₉₉₀₂
₂₀₀₂ ₃₆₆₆₃ ₃₉₅₃₆ ₁.₀₂₄₉ ₀.₉₈₄₅
₂₀₀₃ ₃₉₃₀₂ ₃₉₄₂₉ ₁.₀₇₂₀ ₀.₉₉₇₃
₂₀₀₄ ₄₁₅₄₁ ₃₉₇₃₅ ₁.₀₅₇₀ ₁.₀₀₇₈
₂₀₀₅ ₄₄₃₆₆ ₄₀₈₃₉ ₁.₀₆₈₀ ₁.₀₂₇₈
₂₀₀₆ ₄₆₅₂₃ ₄₁₀₂₅ ₁.₀₄₈₆ ₁.₀₀₄₅
₂₀₀₇ ₄₈₁₆₂ ₄₁₃₇₃ ₁.₀₃₅₂ ₁.₀₀₈₅
₂₀₀₈ ₄₈₅₁₇ ₄₀₅₀₇ ₁.₀₀₇₄ ₀.₉₇₉₁
₂₀₀₉ ₄₇₁₀₈ ₃₈₀₇₃ ₀.₉₇₁₀ ₀.₉₃₉₉
₂₀₁₀ ₄₈₄₈₅ ₃₈₅₀₃ ₁.₀₂₉₂ ₁.₀₁₁₃
₂₀₁₁ ₄₉₈₈₉ ₃₈₂₃₉ ₁.₀₂₉₀ ₀.₉₉₃₁
₂₀₁₂ ₅₁₅₅₈ ₃₈₅₃₉ ₁.₀₃₃₅ ₁.₀₀₇₈
₂₀₁₃ ₅₂₈₉₈ ₃₉₂₁₆ ₁.₀₂₆₀ ₁.₀₁₇₆
₂₀₁₄ ₅₄₇₄₃ ₄₀₀₈₃ ₁.₀₃₄₉ ₁.₀₂₂₁
₂₀₁₅ ₅₆₃₇₇ ₄₁₄₁₂ ₁.₀₂₉₈ ₁.₀₃₃₂
₂₀₁₆ ₅₇₆₃₆ ₄₂₀₃₂ ₁.₀₂₂₃ ₁.₀₁₅₀
₅₂－₇₂
平均値  ₃₃₇₂  ₃₁₀₂ ₁.₀₅₀₈ ₁.₁₂₇₇

₅₂－₆₆
平均値  ₂₇₈₅  ₁₇₇₁ ₁.₀₃₉₂ ₁.₁₁₈₆

₆₇－₇₂
平均値  ₄₈₄₁  ₆₄₃₁ ₁.₀₇₉₉ ₁.₁₅₀₃

₇₃－₁₂
平均値 ₂₆₉₁₁ ₃₁₈₆₅ ₁.₀₅₆₀ ₁.₀₃₉₅

₇₃－₈₅
平均値 ₁₁₅₂₃ ₁₈₉₄₃ ₁.₀₈₇₇ ₁.₀₉₂₆

₈₆－₉₅
平均値 ₂₃₀₆₃ ₃₅₁₉₆ ₁.₀₄₅₁ ₁.₀₃₉₇

₉₆－₀₇
平均値 ₃₇₅₃₆ ₄₀₂₀₉ ₁.₀₄₈₂ ₁.₀₀₃₉

₀₈－₁₂
平均値 ₄₉₁₁₁ ₃₈₇₇₂ ₁.₀₁₄₀ ₀.₉₈₆₃

₁₃－₁₆
平均値 ₅₅₄₁₄ ₄₀₆₈₆ ₁.₀₂₈₃ ₁.₀₂₂₀

₉₅－₁₂
平均値 ₄₀₁₈₉ ₃₉₇₈₀ ₁.₀₃₈₁ ₀.₉₉₉₃
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表 ₃ ．日本円の fxr，GDPppの変動および fxr/GDPppの乖離率の推移

¥fxr ¥GDPpp （¥/$） 
fxr/GDPpp $GDPpp $fxr （$/¥） 

fxr/GDPpp
₁₉₅₀ ₃.₆₁₀₀
₁₉₅₁ ₃.₆₁₀₀
₁₉₅₂ ₃.₆₁₁₀ ₃.₀₄₄₁ ₁.₁₈₆₂ ₀.₃₂₈₅ ₀.₂₇₆₉ ₀.₈₄₃₀
₁₉₅₃ ₃.₆₀₀₀ ₂.₈₃₇₁ ₁.₂₆₈₉ ₀.₃₅₂₅ ₀.₂₇₇₈ ₀.₇₈₈₁
₁₉₅₄ ₃.₆₀₀₀ ₂.₅₄₅₂ ₁.₄₁₄₄ ₀.₃₉₂₉ ₀.₂₇₇₈ ₀.₇₀₇₀
₁₉₅₅ ₃.₆₀₀₀ ₂.₅₀₁₉ ₁.₄₃₈₉ ₀.₃₉₉₇ ₀.₂₇₇₈ ₀.₆₉₅₀
₁₉₅₆ ₃.₆₀₀₀ ₂.₅₈₃₁ ₁.₃₉₃₇ ₀.₃₈₇₁ ₀.₂₇₇₈ ₀.₇₁₇₅
₁₉₅₇ ₃.₆₀₀₀ ₂.₁₁₇₇ ₁.₆₉₉₉ ₀.₄₇₂₂ ₀.₂₇₇₈ ₀.₅₈₈₃
₁₉₅₈ ₃.₆₀₀₀ ₂.₀₃₆₇ ₁.₇₆₇₆ ₀.₄₉₁₀ ₀.₂₇₇₈ ₀.₅₆₅₇
₁₉₅₉ ₃.₆₀₀₀ ₁.₉₆₃₃ ₁.₈₃₃₇ ₀.₅₀₉₄ ₀.₂₇₇₈ ₀.₅₄₅₃
₁₉₆₀ ₃.₆₀₀₀ ₁.₆₉₁₄ ₂.₁₂₈₅ ₀.₅₉₁₂ ₀.₂₇₇₈ ₀.₄₆₉₈
₁₉₆₁ ₃.₆₀₀₀ ₁.₄₀₃₃ ₂.₅₆₅₃ ₀.₇₁₂₆ ₀.₂₇₇₈ ₀.₃₈₉₈
₁₉₆₂ ₃.₆₀₀₀ ₁.₃₅₄₂ ₂.₆₅₈₅ ₀.₇₃₈₅ ₀.₂₇₇₈ ₀.₃₇₆₂
₁₉₆₃ ₃.₆₀₀₀ ₁.₂₃₂₂ ₂.₉₂₁₆ ₀.₈₁₁₆ ₀.₂₇₇₈ ₀.₃₄₂₃
₁₉₆₄ ₃.₆₀₀₀ ₁.₁₀₉₅ ₃.₂₄₄₈ ₀.₉₀₁₃ ₀.₂₇₇₈ ₀.₃₀₈₂
₁₉₆₅ ₃.₆₀₀₀ ₁.₀₈₁₃ ₃.₃₂₉₃ ₀.₉₂₄₈ ₀.₂₇₇₈ ₀.₃₀₀₄
₁₉₆₆ ₃.₆₀₀₀ ₁.₀₁₄₇ ₃.₅₄₇₇ ₀.₉₈₅₅ ₀.₂₇₇₈ ₀.₂₈₁₉
₁₉₆₇ ₃.₆₀₀₀ ₁.₀₂₃₇ ₃.₅₁₆₅ ₀.₉₇₆₈ ₀.₂₇₇₈ ₀.₂₈₄₄
₁₉₆₈ ₃.₆₀₀₀ ₁.₂₀₂₃ ₂.₉₉₄₂ ₀.₈₃₁₇ ₀.₂₇₇₈ ₀.₃₃₄₀
₁₉₆₉ ₃.₆₀₀₀ ₁.₃₀₃₅ ₂.₇₆₁₉ ₀.₇₆₇₂ ₀.₂₇₇₈ ₀.₃₆₂₁
₁₉₇₀ ₃.₆₀₀₀ ₁.₄₇₉₂ ₂.₄₃₃₈ ₀.₆₇₆₀ ₀.₂₇₇₈ ₀.₄₁₀₉
₁₉₇₁ ₃.₄₉₈₃ ₁.₄₀₆₄ ₂.₄₈₇₄ ₀.₇₁₁₀ ₀.₂₈₅₉ ₀.₄₀₂₀
₁₉₇₂ ₃.₀₃₁₁ ₁.₄₅₁₅ ₂.₀₈₈₃ ₀.₆₈₉₀ ₀.₃₂₉₉ ₀.₄₇₈₉
₁₉₇₃ ₂.₇₁₇₀ ₁.₅₇₁₇ ₁.₇₂₈₇ ₀.₆₃₆₂ ₀.₃₆₈₁ ₀.₅₇₈₅
₁₉₇₄ ₂.₉₂₀₈ ₁.₇₃₆₂ ₁.₆₈₂₃ ₀.₅₇₆₀ ₀.₃₄₂₄ ₀.₅₉₄₄
₁₉₇₅ ₂.₉₆₇₉ ₁.₇₅₅₉ ₁.₆₉₀₃ ₀.₅₆₉₅ ₀.₃₃₆₉ ₀.₅₉₁₆
₁₉₇₆ ₂.₉₆₅₅ ₁.₇₆₇₇ ₁.₆₇₇₆ ₀.₅₆₅₇ ₀.₃₃₇₂ ₀.₅₉₆₁
₁₉₇₇ ₂.₆₈₅₁ ₁.₇₆₇₅ ₁.₅₁₉₂ ₀.₅₆₅₈ ₀.₃₇₂₄ ₀.₆₅₈₃
₁₉₇₈ ₂.₁₀₄₄ ₁.₇₂₄₇ ₁.₂₂₀₁ ₀.₅₇₉₈ ₀.₄₇₅₂ ₀.₈₁₉₆
₁₉₇₉ ₂.₁₉₁₄ ₁.₆₇₆₈ ₁.₃₀₆₉ ₀.₅₉₆₄ ₀.₄₅₆₃ ₀.₇₆₅₂
₁₉₈₀ ₂.₂₆₇₄ ₁.₆₉₆₅ ₁.₃₃₆₅ ₀.₅₈₉₅ ₀.₄₄₁₀ ₀.₇₄₈₂
₁₉₈₁ ₂.₂₀₅₄ ₁.₆₂₉₁ ₁.₃₅₃₈ ₀.₆₁₃₈ ₀.₄₅₃₄ ₀.₇₃₈₇
₁₉₈₂ ₂.₄₉₀₈ ₁.₆₄₇₇ ₁.₅₁₁₇ ₀.₆₀₆₉ ₀.₄₀₁₅ ₀.₆₆₁₅
₁₉₈₃ ₂.₃₇₅₁ ₁.₅₈₆₅ ₁.₄₉₇₁ ₀.₆₃₀₃ ₀.₄₂₁₀ ₀.₆₆₈₀
₁₉₈₄ ₂.₃₇₅₂ ₁.₅₂₅₉ ₁.₅₅₆₆ ₀.₆₅₅₃ ₀.₄₂₁₀ ₀.₆₄₂₄
₁₉₈₅ ₂.₃₈₅₄ ₁.₅₂₆₂ ₁.₅₆₃₀ ₀.₆₅₅₂ ₀.₄₁₉₂ ₀.₆₃₉₈
₁₉₈₆ ₁.₆₈₅₂ ₁.₅₁₆₉ ₁.₁₁₁₀ ₀.₆₅₉₃ ₀.₅₉₃₄ ₀.₉₀₀₁
₁₉₈₇ ₁.₄₄₆₄ ₁.₄₉₂₄ ₀.₉₆₉₂ ₀.₆₇₀₁ ₀.₆₉₁₄ ₁.₀₃₁₈
₁₉₈₈ ₁.₂₈₁₅ ₁.₄₉₃₃ ₀.₈₅₈₁ ₀.₆₆₉₆ ₀.₇₈₀₃ ₁.₁₆₅₃
₁₉₈₉ ₁.₃₇₉₆ ₁.₄₉₉₇ ₀.₉₁₉₉ ₀.₆₆₆₈ ₀.₇₂₄₈ ₁.₀₈₇₁
₁₉₉₀ ₁.₄₄₇₉ ₁.₅₄₁₄ ₀.₉₃₉₃ ₀.₆₄₈₇ ₀.₆₉₀₇ ₁.₀₆₄₆
₁₉₉₁ ₁.₃₄₇₁ ₁.₆₃₃₈ ₀.₈₂₄₅ ₀.₆₁₂₁ ₀.₇₄₂₃ ₁.₂₁₂₉
₁₉₉₂ ₁.₂₆₆₅ ₁.₆₀₀₆ ₀.₇₉₁₃ ₀.₆₂₄₈ ₀.₇₈₉₆ ₁.₂₆₃₈
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₁₉₉₃ ₁.₁₁₂₀ ₁.₅₅₀₅ ₀.₇₁₇₂ ₀.₆₄₅₀ ₀.₈₉₉₃ ₁.₃₉₄₃
₁₉₉₄ ₁.₀₂₂₁ ₁.₄₈₇₈ ₀.₆₈₇₀ ₀.₆₇₂₂ ₀.₉₇₈₄ ₁.₄₅₅₆
₁₉₉₅ ₀.₉₄₀₆ ₁.₄₄₇₁ ₀.₆₅₀₀ ₀.₆₉₁₁ ₁.₀₆₃₂ ₁.₅₃₈₄
₁₉₉₆ ₁.₀₈₇₈ ₁.₄₁₈₁ ₀.₇₆₇₁ ₀.₇₀₅₂ ₀.₉₁₉₃ ₁.₃₀₃₆
₁₉₉₇ ₁.₂₀₉₉ ₁.₃₇₅₁ ₀.₈₇₉₈ ₀.₇₂₇₂ ₀.₈₂₆₅ ₁.₁₃₆₆
₁₉₉₈ ₁.₃₀₉₁ ₁.₂₇₇₉ ₁.₀₂₄₄ ₀.₇₈₂₅ ₀.₇₆₃₉ ₀.₉₇₆₂
₁₉₉₉ ₁.₁₃₉₁ ₁.₁₅₃₄ ₀.₉₈₇₆ ₀.₈₆₇₀ ₀.₈₇₇₉ ₁.₀₁₂₅
₂₀₀₀ ₁.₀₇₇₇ ₁.₁₅₁₃ ₀.₉₃₆₁ ₀.₈₆₈₆ ₀.₉₂₇₉ ₁.₀₆₈₃
₂₀₀₁ ₁.₂₁₅₃ ₁.₁₂₂₅ ₁.₀₈₂₇ ₀.₈₉₀₉ ₀.₈₂₂₈ ₀.₉₂₃₇
₂₀₀₂ ₁.₂₅₃₉ ₁.₀₇₈₄ ₁.₁₆₂₈ ₀.₉₂₇₃ ₀.₇₉₇₅ ₀.₈₆₀₀
₂₀₀₃ ₁.₁₅₉₃ ₁.₀₀₃₂ ₁.₁₅₅₆ ₀.₉₉₆₈ ₀.₈₆₂₆ ₀.₈₆₅₄
₂₀₀₄ ₁.₀₈₁₉ ₀.₉₅₆₅ ₁.₁₃₁₁ ₁.₀₄₅₄ ₀.₉₂₄₃ ₀.₈₈₄₁
₂₀₀₅ ₁.₁₀₂₂ ₀.₉₂₀₅ ₁.₁₉₇₄ ₁.₀₈₆₃ ₀.₉₀₇₃ ₀.₈₃₅₂
₂₀₀₆ ₁.₁₆₃₀ ₀.₈₈₁₈ ₁.₃₁₈₉ ₁.₁₃₄₀ ₀.₈₅₉₈ ₀.₇₅₈₂
₂₀₀₇ ₁.₁₇₇₅ ₀.₈₅₉₀ ₁.₃₇₀₇ ₁.₁₆₄₁ ₀.₈₄₉₃ ₀.₇₂₉₅
₂₀₀₈ ₁.₀₃₃₆ ₀.₈₃₄₉ ₁.₂₃₈₀ ₁.₁₉₇₇ ₀.₉₆₇₅ ₀.₈₀₇₈
₂₀₀₉ ₀.₉₃₅₇ ₀.₈₀₈₂ ₁.₁₅₇₇ ₁.₂₃₇₃ ₁.₀₆₈₇ ₀.₈₆₃₇
₂₀₁₀ ₀.₈₇₇₈ ₀.₇₉₄₁ ₁.₁₀₅₄ ₁.₂₅₉₂ ₁.₁₃₉₂ ₀.₉₀₄₇
₂₀₁₁ ₀.₇₉₈₁ ₀.₇₆₆₅ ₁.₀₄₁₂ ₁.₃₀₄₇ ₁.₂₅₃₀ ₀.₉₆₀₄
₂₀₁₂ ₀.₇₉₇₉ ₀.₇₄₇₅ ₁.₀₆₇₄ ₁.₃₃₇₈ ₁.₂₅₃₃ ₀.₉₃₆₈
₂₀₁₃ ₀.₉₇₆₀ ₀.₇₄₁₃ ₁.₃₁₆₅ ₁.₃₄₈₉ ₁.₀₂₄₆ ₀.₇₅₉₆
₂₀₁₄ ₁.₀₅₉₅ ₀.₇₃₂₂ ₁.₄₄₇₀ ₁.₃₆₅₈ ₀.₉₄₃₉ ₀.₆₉₁₁
₂₀₁₅ ₁.₂₁₀₄ ₀.₇₃₄₆ ₁.₆₄₇₈ ₁.₃₆₁₄ ₀.₈₂₆₁ ₀.₆₀₆₉
₂₀₁₆ ₁.₀₈₇₉ ₀.₇₂₉₃ ₁.₄₉₁₈ ₁.₃₇₁₂ ₀.₉₁₉₂ ₀.₆₇₀₃
₅₂－₇₂
平均値 ₃.₅₆₈₆ ₁.₇₃₂₅ ₂.₃₁₈₁ ₀.₆₅₀₀ ₀.₂₈₀₆ ₀.₄₃₁₇

₅₂－₆₆
平均値 ₃.₆₀₀₇ ₁.₉₀₁₀ ₂.₁₅₉₉ ₀.₅₉₉₉ ₀.₂₇₇₇ ₀.₅₂₇₉

₆₇－₇₂
平均値 ₃.₄₈₈₂ ₁.₃₁₁₁ ₂.₇₁₃₇ ₀.₇₇₅₃ ₀.₂₈₇₈ ₀.₃₇₈₇

₇₃－₁₂
平均値 ₁.₆₀₀₀ ₁.₃₅₀₆ ₁.₁₆₈₄ ₀.₇₉₈₃ ₀.₇₃₀₅ ₀.₉₁₅₁

₇₃－₈₅
平均値 ₂.₅₁₁₆ ₁.₆₆₂₅ ₁.₅₁₁₀ ₀.₆₀₃₁ ₀.₄₀₃₅ ₀.₆₆₉₄

₈₆－₉₅
平均値 ₁.₂₉₂₉ ₁.₅₂₆₃ ₀.₈₄₆₈ ₀.₆₅₆₀ ₀.₇₉₅₃ ₁.₂₁₁₄

₉₆－₀₇
平均値 ₁.₁₆₄₇ ₁.₀₉₉₈ ₁.₀₈₄₅ ₀.₉₃₂₉ ₀.₈₆₁₆ ₀.₉₄₆₁

₀₈－₁₂
平均値 ₀.₈₈₈₆ ₀.₇₉₀₂ ₁.₁₂₂₀ ₁.₂₆₇₄ ₁.₁₃₆₃ ₀.₈₉₄₇

₁₃－₁₆
平均値 ₁.₀₈₃₅ ₀.₇₃₄₃ ₁.₄₇₅₈ ₁.₃₆₁₈ ₀.₉₂₈₄ ₀.₆₈₂₀

₉₅－₁₂
平均値 ₁.₀₇₅₆ ₁.₀₃₃₁ ₁.₀₇₀₈ ₁.₀₁₂₄ ₀.₉₄₉₁ ₀.₈₉₂₄

注： ①GDPppは GDP平価，GDPgap は経済格差，CRSrは GDP平価のクロスレートを表す。
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表 ₄ ．US$を基準とする主要 ₄通貨 $・¥・€・£の fxr/GDPpp乖離率の推移

$GDPpp （mr・€/$）
fxr/GDPpp

（$/mr・€）
fxr/GDPpp

（£/$）
fxr/GDPpp

（$/£）
fxr/GDPpp

（¥/$）
fxr/GDPpp

（$/¥）
fxr/GDPpp

₁₉₅₀ ₁.₀₀₀₀ ₄.₀₁₀₅ ₀.₂₄₉₃ ₀.₃₈₂₄ ₂.₆₁₅₁
₁₉₅₁ ₁.₀₀₀₀ ₃.₇₆₄₆ ₀.₂₆₅₆ ₀.₃₇₇₆ ₂.₆₄₈₃
₁₉₅₂ ₁.₀₀₀₀ ₃.₄₃₂₄ ₀.₂₉₁₃ ₀.₃₉₄₇ ₂.₅₃₃₆ ₁.₁₈₆₂ ₀.₈₄₃₀
₁₉₅₃ ₁.₀₀₀₀ ₃.₃₄₁₄ ₀.₂₉₉₃ ₀.₄₀₈₈ ₂.₄₄₆₂ ₁.₂₆₈₉ ₀.₇₈₈₁
₁₉₅₄ ₁.₀₀₀₀ ₃.₀₇₈₉ ₀.₃₂₄₈ ₀.₄₂₉₆ ₂.₃₂₇₇ ₁.₄₁₄₄ ₀.₇₀₇₀
₁₉₅₅ ₁.₀₀₀₀ ₂.₉₁₂₉ ₀.₃₄₃₃ ₀.₄₃₈₁ ₂.₂₈₂₆ ₁.₄₃₈₉ ₀.₆₉₅₀
₁₉₅₆ ₁.₀₀₀₀ ₂.₇₇₁₆ ₀.₃₆₀₈ ₀.₄₅₅₉ ₂.₁₉₃₅ ₁.₃₉₃₇ ₀.₇₁₇₅
₁₉₅₇ ₁.₀₀₀₀ ₂.₆₆₇₀ ₀.₃₇₄₉ ₀.₄₆₄₃ ₂.₁₅₃₈ ₁.₆₉₉₉ ₀.₅₈₈₃
₁₉₅₈ ₁.₀₀₀₀ ₂.₅₁₈₁ ₀.₃₉₇₁ ₀.₄₈₃₁ ₂.₀₇₀₀ ₁.₇₆₇₆ ₀.₅₆₅₇
₁₉₅₉ ₁.₀₀₀₀ ₂.₅₀₅₄ ₀.₃₉₉₁ ₀.₄₇₃₀ ₂.₁₁₄₂ ₁.₈₃₃₇ ₀.₅₄₅₃
₁₉₆₀ ₁.₀₀₀₀ ₂.₁₄₂₁ ₀.₄₆₆₈ ₀.₄₈₉₄ ₂.₀₄₃₃ ₂.₁₂₈₅ ₀.₄₆₉₈
₁₉₆₁ ₁.₀₀₀₀ ₁.₉₃₅₇ ₀.₅₁₆₆ ₀.₅₁₀₀ ₁.₉₆₀₈ ₂.₅₆₅₃ ₀.₃₈₉₈
₁₉₆₂ ₁.₀₀₀₀ ₁.₈₉₁₉ ₀.₅₂₈₆ ₀.₄₉₉₂ ₂.₀₀₃₂ ₂.₆₅₈₅ ₀.₃₇₆₂
₁₉₆₃ ₁.₀₀₀₀ ₁.₈₇₆₆ ₀.₅₃₂₉ ₀.₅₀₈₀ ₁.₉₆₈₅ ₂.₉₂₁₆ ₀.₃₄₂₃
₁₉₆₄ ₁.₀₀₀₀ ₁.₈₁₆₃ ₀.₅₅₀₆ ₀.₅₂₃₅ ₁.₉₁₀₂ ₃.₂₄₄₈ ₀.₃₀₈₂
₁₉₆₅ ₁.₀₀₀₀ ₁.₇₉₅₉ ₀.₅₅₆₈ ₀.₅₂₃₂ ₁.₉₁₁₃ ₃.₃₂₉₃ ₀.₃₀₀₄
₁₉₆₆ ₁.₀₀₀₀ ₁.₇₉₅₉ ₀.₅₄₁₈ ₀.₅₁₂₂ ₁.₉₅₂₄ ₃.₅₄₇₇ ₀.₂₈₁₉
₁₉₆₇ ₁.₀₀₀₀ ₁.₇₉₅₉ ₀.₅₂₃₄ ₀.₅₀₈₃ ₁.₉₆₇₃ ₃.₅₁₆₅ ₀.₂₈₄₄
₁₉₆₈ ₁.₀₀₀₀ ₁.₇₉₅₉ ₀.₅₂₂₇ ₀.₄₃₈₉ ₂.₂₇₈₄ ₂.₉₉₄₂ ₀.₃₃₄₀
₁₉₆₉ ₁.₀₀₀₀ ₁.₇₆₂₅ ₀.₅₆₇₄ ₀.₄₃₈₅ ₂.₂₈₀₅ ₂.₇₆₁₉ ₀.₃₆₂₁
₁₉₇₀ ₁.₀₀₀₀ ₁.₅₆₂₂ ₀.₆₄₀₁ ₀.₄₆₈₀ ₂.₁₃₆₈ ₂.₄₃₃₈ ₀.₄₁₀₉
₁₉₇₁ ₁.₀₀₀₀ ₁.₅₆₄₂ ₀.₆₃₉₃ ₀.₄₆₀₇ ₂.₁₇₀₆ ₂.₄₈₇₄ ₀.₄₀₂₀
₁₉₇₂ ₁.₀₀₀₀ ₁.₄₁₉₂ ₀.₇₀₄₆ ₀.₄₈₆₄ ₂.₀₅₅₉ ₂.₀₈₈₃ ₀.₄₇₈₉
₁₉₇₃ ₁.₀₀₀₀ ₁.₁₈₈₈ ₀.₈₄₁₂ ₀.₄₉₂₈ ₂.₀₂₉₂ ₁.₇₂₈₇ ₀.₅₇₈₅
₁₉₇₄ ₁.₀₀₀₀ ₁.₁₄₃₉ ₀.₈₇₄₂ ₀.₄₉₈₂ ₂.₀₀₇₂ ₁.₆₈₂₃ ₀.₅₉₄₄
₁₉₇₅ ₁.₀₀₀₀ ₁.₁₂₀₇ ₀.₈₉₂₃ ₀.₅₅₃₉ ₁.₈₀₅₄ ₁.₆₉₀₃ ₀.₅₉₁₆
₁₉₇₆ ₁.₀₀₀₀ ₁.₁₅₉₄ ₀.₈₆₂₅ ₀.₄₈₂₆ ₂.₀₇₂₁ ₁.₆₇₇₆ ₀.₅₉₆₁
₁₉₇₇ ₁.₀₀₀₀ ₁.₁₀₁₃ ₀.₉₀₈₁ ₀.₄₉₂₉ ₂.₀₂₈₈ ₁.₅₁₉₂ ₀.₆₅₈₂
₁₉₇₈ ₁.₀₀₀₀ ₀.₉₉₀₀ ₁.₀₁₀₁ ₀.₅₅₉₃ ₁.₇₈₇₉ ₁.₂₂₀₁ ₀.₈₁₉₆
₁₉₇₉ ₁.₀₀₀₀ ₀.₉₂₄₉ ₁.₀₈₁₂ ₀.₆₅₇₃ ₁.₅₂₁₄ ₁.₃₀₆₉ ₀.₇₆₅₂
₁₉₈₀ ₁.₀₀₀₀ ₀.₉₃₃₄ ₁.₀₇₁₄ ₀.₇₇₅₆ ₁.₂₈₉₃ ₁.₃₃₆₅ ₀.₇₄₈₂
₁₉₈₁ ₁.₀₀₀₀ ₁.₂₃₅₉ ₀.₈₀₉₁ ₀.₆₆₉₃ ₁.₄₉₄₁ ₁.₃₅₃₈ ₀.₇₃₈₇
₁₉₈₂ ₁.₀₀₀₀ ₁.₃₂₂₃ ₀.₇₅₆₃ ₀.₆₁₃₃ ₁.₆₃₀₅ ₁.₅₁₁₇ ₀.₆₆₁₅
₁₉₈₃ ₁.₀₀₀₀ ₁.₄₁₈₃ ₀.₇₀₅₁ ₀.₅₄₀₀ ₁.₈₅₁₉ ₁.₄₉₇₁ ₀.₆₆₈₀
₁₉₈₄ ₁.₀₀₀₀ ₁.₆₅₄₅ ₀.₆₀₄₄ ₀.₄₆₀₇ ₂.₁₇₀₆ ₁.₅₅₆₆ ₀.₆₄₂₄
₁₉₈₅ ₁.₀₀₀₀ ₁.₇₃₆₅ ₀.₅₇₅₉ ₀.₄₆₀₁ ₂.₁₇₃₄ ₁.₅₆₃₀ ₀.₆₃₉₈
₁₉₈₆ ₁.₀₀₀₀ ₁.₂₇₁₄ ₀.₇₈₆₅ ₀.₅₃₂₅ ₁.₈₇₇₉ ₁.₁₁₁₀ ₀.₉₀₀₁
₁₉₈₇ ₁.₀₀₀₀ ₁.₀₇₆₉ ₀.₉₂₈₆ ₀.₆₁₇₅ ₁.₆₁₉₄ ₀.₉₆₉₂ ₁.₀₃₁₈
₁₉₈₈ ₁.₀₀₀₀ ₁.₀₇₃₆ ₀.₉₃₁₄ ₀.₆₉₉₃ ₁.₄₃₀₀ ₀.₈₅₈₁ ₁.₁₆₅₄
₁₉₈₉ ₁.₀₀₀₀ ₁.₄₇₆₄ ₀.₆₇₇₃ ₀.₆₆₁₂ ₁.₅₁₂₄ ₀.₉₁₉₉ ₁.₀₈₇₁
₁₉₉₀ ₁.₀₀₀₀ ₁.₂₂₄₅ ₀.₈₁₆₇ ₀.₇₄₂₈ ₁.₃₄₆₃ ₀.₉₃₉₃ ₁.₀₆₄₆
₁₉₉₁ ₁.₀₀₀₀ ₁.₀₄₆₆ ₀.₉₅₅₅ ₀.₇₇₂₃ ₁.₂₉₄₈ ₀.₈₂₄₅ ₁.₂₁₂₉
₁₉₉₂ ₁.₀₀₀₀ ₀.₉₆₄₈ ₁.₀₃₆₅ ₀.₇₆₅₁ ₁.₃₀₇₀ ₀.₇₉₁₃ ₁.₂₆₃₇



神田：理論的根拠のある通貨の価値尺度「GDP平価」が為替を安定させる

─　　─189

₁₉₉₃ ₁.₀₀₀₀ ₁.₀₄₃₆ ₀.₉₅₈₂ ₀.₆₅₆₁ ₁.₅₂₄₂ ₀.₇₁₇₂ ₁.₃₉₄₃
₁₉₉₄ ₁.₀₀₀₀ ₁.₀₂₈₅ ₀.₉₇₂₃ ₀.₆₇₂₇ ₁.₄₈₆₅ ₀.₆₈₇₀ ₁.₄₅₅₆
₁₉₉₅ ₁.₀₀₀₀ ₀.₉₁₀₆ ₁.₀₉₈₁ ₀.₇₀₁₄ ₁.₄₂₅₇ ₀.₆₅₀₀ ₁.₅₃₈₅
₁₉₉₆ ₁.₀₀₀₀ ₀.₉₈₃₉ ₁.₀₁₆₄ ₀.₇₀₁₄ ₁.₄₂₅₇ ₀.₇₆₇₁ ₁.₃₀₃₆
₁₉₉₇ ₁.₀₀₀₀ ₁.₁₆₇₅ ₀.₈₅₆₅ ₀.₇₄₃₀ ₁.₃₄₅₉ ₀.₈₇₉₈ ₁.₁₃₆₆
₁₉₉₈ ₁.₀₀₀₀ ₁.₁₉₃₂ ₀.₈₃₈₁ ₀.₇₆₁₂ ₁.₃₁₃₇ ₁.₀₂₄₄ ₀.₉₇₆₂
₁₉₉₉ ₁.₀₀₀₀ ₁.₄₃₆₀ ₀.₆₉₆₄ ₀.₇₇₈₈ ₁.₂₈₄₀ ₀.₉₈₇₆ ₁.₀₁₂₆
₂₀₀₀ ₁.₀₀₀₀ ₁.₆₉₆₅ ₀.₅₈₉₅ ₀.₇₁₃₄ ₁.₄₀₁₇ ₀.₉₃₆₁ ₁.₀₆₈₃
₂₀₀₁ ₁.₀₀₀₀ ₁.₇₄₄₅ ₀.₅₆₉₃ ₀.₆₉₅₅ ₁.₄₃₇₈ ₁.₀₈₂₇ ₀.₉₂₃₆
₂₀₀₂ ₁.₀₀₀₀ ₁.₆₅₃₁ ₀.₅₈₂₇ ₀.₇₄₁₆ ₁.₃₄₈₄ ₁.₁₆₂₈ ₀.₈₆₀₀
₂₀₀₃ ₁.₀₀₀₀ ₁.₃₉₈₆ ₀.₆₈₈₃ ₀.₈₅₇₂ ₁.₁₆₆₆ ₁.₁₅₅₆ ₀.₈₆₅₄
₂₀₀₄ ₁.₀₀₀₀ ₁.₂₉₈₉ ₀.₇₅₇₁ ₀.₉₂₃₁ ₁.₀₈₃₃ ₁.₁₃₁₁ ₀.₈₈₄₁
₂₀₀₅ ₁.₀₀₀₀ ₁.₃₂₈₅ ₀.₇₅₈₄ ₀.₉₀₂₉ ₁.₁₀₇₅ ₁.₁₉₇₄ ₀.₈₃₅₁
₂₀₀₆ ₁.₀₀₀₀ ₁.₂₈₆₈ ₀.₇₆₅₀ ₀.₉₁₄₄ ₁.₀₉₃₆ ₁.₃₁₈₉ ₀.₇₅₈₂
₂₀₀₇ ₁.₀₀₀₀ ₁.₁₈₄₃ ₀.₈₃₄₇ ₁.₀₀₂₃ ₀.₉₉₇₇ ₁.₃₇₀₇ ₀.₇₂₉₆
₂₀₀₈ ₁.₀₀₀₀ ₁.₁₁₈₉ ₀.₈₉₃₂ ₀.₉₃₄₄ ₁.₀₇₀₂ ₁.₂₃₈₀ ₀.₈₀₇₈
₂₀₀₉ ₁.₀₀₀₀ ₁.₂₂₁₇ ₀.₈₄₇₂ ₀.₇₈₄₈ ₁.₂₇₄₂ ₁.₁₅₇₇ ₀.₈₆₃₈
₂₀₁₀ ₁.₀₀₀₀ ₁.₃₀₂₀ ₀.₈₀₇₇ ₀.₇₈₄₉ ₁.₂₇₄₀ ₁.₁₀₅₄ ₀.₉₀₄₆
₂₀₁₁ ₁.₀₀₀₀ ₁.₂₅₀₆ ₀.₈₄₇₇ ₀.₈₁₄₉ ₁.₂₂₇₁ ₁.₀₄₁₂ ₀.₉₆₀₄
₂₀₁₂ ₁.₀₀₀₀ ₁.₃₉₇₉ ₀.₇₈₃₅ ₀.₇₉₂₂ ₁.₂₆₂₃ ₁.₀₆₇₄ ₀.₉₃₆₉
₂₀₁₃ ₁.₀₀₀₀ ₁.₃₇₅₉ ₀.₈₀₉₆ ₀.₇₈₃₈ ₁.₂₇₅₈ ₁.₃₁₆₅ ₀.₇₅₉₆
₁₀₁₄ ₁.₀₀₀₀ ₁.₃₆₂₉ ₀.₈₀₉₁ ₀.₈₂₉₂ ₁.₂₀₆₀ ₁.₄₄₇₀ ₀.₆₉₁₁
₂₀₁₅ ₁.₀₀₀₀ ₁.₆₄₅₁ ₀.₆₇₆₃ ₀.₇₇₃₀ ₁.₂₉₃₇ ₁.₆₄₇₈ ₀.₆₀₆₉
₂₀₁₆ ₁.₀₀₀₀ ₁.₆₁₃₃ ₀.₆₇₄₆ ₀.₆₉₃₄ ₁.₄₄₂₂ ₁.₄₉₁₈ ₀.₆₇₀₃
₅₂－₁₂
平均乖離率 ₁.₀₀₀₀ ₁.₅₇₅₃ ₀.₆₂₀₃ ₁.₆₁₂₂ ₁.₅₆₄₂ ₀.₆₃₉₃

₅₂－₆₆
平均乖離率 ₁.₀₀₀₀ ₂.₄₃₂₁ ₀.₄₇₄₂ ₂.₁₀₈₈ ₂.₁₅₉₉ ₀.₄₆₃₀

₆₇－₇₂
平均乖離率 ₁.₀₀₀₀ ₁.₆₅₀₀ ₀.₄₆₆₈ ₂.₁₄₂₂ ₂.₇₁₃₇ ₀.₃₆₈₅

₅₂－₇₂
平均乖離率 ₁.₀₀₀₀ ₂.₂₀₈₇ ₀.₄₇₂₁ ₂.₁₁₈₃ ₂.₃₁₈₁ ₀.₄₃₁₄

₇₃－₁₂
平均乖離率 ₁.₀₀₀₀ ₁.₂₄₂₇ ₀.₆₉₈₁ ₁.₄₃₂₅ ₁.₁₆₈₄ ₀.₈₅₅₉

₇₃－₈₅
平均乖離率 ₁.₀₀₀₀ ₁.₂₂₅₄ ₀.₅₅₈₂ ₁.₇₉₁₆ ₁.₅₁₁₁ ₀.₆₆₁₈

₈₆－₉₅
平均乖離率 ₁.₀₀₀₀ ₁.₁₁₁₇ ₀.₆₈₂₁ ₁.₄₆₆₁ ₀.₈₄₆₈ ₁.₁₈₁₀

₉₆－₀₇
平均乖離率 ₁.₀₀₀₀ ₁.₃₆₄₃ ₀.₈₁₁₂ ₁.₂₃₂₇ ₁.₀₈₄₅ ₀.₉₂₂₁

₀₈－₁₂
平均乖離率 ₁.₀₀₀₀ ₁.₂₅₈₂ ₀.₈₂₂₂ ₁.₂₁₆₂ ₁.₁₂₁₉ ₀.₈₉₁₃

₁₃－₁₆
平均乖離率 ₁.₀₀₀₀ ₁.₄₉₉₃ ₀.₇₆₉₉ ₁.₂₉₉₀ ₁.₄₇₅₈ ₀.₆₇₇₆
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表 ₅ ．対ドルマルク・ユーロ，ポンドの fxrおよび GDPppの推移

（mr・€/$）
GDPpp

（mr・€/$）
fxr

（£/$）
GDPpp

（£/$）
fxr US$

₁₉₅₀ ₁.₀₄₆₀ ₄.₁₉₅₀ ₀.₁₃₆₆ ₀.₃₅₇₁
₁₉₅₁ ₁.₁₁₄₃ ₄.₁₉₅₀ ₀.₁₃₄₉ ₀.₃₅₇₁
₁₉₅₂ ₁.₂₂₃₆ ₄.₂₀₀₀ ₀.₁₄₁₀ ₀.₃₅₇₁ ₁.₀₀₀₀
₁₉₅₃ ₁.₂₅₆₉ ₄.₂₀₀₀ ₀.₁₄₆₀ ₀.₃₅₇₁ ₁.₀₀₀₀
₁₉₅₄ ₁.₃₆₄₁ ₄.₂₀₀₀ ₀.₁₅₃₄ ₀.₃₅₇₁ ₁.₀₀₀₀
₁₉₅₅ ₁.₄₄₁₉ ₄.₂₀₀₀ ₀.₁₅₆₅ ₀.₃₅₇₁ ₁.₀₀₀₀
₁₉₅₆ ₁.₅₁₅₃ ₄.₂₀₀₀ ₀.₁₆₂₈ ₀.₃₅₇₁ ₁.₀₀₀₀
₁₉₅₇ ₁.₅₇₄₈ ₄.₂₀₀₀ ₀.₁₆₅₈ ₀.₃₅₇₁ ₁.₀₀₀₀
₁₉₅₈ ₁.₆₆₇₉ ₄.₂₀₀₀ ₀.₁₇₂₅ ₀.₃₅₇₁ ₁.₀₀₀₀
₁₉₅₉ ₁.₆₇₆₄ ₄.₂₀₀₀ ₀.₁₆₈₉ ₀.₃₅₇₁ ₁.₀₀₀₀
₁₉₆₀ ₁.₉₆₀₆ ₄.₂₀₀₀ ₀.₁₇₄₈ ₀.₃₅₇₁ ₁.₀₀₀₀
₁₉₆₁ ₂.₀₈₃₆ ₄.₀₃₃₃ ₀.₁₈₂₁ ₀.₃₅₇₁ ₁.₀₀₀₀
₁₉₆₂ ₂.₁₁₄₃ ₄.₀₀₀₀ ₀.₁₇₈₃ ₀.₃₅₇₁ ₁.₀₀₀₀
₁₉₆₃ ₂.₁₃₁₅ ₄.₀₀₀₀ ₀.₁₈₁₄ ₀.₃₅₇₁ ₁.₀₀₀₀
₁₉₆₄ ₂.₂₀₂₃ ₄.₀₀₀₀ ₀.₁₈₇₀ ₀.₃₅₇₁ ₁.₀₀₀₀
₁₉₆₅ ₂.₂₂₇₃ ₄.₀₀₀₀ ₀.₁₈₆₉ ₀.₃₅₇₁ ₁.₀₀₀₀
₁₉₆₆ ₂.₁₆₇₀ ₄.₀₀₀₀ ₀.₁₈₂₉ ₀.₃₅₇₁ ₁.₀₀₀₀
₁₉₆₇ ₂.₀₉₃₄ ₄.₀₀₀₀ ₀.₁₈₃₇ ₀.₃₆₁₄ ₁.₀₀₀₀
₁₉₆₈ ₂.₀₉₀₉ ₄.₀₀₀₀ ₀.₁₈₂₉ ₀.₄₁₆₇ ₁.₀₀₀₀
₁₉₆₉ ₂.₂₃₇₄ ₃.₉₄₃₃ ₀.₁₈₂₇ ₀.₄₁₆₇ ₁.₀₀₀₀
₁₉₇₀ ₂.₃₄₂₈ ₃.₆₆₀₀ ₀.₁₉₂₇ ₀.₄₁₁₉ ₁.₀₀₀₀
₁₉₇₁ ₂.₂₄₂₃ ₃.₅₀₇₄ ₀.₁₈₉₃ ₀.₄₁₀₈ ₁.₀₀₀₀
₁₉₇₂ ₂.₂₄₆₇ ₃.₁₈₈₆ ₀.₁₉₃₉ ₀.₃₉₈₇ ₁.₀₀₀₀
₁₉₇₃ ₂.₂₄₈₂ ₂.₆₇₂₆ ₀.₂₀₁₀ ₀.₄₀₇₈ ₁.₀₀₀₀
₁₉₇₄ ₂.₂₆₂₂ ₂.₅₈₇₈ ₀.₂₁₃₀ ₀.₄₂₇₅ ₁.₀₀₀₀
₁₉₇₅ ₂.₁₉₅₃ ₂.₄₆₀₃ ₀.₂₄₉₃ ₀.₄₅₀₁ ₁.₀₀₀₀
₁₉₇₆ ₂.₁₇₁₉ ₂.₅₁₈₀ ₀.₂₆₇₂ ₀.₅₅₃₆ ₁.₀₀₀₀
₁₉₇₇ ₂.₁₀₈₇ ₂.₃₂₂₂ ₀.₂₈₂₄ ₀.₅₇₂₉ ₁.₀₀₀₀
₁₉₇₈ ₂.₀₂₈₈ ₂.₀₀₈₆ ₀.₂₉₁₄ ₀.₅₂₁₀ ₁.₀₀₀₀
₁₉₇₉ ₁.₉₈₁₇ ₁.₈₃₂₉ ₀.₃₀₉₈ ₀.₄₇₁₃ ₁.₀₀₀₀
₁₉₈₀ ₁.₉₄₇₄ ₁.₈₁₇₇ ₀.₃₃₃₄ ₀.₄₂₉₉ ₁.₀₀₀₀
₁₉₈₁ ₁.₈₂₈₇ ₂.₂₆₀₀ ₀.₃₃₀₀ ₀.₄₉₃₁ ₁.₀₀₀₀
₁₉₈₂ ₁.₈₃₅₁ ₂.₄₂₆₆ ₀.₃₅₀₃ ₀.₅₇₁₃ ₁.₀₀₀₀
₁₉₈₃ ₁.₈₀₀₂ ₂.₅₅₃₃ ₀.₃₅₆₀ ₀.₆₅₉₂ ₁.₀₀₀₀
₁₉₈₄ ₁.₇₂₀₁ ₂.₈₄₅₉ ₀.₃₄₄₈ ₀.₇₄₈₃ ₁.₀₀₀₀
₁₉₈₅ ₁.₆₉₅₄ ₂.₉₄₄₀ ₀.₃₅₄₉ ₀.₇₇₁₄ ₁.₀₀₀₀
₁₉₈₆ ₁.₇₀₈₀ ₂.₁₇₁₅ ₀.₃₆₃₀ ₀.₆₈₁₇ ₁.₀₀₀₀
₁₉₈₇ ₁.₆₆₉₀ ₁.₇₉₇₄ ₀.₃₇₆₇ ₀.₆₁₀₂ ₁.₀₀₀₀
₁₉₈₈ ₁.₆₃₅₈ ₁.₇₅₆₂ ₀.₃₉₂₆ ₀.₅₆₁₄ ₁.₀₀₀₀
₁₉₈₉ ₁.₂₇₃₄ ₁.₈₈₀₀ ₀.₄₀₃₂ ₀.₆₀₉₉ ₁.₀₀₀₀
₁₉₉₀ ₁.₃₁₉₅ ₁.₆₁₅₇ ₀.₄₁₆₂ ₀.₅₆₀₃ ₁.₀₀₀₀



神田：理論的根拠のある通貨の価値尺度「GDP平価」が為替を安定させる

─　　─191

₁₉₉₁ ₁.₅₈₅₇ ₁.₆₅₉₅ ₀.₄₃₆₅ ₀.₅₆₅₂ ₁.₀₀₀₀
₁₉₉₂ ₁.₆₁₈₇ ₁.₅₆₁₇ ₀.₄₃₃₃ ₀.₅₆₆₄ ₁.₀₀₀₀
₁₉₉₃ ₁.₅₈₄₃ ₁.₆₅₃₃ ₀.₄₃₆₈ ₀.₆₆₅₈ ₁.₀₀₀₀
₁₉₉₄ ₁.₅₇₇₉ ₁.₆₂₂₈ ₀.₄₃₉₂ ₀.₆₅₂₉ ₁.₀₀₀₀
₁₉₉₅ ₁.₅₇₃₇ ₁.₄₃₃₁ ₀.₄₄₄₄ ₀.₆₃₃₅ ₁.₀₀₀₀
₁₉₉₆ ₁.₅₂₉₄ ₁.₅₀₄₈ ₀.₄₄₉₁ ₀.₆₄₀₃ ₁.₀₀₀₀
₁₉₉₇ ₁.₄₈₅₃ ₁.₇₃₄₁ ₀.₄₅₃₇ ₀.₆₁₀₆ ₁.₀₀₀₀
₁₉₉₈ ₁.₄₇₄₈ ₁.₇₅₉₇ ₀.₄₅₉₅ ₀.₆₀₃₇ ₁.₀₀₀₀
₁₉₉₉ ₀.₆₅₃₆ ₀.₉₃₈₆ ₀.₄₈₁₃ ₀.₆₁₈₀ ₁.₀₀₀₀
₂₀₀₀ ₀.₆₃₉₈ ₁.₀₈₅₄ ₀.₄₇₀₆ ₀.₆₅₉₆ ₁.₀₀₀₀
₂₀₀₁ ₀.₆₄₀₆ ₁.₁₁₇₅ ₀.₄₈₃₀ ₀.₆₉₄₄ ₁.₀₀₀₀
₂₀₀₂ ₀.₆₄₂₈ ₁.₀₆₂₆ ₀.₄₉₄₀ ₀.₆₆₆₁ ₁.₀₀₀₀
₂₀₀₃ ₀.₆₁₃₂ ₀.₈₈₆₀ ₀.₅₂₄₄ ₀.₆₁₁₈ ₁.₀₀₀₀
₂₀₀₄ ₀.₅₉₈₈ ₀.₈₀₅₄ ₀.₅₀₃₉ ₀.₅₄₅₉ ₁.₀₀₀₀
₂₀₀₅ ₀.₅₇₇₆ ₀.₈₀₄₁ ₀.₄₉₆₀ ₀.₅₄₉₃ ₁.₀₀₀₀
₂₀₀₆ ₀.₅₇₆₃ ₀.₇₉₇₁ ₀.₄₉₆₃ ₀.₅₄₂₇ ₁.₀₀₀₀
₂₀₀₇ ₀.₅₈₅₀ ₀.₇₃₀₆ ₀.₅₀₀₇ ₀.₄₉₉₆ ₁.₀₀₀₀
₂₀₀₈ ₀.₅₈₉₄ ₀.₆₈₂₇ ₀.₅₀₄₂ ₀.₅₃₉₆ ₁.₀₀₀₀
₂₀₀₉ ₀.₅₇₆₃ ₀.₇₁₉₈ ₀.₅₀₁₆ ₀.₆₃₉₂ ₁.₀₀₀₀
₂₀₁₀ ₀.₅₇₃₁ ₀.₇₅₅₀ ₀.₅₀₇₇ ₀.₆₄₆₈ ₁.₀₀₀₀
₂₀₁₁ ₀.₅₇₂₅ ₀.₇₁₉₄ ₀.₅₀₈₂ ₀.₆₂₃₆ ₁.₀₀₀₀
₂₀₁₂ ₀.₅₅₆₈ ₀.₇₇₈₃ ₀.₄₉₉₇ ₀.₆₃₀₈ ₁.₀₀₀₀
₂₀₁₃ ₀.₅₄₇₄ ₀.₇₅₃₂ ₀.₅₀₁₀ ₀.₆₃₉₂ ₁.₀₀₀₀
₂₀₁₄ ₀.₅₅₃₀ ₀.₇₅₃₇ ₀.₅₀₃₃ ₀.₆₀₇₀ ₁.₀₀₀₀
₂₀₁₅ ₀.₅₄₈₁ ₀.₉₀₁₇ ₀.₅₀₅₆ ₀.₆₅₄₀ ₁.₀₀₀₀
₂₀₁₆ ₀.₅₆₀₃ ₀.₉₀₄₀ ₀.₅₁₁₅ ₀.₇₃₇₇ ₁.₀₀₀₀
₂₀₁₇ － － － － －
₂₀₁₈ － － － － －
出所：①表 ₁の IHFの IFS統計より作成
　　　②修道商学第₅₇巻 ₁ 号に追加
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表₆‒₁． ₂₀₁₁年統計による日米のGDPと人口およびGDPphの推移と前年比変動
および fxrと GDPppの推移並びに同乖離率の実態

表₆‒₂． ₂₀₁₄年統計作成年による日米のGDPと人口およびGDPphの推移および
前年比変動および fxrと GDPppの推移並びに同乖離率の実態の推移

日本
GDP

日本
人口

日本
GDPph

米国
GDP

米国
人口

米国
GDPph GDPpp fxr fxr/

GDPpp
₂₀₁₁年
統計

₂₀₁₁年
統計

₂₀₁₁年
統計

₂₀₁₁年
統計

₂₀₁₁年
統計

₂₀₁₁年
統計

₂₀₁₁年
統計

₂₀₁₁年
統計

₂₀₁₁年
統計

₁₉₉₉ ₄₉₇₆₂₉₀ ₁.₂₆₅₀ ₃₉₃₃₈  ₉₃₅₃₅ ₂.₈₄₅₃ ₃₂₈₇₄ ₁.₁₉₆₇ ₁.₁₃₉₁ ₀.₉₅₁₉
₂₀₀₀ ₅₀₂₉₉₀₀ ₁.₂₆₇₁ ₃₉₆₉₆  ₉₉₅₁₅ ₂.₈₇₈₄ ₃₄₅₇₃ ₁.₁₄₈₂ ₁.₀₇₇₇ ₀.₉₃₈₆
₂₀₀₁ ₄₉₇₇₂₀₀ ₁.₂₆₉₁ ₃₉₂₁₈ ₁₀₂₈₆₂ ₂.₉₁₀₀ ₃₅₃₄₈ ₁.₁₀₉₅ ₁.₂₁₅₃ ₁.₀₉₅₄
₂₀₀₂ ₄₉₁₃₁₂₀ ₁.₂₇₁₀ ₃₈₆₅₆ ₁₀₆₄₂₃ ₂.₉₄₀₁ ₃₆₁₉₇ ₁.₀₆₇₉ ₁.₂₅₃₉ ₁.₁₇₄₂
₂₀₀₃ ₄₉₀₂₉₄₀ ₁.₂₇₂₆ ₃₈₅₂₇ ₁₁₁₄₂₂ ₂.₉₆₉₃ ₃₇₅₂₅ ₁.₀₂₆₇ ₁.₁₅₉₃ ₁.₁₂₉₁
₂₀₀₄ ₄₉₈₃₂₈₀ ₁.₂₇₃₈ ₃₉₁₂₁ ₁₁₈₆₇₈ ₂.₉₉₈₂ ₃₉₅₈₃ ₀.₉₈₈₃ ₁.₀₈₁₉ ₁.₀₉₄₇
₂₀₀₅ ₅₀₁₇₃₄₀ ₁.₂₇₄₅ ₃₉₃₆₇ ₁₂₆₃₈₄ ₃.₀₂₇₄ ₄₁₇₄₇ ₀.₉₄₃₀ ₁.₁₀₂₂ ₁.₁₆₈₈
₂₀₀₆ ₅₀₇₃₆₅₀ ₁.₂₇₄₅ ₃₉₈₀₉ ₁₃₃₉₈₉ ₃.₀₅₇₀ ₄₃₈₃₀ ₀.₉₀₈₃ ₁.₁₆₃₀ ₁.₂₈₀₅
₂₀₀₇ ₅₁₅₅₂₀₀ ₁.₂₇₄₀ ₄₀₄₆₅ ₁₄₀₆₁₈ ₃.₀₈₆₇ ₄₅₅₅₆ ₀.₈₈₈₂ ₁.₁₇₇₅ ₁.₃₂₅₇
₂₀₀₈ ₅₀₄₃₇₈₀ ₁.₂₇₂₉ ₃₉₆₂₄ ₁₄₃₆₉₁ ₃.₁₁₆₇ ₄₆₁₀₄ ₀.₈₅₉₅ ₁.₀₃₃₆ ₁.₂₀₂₆
₂₀₀₉ ₄₇₀₉₃₇₀ ₁.₂₇₁₆ ₃₇₀₃₅ ₁₄₁₁₉₁ ₃.₁₄₆₆ ₄₄₈₇₁ ₀.₈₂₅₄ ₀.₉₃₅₇ ₁.₁₃₃₇
₂₀₁₀ ₄₇₉₂₁₅₀ ₁.₂₇₀₀ ₃₇₇₃₃ ₁₄₆₆₀₄ ₃.₁₇₆₄ ₄₆₁₅₄ ₀.₈₁₇₆ ₀.₈₇₇₈ ₁.₀₇₃₇
₀₂－₁₀.
年平均
乖離率

－ － － － － － ₀.₉₂₅₀ ₁.₀₈₇₂ ₁.₁₇₅₉

₀₆－₁₀.
年平均
変動率

－ － － － － － ₀.₈₅₉₈ ₁.₀₃₇₅ ₁.₂₀₃₂

出所：①IFS統計₂₀₁₁ yearbookより，₁₉₉₉－₂₀₁₀までの統計を採用

日本
GDP

日本
人口

日本
GDPph

米国
GDP 米国人口 米国

GDPph GDPpp fxr fxr/
GDPpp

₂₀₁₄年
統計

₂₀₁₄年
統計

₂₀₁₄年
統計

₂₀₁₄年
統計

₂₀₁₄年
統計

₂₀₁₄年
統計

₂₀₁₄年
統計

₂₀₁₄年
統計

₂₀₁₄年
統計

₂₀₀₂ ₄₉₉₁₄₇₀ ₁.₂₆₂₅ ₃₉₅₃₆ ₁₀₉₈₀₂ ₂.₉₀₂₇ ₃₇₈₂₈ ₁.₀₄₅₂ ₁.₂₅₃₉ ₁.₁₉₉₇
₂₀₀₃ ₄₉₈₈₅₅₀ ₁.₂₆₅₂ ₃₉₄₂₉ ₁₁₅₁₀₇ ₂.₉₂₈₈ ₃₉₃₀₂ ₁.₀₀₃₂ ₁.₁₅₉₃ ₁.₁₅₅₆
₂₀₀₄ ₅₀₃₇₂₅₀ ₁.₂₆₇₇ ₃₉₇₃₅ ₁₂₂₇₄₉ ₂.₉₅₄₉ ₄₁₅₄₁ ₀.₉₅₆₅ ₁.₀₈₁₉ ₁.₁₃₁₁
₂₀₀₅ ₅₀₃₉₀₃₀ ₁.₂₆₉₈ ₃₉₆₈₄ ₁₃₀₉₃₇ ₂.₉₈₁₇ ₄₃₉₁₄ ₀.₉₀₃₇ ₁.₁₀₂₂ ₁.₂₁₉₇
₂₀₀₆ ₅₀₆₆₈₇₀ ₁.₂₇₁₄ ₃₉₈₅₃ ₁₃₈₅₅₉ ₃.₀₀₉₄ ₄₆₀₄₂ ₀.₈₆₅₆ ₁.₁₆₃₀ ₁.₃₄₃₆
₂₀₀₇ ₅₁₂₉₇₅₀ ₁.₂₇₂₅ ₄₀₃₁₂ ₁₄₄₇₇₆ ₃.₀₃₇₉ ₄₇₆₅₇ ₀.₈₄₅₉ ₁.₁₇₇₅ ₁.₃₉₂₀
₂₀₀₈ ₅₀₁₂₀₉₀ ₁.₂₇₃₂ ₃₉₃₆₆ ₁₄₇₁₈₆ ₃.₀₆₆₆ ₄₇₉₉₆ ₀.₈₂₀₂ ₁.₀₃₃₆ ₁.₂₆₀₂
₂₀₀₉ ₄₈₂₃₈₄₀ ₁.₂₇₃₅ ₃₇₈₇₉ ₁₄₄₁₈₇ ₃.₀₉₄₉ ₄₆₅₈₉ ₀.₈₁₃₀ ₀.₉₃₅₇ ₁.₁₅₀₉
₂₀₁₀ ₄₈₂₃₈₄₀ ₁.₂₇₃₅ ₃₇₈₇₉ ₁₄₉₆₄₄ ₃.₁₂₂₅ ₄₇₉₂₄ ₀.₇₉₀₄ ₀.₈₇₇₈ ₁.₁₁₀₆
₂₀₁₁ ₄₇₁₃₁₁₀ ₁.₂₇₃₂ ₃₇₀₁₈ ₁₅₅₁₇₉ ₃.₁₄₉₁ ₄₉₂₇₇ ₀.₇₅₁₂ ₀.₇₉₈₁ ₁.₀₆₂₄
₂₀₁₂ ₄₇₅₁₁₀₀ ₁.₂₇₂₅ ₃₇₃₃₇ ₁₆₁₆₃₂ ₃.₁₇₅₁ ₅₀₉₀₆ ₀.₇₃₃₄ ₀.₇₉₇₉ ₁.₀₈₇₉
₂₀₁₃ ₄₈₀₁₂₈₀ ₁.₂₇₁₄ ₃₇₇₆₄ ₁₆₇₆₈₁ ₃.₂₀₀₅ ₅₂₃₉₂ ₀.₇₂₀₈ ₀.₉₇₆₀ ₁.₃₅₄₁
₂₀₁₄ － ₁.₂₇₀₀ － ₁₇₄₁₈₉ ₃.₂₂₅₈ ₅₃₉₉₉ － － －
₀₂－₁₀
年平均
変動率

₄₉₉₀₂₉₉ ₁.₂₆₉₉ ₃₉₂₉₇ ₁₃₃₆₆₁ ₃.₀₁₁₀ ₄₄₃₁₀ ₀.₈₉₃₇ ₁.₀₈₇₂ ₁.₂₁₈₁

₀₆－₁₀.
年平均
変動率

₄₉₇₁₂₇₈ ₁.₂₇₂₈ ₃₉₀₅₈ ₁₄₄₈₇₀ ₃.₀₆₆₃ ₄₇₂₄₂ ₀.₈₂₇₀ ₁.₀₃₇₅ ₁.₂₅₁₅

₁₀－₁₃
年平均
変動率

₄₇₇₂₃₃₃ ₁.₂₇₂₇ ₃₇₄₉₉ ₁₅₈₅₃₄ ₃.₁₆₁₈ ₅₀₁₂₅ ₀.₇₄₉₀ ₀.₈₆₂₄ ₁.₁₅₃₇

出所：①IFS統計₂₀₁₁ yearbookより，₁₉₉₉－₂₀₁₀までの統計を採用
　　　②IFS統計₂₀₁₄ yearbookより，₂₀₀₂－₂₀₁₃までの統計を採用
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表₆‒₃．₂₀₁₁年統計と₂₀₁₄年統計の GDPおよび人口による誤差の一覧表

日本の
GDP誤差

日本の
人口誤差

日本の
GDPph誤差

米国の
GDP誤差

米国の
人口誤差

米国の
GDPph誤差

GDPpp
誤差

₁₁年／₁₄年 ₁₁年／₁₄年 ₁₁年／₁₄年 ₁₁年／₁₄年 ₁₁年／₁₄年 ₁₁年／₁₄年 ₁₁年／₁₄年

₂₀₀₂ ₀.₉₈₄₃ ₁.₀₀₆₇ ₀.₉₇₇₇ ₀.₉₆₉₂ ₁.₀₁₂₉ ₀.₉₅₆₉ ₁.₀₂₁₈

₂₀₀₃ ₀.₉₈₂₈ ₁.₀₀₅₈ ₀.₉₇₇₁ ₀.₉₆₈　 ₁.₀₁₃₈ ₀.₉₅₄₈ ₁.₀₂₃₄

₂₀₀₄ ₀.₉₈₉₃ ₁.₀₀₄₈ ₀.₉₈₄₅ ₀.₉₆₆₈ ₁.₀₁₄₇ ₀.₉₅₂₉ ₁.₀₃₃₂

₂₀₀₅ ₀.₉₉₅₇ ₁.₀₀₃₇ ₀.₉₉₂　 ₀.₉₆₅₂ ₁.₀₁₅₃ ₀.₉₅₀₇ ₁.₀₄₃₅

₂₀₀₆ ₁.₀₀₁₃ ₁.₀₀₂₄ ₀.₉₉₈₉ ₀.₉₆₇　 ₁.₀₁₅₈ ₀.₉₅₂₀ ₁.₀₄₉₃

₂₀₀₇ ₁.₀₀₅　 ₁.₀₀₁₂ ₁.₀₀₃₈ ₀.₉₇₁₃ ₁.₀₁₆₁ ₀.₉₅₅₉ ₁.₀₅₀₁

₂₀₀₈ ₁.₀₀₆₃ ₀.₉₉₉₈ ₁.₀₀₆₆ ₀.₉₇₆₃ ₁.₀₁₆₃ ₀.₉₆₀₆ ₁.₀₄₇₉

₂₀₀₉ ₀.₉₇₆₃ ₀.₉₉₈₅ ₀.₉₇₇₇ ₀.₉₇₉₂ ₁.₀₁₆₇ ₀.₉₆₃₁ ₁.₀₁₅₂

₂₀₁₀ ₀.₉₉₃₄ ₀.₉₉₇₃ ₀.₉₉₆₂ ₀.₉₄₄₇ ₁.₀₁₇₃ ₀.₉₆₃₁ ₁.₀₃₄₄

年平均
誤差 ₀.₉₉₂₇ ₁.₀₀₂₂ ₀.₉₉₀₅ ₀.₉₆₇₅ ₁.₀₁₅₄ ₀.₉₅₆₆ ₁.₀₃₅₄

年平均
誤差率 ₀.₇₃％ ₀.₂₂％ ₀.₉₅％ ₃.₂₅％ ₁.₅₄％ ₄.₃₄％ ₃.₅₄％
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表₆‒₄．₂₀₁₁年／₂₀₁₄年の統計作成年による日本の GDPと人口おの誤差の推移

日本 GDP 日本人口 日本 GDP 日本人口 日本 GDP 日本人口

₂₀₁₁年統計 ₂₀₁₁年統計 ₂₀₁₄年統計 ₂₀₁₄年統計 ₁₁/₁₄誤差 ₁₁/₁₄誤差

₁₉₉₉ ₄₉₇₆₂₉₀ ₁.₂₆₅₀ － － － －

₂₀₀₀ ₅₀₂₉₉₀₀ ₁.₂₆₇₁ － － － －

₂₀₀₁ ₄₉₇₇₂₀₀ ₁.₂₆₉₁ － － － －

₂₀₀₂ ₄₉₁₃₁₂₀ ₁.₂₇₁₀ ₄₉₉₁₄₇₀ ₁.₂₆₂₅ ₀.₀₁₅₉ （₀.₀₀₆₇）

₂₀₀₃ ₄₉₀₂₉₄₀ ₁.₂₇₂₆ ₄₉₈₈₅₅₀ ₁.₂₆₅₂ ₀.₀₁₇₅ （₀.₀₀₅₈）

₂₀₀₄ ₄₉₈₃₂₈₀ ₁.₂₇₃₈ ₅₀₃₇₂₅₀ ₁.₂₆₇₇ ₀.₀₁₀₈ （₀.₀₀₄₈）

₂₀₀₅ ₅₀₁₇₃₄₀ ₁.₂₇₄₅ ₅₀₃₉₀₃₀ ₁.₂₆₉₈ ₀.₀₀₄₃ （₀.₀₀₃₇）

₂₀₀₆ ₅₀₇₃₆₅₀ ₁.₂₇₄₅ ₅₀₆₆₈₇₀ ₁.₂₇₁₄ （₀.₀₀₁₃） （₀.₀₀₂₄）

₂₀₀₇ ₅₁₅₅₂₀₀ ₁.₂₇₄₀ ₅₁₂₉₇₅₀ ₁.₂₇₂₅ （₀.₀₀₄₉） （₀.₀₀₁₂）

₂₀₀₈ ₅₀₄₃₇₈₀ ₁.₂₇₂₉ ₅₀₁₂₀₉₀ ₁.₂₇₃₂ （₀.₀₀₆₃） ₀.₀₀₀₂

₂₀₀₉ ₄₇₀₉₃₇₀ ₁.₂₇₁₆ ₄₈₂₃₈₄₀ ₁.₂₇₃₅ ₀.₀₂₄₃ ₀.₀₀₁₅

₂₀₁₀ ₄₇₉₂₁₅₀ ₁.₂₇₀₀ ₄₈₂₃₈₄₀ ₁.₂₇₃₅ ₀.₀₀₆₆ ₀.₀₀₂₈

₂₀₁₁ － － ₄₇₁₃₁₁₀ ₁.₂₇₃₂ － －

₂₀₁₂ － － ₄₇₅₁₁₀₀ ₁.₂₇₂₅ － －

₂₀₁₃ － － ₄₈₀₁₂₈₀ ₁.₂₇₁₄ － －

₂₀₁₄ － － － － － －

₂₀₁₅ － － － － － －

₀₂－₁₀.
年平均乖離率 － － － － ₀.₀₀₇₄ （₀.₀₀₂₂）

出所： ① IFS統計₂₀₁₁ yearbookより，₁₉₉₉－₂₀₁₀までの統計を採用
　　　② IFS統計₂₀₁₅ yearbookより，₂₀₀₂－₂₀₁₃までの統計を採用
　　　③IFS統計₂₀₁₆年 ₃ 月号より，₂₀₁₃年以降の統計を採用
注：（　　）内の数字はマイナスの％を表す。
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表₆‒₅．₂₀₁₁年／₂₀₁₄年の統計作成年による米国の GDPと人口おの誤差の推移

米国 GDP 米国人口 米国 GDP 米国人口 米国 GDP 米国人口

₂₀₁₁年統計 ₂₀₁₁年統計 ₂₀₁₄年統計 ₂₀₁₄年統計 ₁₁/₁₄誤差 ₁₁/₁₄誤差

₁₉₉₉  ₉₃₅₃₅ ₂.₈₄₅₃ － － － －

₂₀₀₀  ₉₉₅₁₅ ₂.₈₇₈₄ － － － －

₂₀₀₁ ₁₀₂₈₆₂ ₂.₉₁₀₀ － － － －

₂₀₀₂ ₁₀₆₄₂₃ ₂.₉₄₀₁ ₁₀₉₈₀₂ ₂.₉₀₂₇ ₀.₀₃₁₈ （₀.₀₁₂₇）

₂₀₀₃ ₁₁₁₄₂₂ ₂.₉₆₉₃ ₁₁₅₁₀₇ ₂.₉₂₈₈ ₀.₀₃₃₁ （₀.₀₁₃₆）

₂₀₀₄ ₁₁₈₆₇₈ ₂.₉₉₈₂ ₁₂₂₇₄₉ ₂.₉₅₄₉ ₀.₀₃₄₃ （₀.₀₁₄₄）

₂₀₀₅ ₁₂₆₃₈₄ ₃.₀₂₇₄ ₁₃₀₉₃₇ ₂.₉₈₁₇ ₀.₀₃₆₀ （₀.₀₁₅₁）

₂₀₀₆ ₁₃₃₉₈₉ ₃.₀₅₇₀ ₁₃₈₅₅₉ ₃.₀₀₉₄ ₀.₀₃₄₁ （₀.₀₁₅₆）

₂₀₀₇ ₁₄₀₆₁₈ ₃.₀₈₆₇ ₁₄₄₇₇₆ ₃.₀₃₇₉ ₀.₀₂₉₆ （₀.₀₁₅₈）

₂₀₀₈ ₁₄₃₆₉₁ ₃.₁₁₆₇ ₁₄₇₁₈₆ ₃.₀₆₆₆ ₀.₀₂₄₃ （₀.₀₁₆₁）

₂₀₀₉ ₁₄₁₁₉₁ ₃.₁₄₆₆ ₁₄₄₁₈₇ ₃.₀₉₄₉ ₀.₀₂₁₂ （₀.₀₁₆₄）

₂₀₁₀ ₁₄₆₆₀₄ ₃.₁₇₆₄ ₁₄₉₆₄₄ ₃.₁₂₂₅ ₀.₀₂₀₇ （₀.₀₁₇₀）

₂₀₁₁ － － ₁₅₅₁₇₉ ₃.₁₄₉₁ － －

₂₀₁₂ － － ₁₆₁₆₃₂ ₃.₁₇₅₁ － －

₂₀₁₃ － － ₁₆₇₆₈₁ ₃.₂₀₀₅ － －

₂₀₁₄ － － ₁₇₄₁₈₉ ₃.₂₂₅₈ － －

₀₂－₁₀.
年平均乖離率 ₁₀₉.₀₂₈₉ ₁₀₉.₆₀₄₄

注：① :（　　）内の数字はマイナスの％を表す。
　　③IFS統計₂₀₁₆年 ₃ 月号より，₂₀₁₃年以降の統計を採用
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表₇‒₁．�₂₀₁₇年 ₃月～ ₅月の一日当たりの平均変動幅および月当たりの ₁日の最
大・最小変動幅の推移

初値① 高値② 安値③ 終値④ 前日比 初値－終値 高値－安値 初値／終値 高値／安値
①－④＝⑤ ②－④＝⑥ ④/①－ ₁ ②/③－ ₁

₂₀₁₇年 ₃ 月 ₁ 日 ₁₁₂.₃₄ ₁₁₄.₀₂ ₁₁₂.₃₀ ₁₁₃.₆₄ － －₁.₃₀ 　₁.₇₂ 　₀.₀₁₁₆ ₀.₀₁₅₃
₂₀₁₇年 ₃ 月 ₂ 日 ₁₁₃.₆₂ ₁₁₄.₅₇ ₁₁₃.₆₀ ₁₁₄.₄₃ 　₀.₇₉ －₀.₈₁ 　₀.₉₇ 　₀.₀₀₇₁ ₀.₀₀₈₅
₂₀₁₇年 ₃ 月 ₃ 日 ₁₁₄.₄₃ ₁₁₄.₆₇ ₁₁₃.₉₀ ₁₁₃.₉₀ －₀.₅₃ 　₀.₅₃ 　₀.₇₇ －₀.₀₀₄₆ ₀.₀₀₆₈
₂₀₁₇年 ₃ 月 ₆ 日 ₁₁₃.₈₁ ₁₁₄.₁₁ ₁₁₃.₅₇ ₁₁₃.₈₈ －₀.₀₂ －₀.₀₇ 　₀.₅₄ 　₀.₀₀₀₆ ₀.₀₀₄₈
₂₀₁₇年 ₃ 月 ₇ 日 ₁₁₃.₉₀ ₁₁₄.₁₄ ₁₁₃.₇₂ ₁₁₃.₉₆ 　₀.₀₈ －₀.₀₆ 　₀.₄₂ 　₀.₀₀₀₅ ₀.₀₀₃₇
₂₀₁₇年 ₃ 月 ₈ 日 ₁₁₃.₉₆ ₁₁₄.₇₀ ₁₁₃.₆₂ ₁₁₄.₂₈ 　₀.₃₂ －₀.₃₂ 　₁.₀₈ 　₀.₀₀₂₈ ₀.₀₀₉₅
₂₀₁₇年 ₃ 月 ₉ 日 ₁₁₄.₃₄ ₁₁₄.₉₆ ₁₁₄.₂₈ ₁₁₄.₉₃ 　₀.₆₅ －₀.₅₉ 　₀.₆₈ 　₀.₀₀₅₂ ₀.₀₀₆₀
₂₀₁₇年 ₃ 月₁₀日 ₁₁₄.₉₅ ₁₁₅.₅₀ ₁₁₄.₆₆ ₁₁₄.₇₀ －₀.₂₃ 　₀.₂₅ 　₀.₈₄ －₀.₀₀₂₂ ₀.₀₀₇₃
₂₀₁₇年 ₃ 月₁₃日 ₁₁₄.₇₂ ₁₁₄.₉₁ ₁₁₄.₄₉ ₁₁₄.₈₅ 　₀.₁₅ －₀.₁₃ 　₀.₄₂ 　₀.₀₀₁₁ ₀.₀₀₃₇
₂₀₁₇年 ₃ 月₁₄日 ₁₁₄.₈₆ ₁₁₅.₁₈ ₁₁₄.₅₀ ₁₁₄.₇₆ －₀.₀₉ 　₀.₁₀ 　₀.₆₈ －₀.₀₀₀₉ ₀.₀₀₅₉
₂₀₁₇年 ₃ 月₁₅日 ₁₁₄.₇₆ ₁₁₄.₈₇ ₁₁₃.₁₉ ₁₁₃.₄₂ －₁.₃₄ 　₁.₃₄ 　₁.₆₈ －₀.₀₁₁₇ ₀.₀₁₄₈
₂₀₁₇年 ₃ 月₁₆日 ₁₁₃.₄₂ ₁₁₃.₅₄ ₁₁₂.₉₃ ₁₁₃.₂₇ －₀.₁₅ 　₀.₁₅ 　₀.₆₁ －₀.₀₀₁₃ ₀.₀₀₅₄
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₂₀₁₇年 ₄ 月 ₄ 日 ₁₁₀.₈₈ ₁₁₀.₉₂ ₁₁₀.₂₇ ₁₁₀.₇₂ －₀.₁₆ 　₀.₁₆ 　₀.₆₅ －₀.₀₀₁₄ ₀.₀₀₅₉
₂₀₁₇年 ₄ 月 ₅ 日 ₁₁₀.₇₃ ₁₁₁.₄₃ ₁₁₀.₅₄ ₁₁₀.₇₁ －₀.₀₁ 　₀.₀₂ 　₀.₈₉ －₀.₀₀₀₂ ₀.₀₀₈₁
₂₀₁₇年 ₄ 月 ₆ 日 ₁₁₀.₆₉ ₁₁₁.₁₁ ₁₁₀.₃₁ ₁₁₀.₇₉ 　₀.₀₈ －₀.₁₀ 　₀.₈₀ 　₀.₀₀₀₉ ₀.₀₀₇₃
₂₀₁₇年 ₄ 月 ₇ 日 ₁₁₀.₇₉ ₁₁₁.₃₅ ₁₁₀.₁₃ ₁₁₁.₀₇ 　₀.₂₈ －₀.₂₈ 　₁.₂₂ 　₀.₀₀₂₅ ₀.₀₁₁₁
₂₀₁₇年 ₄ 月₁₀日 ₁₁₁.₀₅ ₁₁₁.₅₅ ₁₁₀.₈₁ ₁₁₀.₉₂ －₀.₁₅ 　₀.₁₃ 　₀.₇₄ －₀.₀₀₁₂ ₀.₀₀₆₇
₂₀₁₇年 ₄ 月₁₁日 ₁₁₀.₉₁ ₁₁₀.₉₃ ₁₀₉.₆₁ ₁₀₉.₆₁ －₁.₃₁ 　₁.₃₀ 　₁.₃₂ －₀.₀₁₁₇ ₀.₀₁₂₀
₂₀₁₇年 ₄ 月₁₂日 ₁₀₉.₆₁ ₁₀₉.₈₅ ₁₀₉.₀₀ ₁₀₉.₀₅ －₀.₅₆ 　₀.₅₆ 　₀.₈₅ －₀.₀₀₅₁ ₀.₀₀₇₈
₂₀₁₇年 ₄ 月₁₃日 ₁₀₉.₀₆ ₁₀₉.₃₆ ₁₀₈.₇₂ ₁₀₉.₀₉ 　₀.₀₄ －₀.₀₃ 　₀.₆₄ 　₀.₀₀₀₃ ₀.₀₀₅₉
₂₀₁₇年 ₄ 月₁₄日 ₁₀₉.₀₉ ₁₀₉.₂₁ ₁₀₈.₅₄ ₁₀₈.₆₅ －₀.₄₄ 　₀.₄₄ 　₀.₆₇ －₀.₀₀₄₀ ₀.₀₀₆₂
₂₀₁₇年 ₄ 月₁₇日 ₁₀₈.₇₈ ₁₀₉.₀₃ ₁₀₈.₁₄ ₁₀₈.₉₀ 　₀.₂₅ －₀.₁₂ 　₀.₈₉ 　₀.₀₀₁₁ ₀.₀₀₈₂
₂₀₁₇年 ₄ 月₁₈日 ₁₀₈.₈₉ ₁₀₉.₂₀ ₁₀₈.₃₂ ₁₀₈.₄₆ －₀.₄₄ 　₀.₄₃ 　₀.₈₈ －₀.₀₀₃₉ ₀.₀₀₈₁
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₂₀₁₇年 ₅月₁₆日 ₁₁₃.₇₆ ₁₁₃.₇₉ ₁₁₂.₉₄ ₁₁₃.₀₇ －₀.₆₈ 　₀.₆₉ 　₀.₈₅ －₀.₀₀₆₁ ₀.₀₀₇₅
₂₀₁₇年 ₅月₁₇日 ₁₁₃.₁₀ ₁₁₃.₁₁ ₁₁₀.₈₉ ₁₁₀.₈₉ －₂.₁₈ 　₂.₂₁ 　₂.₂₂ －₀.₀₁₉₅ ₀.₀₂₀₀
₂₀₁₇年 ₅ 月₁₈日 ₁₁₀.₉₀ ₁₁₁.₇₃ ₁₁₀.₂₇ ₁₁₁.₅₀ 　₀.₆₁ －₀.₆₀ 　₁.₄₆ 　₀.₀₀₅₄ ₀.₀₁₃₂
₂₀₁₇年 ₅ 月₁₉日 ₁₁₁.₅₀ ₁₁₁.₆₈ ₁₁₁.₀₅ ₁₁₁.₂₃ －₀.₂₇ 　₀.₂₇ 　₀.₆₃ －₀.₀₀₂₄ ₀.₀₀₅₇
₂₀₁₇年 ₅ 月₂₂日 ₁₁₁.₀₄ ₁₁₁.₅₉ ₁₁₀.₉₅ ₁₁₁.₂₈ 　₀.₀₅ －₀.₂₄ 　₀.₆₄ 　₀.₀₀₂₂ ₀.₀₀₅₈
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₂₀₁₇年 ₅ 月₂₆日 ₁₁₁.₈₃ ₁₁₁.₈₄ ₁₁₀.₈₈ ₁₁₁.₃₀ －₀.₅₃ 　₀.₅₃ 　₀.₉₆ －₀.₀₀₄₇ ₀.₀₀₈₇
₂₀₁₇年 ₅ 月₂₉日 ₁₁₁.₂₅ ₁₁₁.₄₅ ₁₁₁.₁₈ ₁₁₁.₂₇ －₀.₀₃ －₀.₀₂ 　₀.₂₇ 　₀.₀₀₀₂ ₀.₀₀₂₄
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₂₀₁₇年 ₆ 月 ₁ 日 ₁₁₀.₇₄ ₁₁₁.₄₅ ₁₁₀.₇₁ ₁₁₁.₃₆ 　₀.₆₁ 　₀.₆₁ 　₀.₇₄ －₀.₀₀₅₆ ₀.₀₀₆₇
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₂₀₁₇年 ₆ 月 ₇ 日 ₁₀₉.₄₁ ₁₀₉.₈₇ ₁₀₉.₁₂ ₁₀₉.₇₉ 　₀.₃₇ 　₀.₃₇ ₀.₇₅ －₀.₀₀₃₅ ₀.₀₀₆₉
₂₀₁₇年 ₆ 月 ₈ 日 ₁₀₉.₈₀ ₁₁₀.₃₆ ₁₀₉.₄₀ ₁₁₀.₀₀ 　₀.₂₁ 　₀.₂₁ ₀.₉₆ －₀.₀₀₁₈ ₀.₀₀₈₈
₂₀₁₇年 ₆月 ₉日 ₁₁₀.₈₀ ₁₁₁.₃₆ ₁₁₀.₄₀ ₁₁₁.₀₀ 　₁.₀₀ 　₁.₂₁ ₀.₉₆ －₀.₀₀₁₈ ₀.₀₀₈₇
₂₀₁₇年 ₆ 月₁₀日 ₁₁₁.₈₀ ₁₁₂.₃₆ ₁₁₁.₄₀ ₁₁₂.₀₀ 　₁.₀₀ 　₂.₂₁ ₀.₉₆ －₀.₀₀₁₈ ₀.₀₀₈₆
₂₀₁₇年 ₆ 月₁₃日 ₁₀₉.₉₁ ₁₁₀.₂₆ ₁₀₉.₈₂ ₁₁₀.₀₈ －₁.₉₂ 　₀.₁₈ ₀.₄₄ －₀.₀₀₁₅ ₀.₀₀₄₀
₂₀₁₇年 ₆ 月₁₄日 ₁₁₀.₀₇ ₁₁₀.₃₂ ₁₀₈.₉₁ ₁₀₉.₅₄ －₀.₅₄ －₀.₅₄ ₁.₄₁ 　₀.₀₀₄₈ ₀.₀₁₂₉
₂₀₁₇年 ₆ 月₁₅日 ₁₀₉.₅₅ ₁₁₀.₉₆ ₁₀₉.₂₇ ₁₁₀.₉₁ 　₁.₃₇ 　₁.₃₇ ₁.₆₉ －₀.₀₁₂₃ ₀.₀₁₅₅
₂₀₁₇年 ₆ 月₁₆日 ₁₁₀.₉₂ ₁₁₁.₃₉ ₁₁₀.₆₅ ₁₁₀.₈₆ －₀.₀₅ －₀.₀₅ ₀.₇₄ 　₀.₀₀₀₅ ₀.₀₀₆₇
₂₀₁₇年 ₆ 月₁₉日 ₁₁₀.₈₉ ₁₁₁.₅₉ ₁₁₀.₇₈ ₁₁₁.₅₁ 　₀.₆₅ 　₀.₆₅ ₀.₈₁ －₀.₀₀₅₆ ₀.₀₀₇₃
₂₀₁₇年 ₆ 月₂₀日 ₁₁₁.₅₁ ₁₁₁.₇₇ ₁₁₁.₃₂ ₁₁₁.₄₆ －₀.₀₅ －₀.₀₅ ₀.₄₅ 　₀.₀₀₀₄ ₀.₀₀₄₀
₂₀₁₇年 ₆ 月₂₁日 ₁₁₁.₄₆ ₁₁₁.₇₁ ₁₁₁.₀₆ ₁₁₁.₃₈ －₀.₀₈ －₀.₀₈ ₀.₆₅ 　₀.₀₀₀₇ ₀.₀₀₅₉
₂₀₁₇年 ₆ 月₂₂日 ₁₁₁.₃₈ ₁₁₁.₄₂ ₁₁₀.₉₄ ₁₁₁.₃₁ －₀.₀₇ －₀.₀₇ ₀.₄₈ 　₀.₀₀₀₆ ₀.₀₀₄₃
₂₀₁₇年 ₆ 月₂₃日 ₁₁₁.₃₁ ₁₁₁.₄₁ ₁₁₁.₁₄ ₁₁₁.₂₉ －₀.₀₂ －₀.₀₂ ₀.₂₇ 　₀.₀₀₀₂ ₀.₀₀₂₄
₂₀₁₇年 ₆ 月₂₆日 ₁₁₁.₁₇ ₁₁₁.₉₃ ₁₁₁.₁₆ ₁₁₁.₈₆ 　₀.₅₇ 　₀.₅₇ ₀.₇₇ －₀.₀₀₆₂ ₀.₀₀₆₉
₂₀₁₇年 ₆ 月₂₇日 ₁₁₁.₈₅ ₁₁₂.₄₄ ₁₁₁.₄₆ ₁₁₂.₃₄ 　₀.₄₈ 　₀.₄₈ ₀.₉₈ －₀.₀₀₄₄ ₀.₀₀₈₈
₂₀₁₇年 ₆ 月₂₈日 ₁₁₂.₃₄ ₁₁₂.₃₉ ₁₁₁.₈₂ ₁₁₂.₃₂ －₀.₀₂ －₀.₀₂ ₀.₅₇ 　₀.₀₀₀₂ ₀.₀₀₅₁
₂₀₁₇年 ₆ 月₂₉日 ₁₁₂.₃₂ ₁₁₂.₉₁ ₁₁₁.₈₅ ₁₁₂.₁₇ －₀.₁₅ －₀.₁₅ ₁.₀₆ 　₀.₀₀₁₃ ₀.₀₀₉₅
₂₀₁₇年 ₆ 月₃₀日 ₁₁₂.₁₆ ₁₁₂.₅₉ ₁₁₁.₇₄ ₁₁₂.₄₃ 　₀.₂₆ 　₀.₂₆ ₀.₈₅ －₀.₀₀₂₄ ₀.₀₀₇₆
₂₀₁₇年 ₆月平均値 ₁₁₀.₉₈ ₁₁₁.₄₃ ₁₁₀.₅₈ ₁₁₁.₀₉ 　₀.₀₇₆₄ 　₀.₂₃₆₃₆ ₀.₈₄₄₀₉ （₀.₀₀₀₉₃）₀.₀₀₇₆₃

初値① 高値② 安値③ 終値④
終値
前日
の差

初値①－
終値④

高値②－
安値③

④/①
乖離率

②/③
変動率

₃月平均値 ₁₁₀.₉₈ ₁₁₁.₄₁ ₁₁₀.₅₉ ₁₁₁.₁₁ －₀.₁₀ －₀.₁₃ ₀.₈₂ 　₁.₀₀₁₂ ₁.₀₀₇₅
₄月平均値 ₁₁₁.₁₉ ₁₁₁.₆₅ ₁₁₀.₈₃ ₁₁₁.₃₇ －₀.₂₆ －₀.₁₈ ₀.₈₂ 　₁.₀₀₁₆ ₁.₀₀₇₄
₅月平均値 ₁₁₁.₀₄ ₁₁₁.₅₀ ₁₁₀.₆₈ ₁₁₁.₂₃ 　₀.₁₄ －₀.₁₉ ₀.₈₂ 　₁.₀₀₁₇ ₁.₀₀₇₄
₆月平均値 ₁₁₀.₉₈ ₁₁₁.₄₃ ₁₁₀.₅₈ ₁₁₁.₀₉ 　₀.₁₄ －₀.₁₀ ₀.₈₄ 　₁.₀₀₀₉ ₁.₀₀₇₆

₃月～ ₆月平均値 ₁₁₁.₀₅ ₁₁₁.₅₀ ₁₁₀.₆₇ ₁₁₁.₂₀ －₀.₀₂ －₀.₁₅ ₀.₈₃ 　₁.₀₀₁₄ ₁.₀₀₇₅
₄月～ ₆月平均値 ₁₁₁.₀₇ ₁₁₁.₅₃ ₁₁₀.₇₀ ₁₁₁.₂₃ 　₀.₀₁ △－₀.₁₆ ₀.₈₃ △₁.₀₀₁₄ ₁.₀₀₇₅
第 ₂・四半期　　　　
最高値・最安値 － ₁₁₄.₃₆ ₁₀₈.₁₄ － － － － － ₁.₀₅₇₅

出所：https//qhitdaiwaco.jp/do為替時系列データーから作成
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表₇‒₂．�₂₀₁₈年 ₁月～ ₃月の一日の始値，高値，安値，終値並びに変動幅および変
動率の推移

日付 始値① 高値② 安値③ 終値④ 前日比 初値①－
終値④

高値②－ 
安値③

①/④
－₁＝％ ₃月平均値

₁月 ₁日 ₁₁₂.₆₈ ₁₁₂.₆₉ ₁₁₂.₆₄ ₁₁₂.₆₇ 　₀.₀₄ 　₀.₀₁ 　₀.₀₅ 　₀.₀₀₀₁ 第 ₁ ・四半期　　　　
最高値・最安値

₁月 ₂日 ₁₁₂.₆₇ ₁₁₂.₇₈ ₁₁₂.₀₆ ₁₁₂.₂₄ －₀.₄₃ 　₀.₄₃ 　₀.₇₂ 　₀.₀₀₃₈ ₀.₀₀₆₄

₁ 月 ₃ 日 ₁₁₂.₂₄ ₁₁₂.₅₈ ₁₁₂.₁₇ ₁₁₂.₄₄ 　₀.₂₀ －₀.₂₀ 　₀.₄₁ －₀.₀₀₁₈ ₀.₀₀₃₇

₁ 月 ₄ 日 ₁₁₂.₄₆ ₁₁₂.₈₅ ₁₁₂.₄₄ ₁₁₂.₇₁ 　₀.₂₇ －₀.₂₅ 　₀.₄₁ －₀.₀₀₂₂ ₀.₀₀₃₆

₁ 月 ₅ 日 ₁₁₂.₇₁ ₁₁₃.₂₉ ₁₁₂.₇₀ ₁₁₃.₁₂ 　₀.₄₁ －₀.₄₁ 　₀.₅₉ －₀.₀₀₃₆ ₀.₀₀₅₂

₁ 月 ₈ 日 ₁₁₃.₀₈ ₁₁₃.₃₆ ₁₁₂.₈₈ ₁₁₃.₁₀ －₀.₀₂ －₀.₀₂ 　₀.₄₈ －₀.₀₀₀₂ ₀.₀₀₄₃

₁ 月 ₉ 日 ₁₁₃.₁₁ ₁₁₃.₁₆ ₁₁₂.₃₇ ₁₁₂.₆₁ －₀.₄₉ 　₀.₅₀ 　₀.₇₉ 　₀.₀₀₄₄ ₀.₀₀₇₀

₁ 月₁₀日 ₁₁₂.₆₂ ₁₁₂.₇₆ ₁₁₁.₂₉ ₁₁₁.₃₂ －₁.₂₉ 　₁.₃₀ 　₁.₄₇ 　₀.₀₁₁₇ ₀.₀₁₃₂

₁ 月₁₁日 ₁₁₁.₃₄ ₁₁₁.₈₆ ₁₁₁.₀₄ ₁₁₁.₂₂ －₀.₁₀ 　₀.₁₂ 　₀.₈₂ 　₀.₀₀₁₁ ₀.₀₀₇₄

₁ 月₁₂日 ₁₁₁.₂₃ ₁₁₁.₆₈ ₁₁₀.₉₂ ₁₁₁.₀₂ －₀.₂₀ 　₀.₂₁ 　₀.₇₆ 　₀.₀₀₁₉ ₀.₀₀₆₉

₁ 月₁₅日 ₁₁₁.₀₉ ₁₁₁.₁₅ ₁₁₀.₃₂ ₁₁₀.₄₇ －₀.₅₅ 　₀.₆₂ 　₀.₈₃ 　₀.₀₀₅₆ ₀.₀₀₇₅

₁ 月₁₆日 ₁₁₀.₄₈ ₁₁₀.₉₆ ₁₁₀.₂₄ ₁₁₀.₃₅ －₀.₁₂ 　₀.₁₃ 　₀.₇₂ 　₀.₀₀₁₂ ₀.₀₀₆₅

₁ 月₁₇日 ₁₁₀.₃₄ ₁₁₁.₂₃ ₁₁₀.₁₈ ₁₁₁.₁₈ 　₀.₈₃ －₀.₈₄ 　₁.₀₅ －₀.₀₀₇₆ ₀.₀₀₉₅

₁ 月₁₈日 ₁₁₁.₁₆ ₁₁₁.₄₆ ₁₁₀.₇₃ ₁₁₁.₀₉ －₀.₀₉ 　₀.₀₇ 　₀.₇₃ 　₀.₀₀₀₆ ₀.₀₀₆₆

₁ 月₁₉日 ₁₁₁.₀₇ ₁₁₁.₁₁ ₁₁₀.₄₉ ₁₁₀.₆₈ －₀.₄₁ 　₀.₃₉ 　₀.₆₂ 　₀.₀₀₃₅ ₀.₀₀₅₆

₁ 月₂₂日 ₁₁₀.₆₀ ₁₁₁.₂₀ ₁₁₀.₅₃ ₁₁₀.₉₅ 　₀.₂₇ －₀.₃₅ 　₀.₆₇ －₀.₀₀₃₂ ₀.₀₀₆₁

₁ 月₂₃日 ₁₁₀.₉₅ ₁₁₁.₁₅ ₁₁₀.₂₅ ₁₁₀.₃₁ －₀.₆₄ 　₀.₆₄ 　₀.₉₀ 　₀.₀₀₅₈ ₀.₀₀₈₂

₁ 月₂₄日 ₁₁₀.₃₃ ₁₁₀.₃₃ ₁₀₈.₉₈ ₁₀₉.₁₂ －₁.₁₉ 　₁.₂₁ 　₁.₃₅ 　₀.₀₁₁₁ ₀.₀₁₂₄

₁ 月₂₅日 ₁₀₉.₁₅ ₁₀₉.₆₈ ₁₀₈.₄₉ ₁₀₉.₂₄ 　₀.₁₂ －₀.₀₉ 　₁.₁₉ －₀.₀₀₀₈ ₀.₀₁₁₀

₁ 月₂₆日 ₁₀₉.₂₃ ₁₀₉.₇₅ ₁₀₈.₂₉ ₁₀₈.₇₅ －₀.₄₉ 　₀.₄₈ 　₁.₄₆ 　₀.₀₀₄₄ ₀.₀₁₃₅

₁ 月₂₉日 ₁₀₈.₆₈ ₁₀₉.₁₈ ₁₀₈.₅₀ ₁₀₈.₉₄ 　₀.₁₉ －₀.₂₆ 　₀.₆₈ －₀.₀₀₂₄ ₀.₀₀₆₃

₁ 月₃₀日 ₁₀₈.₉₅ ₁₀₉.₁₈ ₁₀₈.₄₀ ₁₀₈.₈₅ －₀.₀₉ 　₀.₁₀ 　₀.₇₈ 　₀.₀₀₀₉ ₀.₀₀₇₂

₁ 月₃₁日 ₁₀₈.₈₅ ₁₀₉.₄₃ ₁₀₈.₅₉ ₁₀₉.₁₄ 　₀.₂₉ －₀.₂₉ 　₀.₈₄ －₀.₀₀₂₇ ₀.₀₀₇₇

₁月平均値 ₁₁₁.₀₉ ₁₁₁.₄₃ ₁₁₀.₆₃ ₁₁₀.₉₄ －₀.₁₅ 　₀.₁₅ 　₀.₈₀ 　₀.₀₀₁₄ ₀.₀₀₇₂

₂ 月 ₁ 日 ₁₀₉.₁₃ ₁₀₉.₇₄ ₁₀₉.₀₉ ₁₀₉.₂₆ 　₀.₁₂ －₀.₁₃ 　₀.₆₅ －₀.₀₀₁₂ ₀.₀₀₆₀

₂ 月 ₂ 日 ₁₀₉.₂₆ ₁₁₀.₄₇ ₁₀₉.₂₄ ₁₁₀.₁₂ 　₀.₈₆ －₀.₈₆ 　₁.₂₃ －₀.₀₀₇₈ ₀.₀₁₁₃

₂ 月 ₅ 日 ₁₁₀.₁₃ ₁₁₀.₂₈ ₁₀₉.₁₃ ₁₀₉.₃₁ －₀.₈₁ 　₀.₈₂ 　₁.₁₅ 　₀.₀₀₇₅ ₀.₀₁₀₅

₂ 月 ₆ 日 ₁₀₉.₂₇ ₁₀₉.₆₂ ₁₀₈.₄₅ ₁₀₉.₅₆ 　₀.₂₅ －₀.₂₉ 　₁.₁₇ －₀.₀₀₂₆ ₀.₀₁₀₈

₂ 月 ₇ 日 ₁₀₉.₅₇ ₁₀₉.₆₉ ₁₀₈.₉₂ ₁₀₉.₆₃ 　₀.₀₇ －₀.₀₆ 　₀.₇₇ －₀.₀₀₀₅ ₀.₀₀₇₁

₂ 月 ₈ 日 ₁₀₉.₆₄ ₁₀₉.₇₆ ₁₀₈.₅₉ ₁₀₈.₆₈ －₀.₉₅ 　₀.₉₆ 　₁.₁₇ 　₀.₀₀₈₈ ₀.₀₁₀₈

₂ 月 ₉ 日 ₁₀₈.₆₇ ₁₀₉.₂₈ ₁₀₈.₀₅ ₁₀₈.₇₈ 　₀.₁₀ －₀.₁₁ 　₁.₂₃ －₀.₀₀₁₀ ₀.₀₁₁₄

₂ 月₁₂日 ₁₀₈.₈₄ ₁₀₈.₉₃ ₁₀₈.₄₄ ₁₀₈.₆₂ －₀.₁₆ 　₀.₂₂ 　₀.₄₉ 　₀.₀₀₂₀ ₀.₀₀₄₅

₂ 月₁₃日 ₁₀₈.₆₃ ₁₀₈.₇₆ ₁₀₇.₄₃ ₁₀₇.₇₈ －₀.₈₄ 　₀.₈₅ 　₁.₃₃ 　₀.₀₀₇₉ ₀.₀₁₂₄

₂ 月₁₄日 ₁₀₇.₇₈ ₁₀₇.₈₈ ₁₀₆.₇₃ ₁₀₆.₉₉ －₀.₇₉ 　₀.₇₉ 　₁.₁₅ 　₀.₀₀₇₄ ₀.₀₁₀₈

₂ 月₁₅日 ₁₀₇.₀₀ ₁₀₇.₀₃ ₁₀₆.₀₃ ₁₀₆.₀₈ －₀.₉₁ 　₀.₉₂ 　₁.₀₀ 　₀.₀₀₈₇ ₀.₀₀₉₄

₂ 月₁₆日 ₁₀₆.₀₈ ₁₀₆.₃₈ ₁₀₅.₅₅ ₁₀₆.₃₀ 　₀.₂₂ －₀.₂₂ 　₀.₈₃ －₀.₀₀₂₁ ₀.₀₀₇₉

₂ 月₁₉日 ₁₀₆.₃₈ ₁₀₆.₇₁ ₁₀₆.₀₉ ₁₀₆.₅₆ 　₀.₂₆ －₀.₁₈ 　₀.₆₂ －₀.₀₀₁₇ ₀.₀₀₅₈

₂ 月₂₀日 ₁₀₆.₅₆ ₁₀₇.₃₄ ₁₀₆.₅₅ ₁₀₇.₂₄ 　₀.₆₈ －₀.₆₈ 　₀.₇₉ －₀.₀₀₆₃ ₀.₀₀₇₄
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₂ 月₂₁日 ₁₀₇.₂₄ ₁₀₇.₈₈ ₁₀₇.₂₄ ₁₀₇.₇₀ 　₀.₄₆ －₀.₄₆ 　₀.₆₄ －₀.₀₀₄₃ ₀.₀₀₆₀

₂ 月₂₂日 ₁₀₇.₆₈ ₁₀₇.₇₇ ₁₀₆.₅₉ ₁₀₆.₆₉ －₁.₀₁ 　₀.₉₉ 　₁.₁₈ 　₀.₀₀₉₃ ₀.₀₁₁₁

₂ 月₂₃日 ₁₀₆.₆₉ ₁₀₇.₁₁ ₁₀₆.₅₃ ₁₀₆.₈₂ 　₀.₁₃ －₀.₁₃ 　₀.₅₈ －₀.₀₀₁₂ ₀.₀₀₅₄

₂ 月₂₆日 ₁₀₆.₉₂ ₁₀₇.₂₅ ₁₀₆.₃₇ ₁₀₆.₉₂ 　₀.₁₀ 　₀.₀₀ 　₀.₈₈ 　₀.₀₀₀₀ ₀.₀₀₈₃

₂ 月₂₇日 ₁₀₆.₉₂ ₁₀₇.₆₅ ₁₀₆.₇₈ ₁₀₇.₃₆ 　₀.₄₄ －₀.₄₄ 　₀.₈₇ －₀.₀₀₄₁ ₀.₀₀₈₁

₂ 月₂₈日 ₁₀₇.₃₇ ₁₀₇.₅₁ ₁₀₆.₅₇ ₁₀₆.₆₅ －₀.₇₁ 　₀.₇₂ 　₀.₉₄ 　₀.₀₀₆₈ ₀.₀₀₈₈

₂月平均値 ₁₀₇.₉₉ ₁₀₈.₃₅ ₁₀₇.₄₂ ₁₀₇.₈₅ －₀.₁₂ 　₀.₁₄ 　₀.₉₃ 　₀.₀₀₁₃ ₀.₀₀₈₇

₃ 月 ₁ 日 ₁₀₆.₆₇ ₁₀₇.₁₈ ₁₀₆.₁₆ ₁₀₆.₂₃ －₀.₄₂ 　₀.₄₄ 　₁.₀₂ 　₀.₀₀₄₁ ₀.₀₀₉₆

₃ 月 ₂ 日 ₁₀₆.₂₂ ₁₀₆.₂₉ ₁₀₅.₂₆ ₁₀₅.₆₆ －₀.₅₇ 　₀.₅₆ 　₁.₀₃ 　₀.₀₀₅₃ ₀.₀₀₉₈

₃ 月 ₅ 日 ₁₀₅.₄₉ ₁₀₆.₂₃ ₁₀₅.₃₅ ₁₀₆.₁₈ 　₀.₅₂ －₀.₆₉ 　₀.₈₈ －₀.₀₀₆₅ ₀.₀₀₈₄

₃ 月 ₆ 日 ₁₀₆.₁₇ ₁₀₆.₄₄ ₁₀₅.₈₄ ₁₀₆.₁₉ 　₀.₀₁ －₀.₀₂ 　₀.₆₀ －₀.₀₀₀₂ ₀.₀₀₅₇

₃ 月 ₇ 日 ₁₀₆.₁₇ ₁₀₆.₁₉ ₁₀₅.₄₆ ₁₀₆.₀₅ －₀.₁₄ 　₀.₁₂ 　₀.₇₃ 　₀.₀₀₁₁ ₀.₀₀₆₉

₃ 月 ₈ 日 ₁₀₆.₀₆ ₁₀₆.₂₅ ₁₀₅.₈₉ ₁₀₆.₂₅ 　₀.₂₀ －₀.₁₉ 　₀.₃₆ －₀.₀₀₁₈ ₀.₀₀₃₄

₃ 月 ₉ 日 ₁₀₆.₂₄ ₁₀₇.₀₂ ₁₀₆.₁₆ ₁₀₆.₈₃ 　₀.₅₈ －₀.₅₉ 　₀.₈₆ －₀.₀₀₅₅ ₀.₀₀₈₁

₃ 月₁₂日 ₁₀₆.₆₄ ₁₀₆.₉₆ ₁₀₆.₃₂ ₁₀₆.₄₀ －₀.₄₃ 　₀.₂₄ 　₀.₆₄ 　₀.₀₀₂₃ ₀.₀₀₆₀

₃ 月₁₃日 ₁₀₆.₃₉ ₁₀₇.₂₆ ₁₀₆.₂₄ ₁₀₆.₅₄ 　₀.₁₄ －₀.₁₅ 　₁.₀₂ －₀.₀₀₁₄ ₀.₀₀₉₆

₃ 月₁₄日 ₁₀₆.₅₅ ₁₀₆.₇₃ ₁₀₆.₀₇ ₁₀₆.₃₂ －₀.₂₂ 　₀.₂₃ 　₀.₆₆ 　₀.₀₀₂₂ ₀.₀₀₆₂

₃ 月₁₅日 ₁₀₆.₃₂ ₁₀₆.₄₀ ₁₀₅.₈₀ ₁₀₆.₃₃ 　₀.₀₁ －₀.₀₁ 　₀.₆₀ －₀.₀₀₀₁ ₀.₀₀₅₇

₃ 月₁₆日 ₁₀₆.₃₄ ₁₀₆.₃₇ ₁₀₅.₆₀ ₁₀₆.₀₄ －₀.₂₉ 　₀.₃₀ 　₀.₇₇ 　₀.₀₀₂₈ ₀.₀₀₇₃

₃ 月₁₉日 ₁₀₅.₉₂ ₁₀₆.₂₉ ₁₀₅.₆₆ ₁₀₆.₀₇ 　₀.₀₃ －₀.₁₅ 　₀.₆₃ －₀.₀₀₁₄ ₀.₀₀₆₀

₃ 月₂₀日 ₁₀₆.₀₆ ₁₀₆.₅₇ ₁₀₅.₉₂ ₁₀₆.₅₂ 　₀.₄₅ －₀.₄₆ 　₀.₆₅ －₀.₀₀₄₃ ₀.₀₀₆₁

₃ 月₂₁日 ₁₀₆.₅₂ ₁₀₆.₆₁ ₁₀₅.₈₉ ₁₀₆.₀₂ －₀.₅₀ 　₀.₅₀ 　₀.₇₂ 　₀.₀₀₄₇ ₀.₀₀₆₈

₃ 月₂₂日 ₁₀₆.₀₁ ₁₀₆.₀₈ ₁₀₅.₂₆ ₁₀₅.₂₆ －₀.₇₆ 　₀.₇₅ 　₀.₈₂ 　₀.₀₀₇₁ ₀.₀₀₇₈

₃ 月₂₃日 ₁₀₅.₂₇ ₁₀₅.₃₃ ₁₀₄.₆₄ ₁₀₄.₇₅ －₀.₅₁ 　₀.₅₂ 　₀.₆₉ 　₀.₀₀₅₀ ₀.₀₀₆₆

₃ 月₂₆日 ₁₀₄.₆₅ ₁₀₅.₄₆ ₁₀₄.₆₄ ₁₀₅.₃₉ 　₀.₆₄ －₀.₇₄ 　₀.₈₂ －₀.₀₀₇₀ ₀.₀₀₇₈

₃ 月₂₇日 ₁₀₅.₄₀ ₁₀₅.₈₈ ₁₀₅.₃₅ ₁₀₅.₃₆ －₀.₀₃ 　₀.₀₄ 　₀.₅₃ 　₀.₀₀₀₄ ₀.₀₀₅₀

₃ 月₂₈日 ₁₀₅.₃₄ ₁₀₆.₉₄ ₁₀₅.₃₂ ₁₀₆.₉₁ 　₁.₅₅ －₁.₅₇ 　₁.₆₂ －₀.₀₁₄₇ ₀.₀₁₅₄

₃ 月₂₉日 ₁₀₆.₈₃ ₁₀₆.₉₂ ₁₀₆.₂₆ ₁₀₆.₄₄ －₀.₄₇ 　₀.₃₉ 　₀.₆₆ 　₀.₀₀₃₇ ₀.₀₀₆₂

₃ 月₃₀日 ₁₀₆.₄₄ ₁₀₆.₅₂ ₁₀₆.₁₂ ₁₀₆.₂₇ －₀.₁₇ 　₀.₁₇ 　₀.₄₀ 　₀.₀₀₁₆ ₀.₀₀₃₈

₃月平均値 ₁₀₆.₀₈ ₁₀₆.₄₅ ₁₀₅.₆₉ ₁₀₆.₀₉ －₀.₀₂ －₀.₀₁ 　₀.₇₆ －₀.₀₀₀₁ ₀.₀₀₇₂

始値
①

高値
②

安値
③

終値
④

終値
前日
の差

初値①－
終値④

高値②－
安値③ ①/④－₁＝％ ②/③－₁＝％

₁月平均値 ₁₁₁.₀₉ ₁₁₁.₄₃ ₁₁₀.₆₃ ₁₁₀.₉₄ ₁.₆₉ 　₀.₁₅ ₀.₈₀ 　₀.₀₀₁₄ ₁.₀₀₇₂

₂月平均値 ₁₀₇.₉₉ ₁₀₈.₃₅ ₁₀₇.₄₂ ₁₀₇.₈₅ ₃.₀₈ 　₀.₁₄ ₀.₉₃ 　₀.₀₀₁₃ ₁.₀₀₈₇

₃月平均値 ₁₀₆.₀₈ ₁₀₆.₄₅ ₁₀₅.₆₉ ₁₀₆.₀₉ ₁.₇₆ －₀.₀₁ ₀.₇₆ －₀.₀₀₀₁ ₁.₀₀₇₂

₁月～ ₃月
平均値 ₁₀₈.₃₈ ₁₀₈.₇₄ ₁₀₇.₉₁ ₁₀₈.₂₉ ₂.₁₈ 　₀.₀₉ ₀.₈₃ 　₀.₀₀₀₈ ₁.₀₀₇₇

第 ₁・四半期　
最高値・
最安値

－ ₁₁₃.₃₆ ₁₀₄.₆₄ － － － － － ₀.₀₈₃₃
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表₇‒₃．₁₉₉₅年－₂₀₁₈年 年間為替レート 始値・高値・安値・終値，変動幅，変動率

西暦 始値
①

高値
②

安値
③

終値
④

終値
前年比

変動幅
②－③

変動率
②/③－₁

変動幅
①－④

変動率
①/④－₁

④／前日④ ②－③ ②/③－₁ ①－④ ④/①－₁

₁₉₉₅年  ₉₉.₅₅ ₁₀₄.₇  ₇₉.₇₅ ₁₀₃.₃₅ － ₂₄.₉₅ ₀.₃₁₂₉  －₃.₈ 　₀.₀₃₈₂

₁₉₉₆年 ₁₀₃.₄₁ ₁₁₆.₄ ₁₀₃.₀₇ ₁₁₅.₉ ₁.₁₂₁₄ ₁₃.₃₃ ₀.₁₂₉₃ －₁₂.₄₉ 　₀.₁₂₀₈

₁₉₉₇年 ₁₁₅.₈₅ ₁₃₁.₅₆ ₁₁₀.₅₂ ₁₃₀.₆₁ ₁.₁₂₆₉ ₂₁.₀₄ ₀.₁₉₀₄ －₁₄.₇₆ 　₀.₁₂₇₄

₁₉₉₈年 ₁₃₀.₅₅ ₁₄₇.₆₃ ₁₁₁.₅₃ ₁₁₃.₂ ₀.₈₆₆₇ ₃₆.₁ ₀.₃₂₃₇ 　₁₇.₃₅ －₀.₁₃₂₉

₁₉₉₉年 ₁₁₃.₂₈ ₁₂₄.₇₉ ₁₀₁.₂₂ ₁₀₂.₂₁ ₀.₉₀₂₉ ₂₃.₅₇ ₀.₂₃₂₉ 　₁₁.₀₇ －₀.₀₉₇₇

₂₀₀₀年 ₁₀₂.₁₁ ₁₁₅.₀₅ ₁₀₁.₃₁ ₁₁₄.₂₇ ₁.₁₁₈₀ ₁₃.₇₄ ₀.₁₃₅₆ －₁₂.₁₆ 　₀.₁₁₉₁

₂₀₀₁年 ₁₁₄.₃₃ ₁₃₂ ₁₁₃.₅₂ ₁₃₁.₆₃ ₁.₁₅₁₉ ₁₈.₄₈ ₀.₁₆₂₈ －₁₇.₃ 　₀.₁₅₁₃

₂₀₀₂年 ₁₃₁.₅₅ ₁₃₅.₁₅ ₁₁₅.₃₄ ₁₁₈.₇₄ ₀.₉₀₂₁ ₁₉.₈₁ ₀.₁₇₁₈ 　₁₂.₈₁ －₀.₀₉₇₄

₂₀₀₃年 ₁₁₈.₇₆ ₁₂₁.₈₇ ₁₀₆.₇₅ ₁₀₇.₃₃ ₀.₉₀₃₉ ₁₅.₁₂ ₀.₁₄₁₆ 　₁₁.₄₃ －₀.₀₉₆₂

₂₀₀₄年 ₁₀₇.₂₆ ₁₁₄.₈₈ ₁₀₁.₈₁ ₁₀₂.₃₅ ₀.₉₅₃₆ ₁₃.₀₇ ₀.₁₂₈₄  　₄.₉₁ －₀.₀₄₅₈

₂₀₀₅年 ₁₀₂.₆₇ ₁₂₁.₃₆ ₁₀₁.₆₆ ₁₁₇.₇ ₁.₁₅₀₀ ₁₉.₇ ₀.₁₉₃₈ －₁₅.₀₃ 　₀.₁₄₆₄

₂₀₀₆年 ₁₁₇.₈₅ ₁₁₉.₈₆ ₁₀₈.₉₆ ₁₁₉.₀₁ ₁.₀₁₁₁ ₁₀.₉ ₀.₁₀₀₀  －₁.₁₆ 　₀.₀₀₉₈

₂₀₀₇年 ₁₁₈.₉₇ ₁₂₄.₁₁ ₁₀₇.₂₁ ₁₁₁.₄₆ ₀.₉₃₆₆ ₁₆.₉ ₀.₁₅₇₆  　₇.₅₁ －₀.₀₆₃₁

₂₀₀₈年 ₁₁₁.₇₉ ₁₁₁.₉₅  ₈₇.₁  ₉₀.₉₁ ₀.₈₁₅₆ ₂₄.₈₅ ₀.₂₈₅₃ 　₂₀.₈₈ －₀.₁₈₆₈

₂₀₀₉年  ₉₀.₈₄ ₁₀₁.₄₃  ₈₄.₇₆  ₉₃.₀₄ ₁.₀₂₃₄ ₁₆.₆₇ ₀.₁₉₆₇  －₂.₂ 　₀.₀₂₄₂

₂₀₁₀年  ₉₂.₉₇  ₉₄.₉₈  ₈₀.₂₄  ₈₁.₁₂ ₀.₈₇₁₉ ₁₄.₇₄ ₀.₁₈₃₇ 　₁₁.₈₅ －₀.₁₂₇₅

₂₀₁₁年  ₈₁.₁₇  ₈₅.₅₂  ₇₅.₅₄  ₇₆.₉₄ ₀.₉₄₈₅  ₉.₉₈ ₀.₁₃₂₁  　₄.₂₃ －₀.₀₅₂₁

₂₀₁₂年  ₇₆.₈₈  ₈₆.₇₈  ₇₆.₀₂  ₈₆.₇₃ ₁.₁₂₇₂ ₁₀.₇₆ ₀.₁₄₁₅  －₉.₈₅ 　₀.₁₂₈₁

₂₀₁₃年  ₈₆.₆₈ ₁₀₅.₄₁  ₈₆.₅₄ ₁₀₅.₂₆ ₁.₂₁₃₇ ₁₈.₈₇ ₀.₂₁₈₀ －₁₈.₅₈ 　₀.₂₁₄₄

₂₀₁₄年 ₁₀₅.₂₄ ₁₂₁.₈₅ ₁₀₀.₇₅ ₁₁₉.₆₆ ₁.₁₃₆₈ ₂₁.₁ ₀.₂₀₉₄ －₁₄.₄₂ 　₀.₁₃₇₀

₂₀₁₅年 ₁₁₉.₆₁ ₁₂₅.₈₅ ₁₁₅.₈₅ ₁₂₀.₁₄ ₁.₀₀₄₀ ₁₀ ₀.₀₈₆₃  －₀.₅₃ 　₀.₀₀₄₄

₂₀₁₆年 ₁₂₀.₂₁ ₁₂₁.₆₈  ₉₉.₄₇ ₁₁₆.₈₅ ₀.₉₇₂₆ ₂₂.₂₁ ₀.₂₂₃₃  　₃.₃₆ －₀.₀₂₈₀

₂₀₁₇年 ₁₁₇.₄₉ ₁₁₈.₆₁ ₁₀₇.₃₁ ₁₁₂.₆₇ ₀.₉₆₄₂ ₁₁.₃ ₀.₁₀₅₃ 　 ₄.₈₂ －₀.₀₄₁₀

西暦 始値
平均値①

高値
平均値②

安値
平均値③

終値
平均値④

終値
前年比⑤

変動幅
②－③

変動率
②/③－₁

変動幅
①－④

変動率
①/④－₁

₉₅－₁₇
年平均 ₁₀₇.₇₈ ₁₁₆.₆₇  ₉₈.₉₇ ₁₀₈.₃₁ ₁.₀₁　 ₁₇.₇₀ ₀.₁₈₁₀  －₀.₅₂₄₃ 　₀.₀₁₁₀

₉₅－₉₈
年平均 ₁₁₂.₃₄ ₁₂₅.₀₇₂₅ ₁₀₁.₂₁₇₅ ₁₁₅.₇₆₅ ₁.₀₃₈₄ ₂₃.₈₅₅ ₀.₂₃₉₁  －₃.₄₂₅ 　₀.₀₃₈₄

₉₉－₀₈
年平均 ₁₁₃.₈₅₇ ₁₂₂.₁₀₂ ₁₀₄.₄₈₈ ₁₁₁.₅₆₁ ₀.₉₈₄₆ ₁₇.₆₁₄ ₀.₁₇₁₀  　₂.₂₉₆ －₀.₀₁₆₀

₀₉－₁₂
年平均

 ₈₅.₄₆₅  ₉₂.₁₇₇₅  ₇₉.₁₄  ₈₄.₄₅₇₅ ₀.₉₉₂₈ ₁₃.₀₃₇₅ ₀.₁₆₃₅  　₁.₀₀₇₅ －₀.₀₀₆₈

₁₃－₁₇
年平均 ₁₀₉.₈₄₆ ₁₁₈.₆₈ ₁₀₁.₉₈₄ ₁₁₄.₉₁₆ ₁.₀₅₈₃ ₁₆.₆₉₆ ₀.₁₆₈₅  －₅.₀₇ 　₀.₀₅₇₄

年度別為替レート推移
主要通貨ペアの為替レート史上過去最安値・最高値と，₁₉₉₅年以降の年度別始値・高値・安
値・終値・変動幅・変動率データ。
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₂₈
₁₁
₅

－
₁₃
₁₇
₉₄
₂

₃₈
₂₆
₀

₁₇
₂₇
₅₂
₄

₄₄
₇₈
₄₁

A
aa

A
A

A

ス
イ
ス

₂₈
₅₆
₀₈
₆

₂₇
₇₅
₄₈
₃

－
₈₀
₆₀
₃

₆₀
₆₁
₀₉

₈₈
₀₂
₅

₆₁
₃₅
₃₁

A
aa

A
A

A

英
国

₆₈
₀₇
₆₇
₇

₈₅
₇₀
₆₇
₄

₁₇
₆₂
₉₉
₈

₁₂
₉₅
₃₆

－
₂₂
₉₁
₅₀
₆

－
₃₉
₈₉
₇₂

A
a ₁

A
A

米
国

₁₅
₂₆
₅₅
₉₃

₁₈
₈₃
₈₁
₄₀

₃₅
₇₂
₅₄
₇

₃₈
₃₆
₀₁

－
₁₁
₂₃
₆₇
₈₅

－
₇₂
₈₀
₆₃
₇

A
aa

A
A
＋

そ
の
他
合
計

₃₄
₅₇
₁₂
₅₄

₃₃
₉₆
₁₀
₇₉

－
₆₁
₀₁
₇₄

―
―

―
―

―

世
界
総
合
計

₉₁
₃₂
₁₉
₁₀

₉₁
₃₂
₁₉
₁₀

₀
―

―
―

―
―

資
料
：
①

 張
南
著
「
経
済
科
学
研
究
」
第
₂₁
巻
第
₁
・
₂
号
合
併
号
（
₂₀
₁₈
年
₂
月
）
広
島
修
道
大
学
，
₁₈
ペ
ー
ジ
よ
り
作
成
。

　
　
　
②

 国
債
の
格
付
：
ム
ー
デ
イ
ー
の
国
債
信
用
格
付
一
覧
（
₂₀
₁₈
年
₂ 
月
），

ht
tp

s:
//

am
eb

lo
.jp

/f
x ₁
₈₀
₀/

en
tr

y-
₁₁
₄₇
₆₉
₅₈
₃₆
₉.

ht
m

l か
ら
抜
粋
，

基
準
年
は
国
に
よ
っ
て
異
な
る
。

　
　
　
③
ソ
ブ
リ
ン
格
付
け
：

S&
P
社
の
自
国
通
貨
長
期
格
付
け
（
₂₀
₁₈
年
₇
月
）
抜
粋
。

表
₉
．
国
際
資
金
循
環
主
要
₁₁
か
国
の
マ
ト
リ
ッ
ク
ス
（
₂₀
₁₅
年
末
）

単
位
：
百
万
米
ド
ル


